


日本海洋工学会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質を損なわないように利用、開発してゆく

開発工学が対象とする範ちゅうは極めて学際的で広範なものであります。従来

は、既存の工学諸分野がそれぞれの専門分野の海洋工学について学問や技術の

進歩を図り、多大の成果を上げてまいりました。

しかし、今後、海洋の調査研究や海洋の利用、開発をさらに実質化し拡大し

てゆくには、より深く未知なる環境に踏み込み、より高く、新しい目標に挑戦

してゆくことが必要であり、このためには広範な既存_[学分野の有機的な協力、

既存工学分野間にある境界領域の発展、関係の深い先端技術を取り込むことに

よる海洋工学の高度化が是非とも必要となります。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、ｊ亘記の目的に沿っ

た活動をするために、「海洋工学連絡会」を１９８８ｲド（昭和６３年）に設立致

しました。以来、WijW9lt「:学連絡会では、情級交換、学際的,ﾂ|↓題の発掘、共同研

究をめざして、それぞれの学協会の活動を紹介する３回の活動報告会、続いて

第１回から第１９回までの海洋工学パネルを開催してまいりました。

そして、平成１１年４月１日より名称を日本海洋工学会と変更し、学協会を

会員とする連合体学会としての体制を明確にし、それまで以上に海洋工学分野

での情報交換、学際的課題の発掘、共同研究の実現につとめ、第２０回から第

３７回までの海洋工学パネルをⅢ催してまいりました。また、Ⅱ本の海洋工学

に関係の深い学協会に参力１１を呼びかけ、さらに充実した構成にしたいと考えて

います。皆様万の積伽的なご支援をお願いします。



第３８回海洋エ学パネル
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第３８回海洋工学パネル・プログラム

海洋エネルギー。鉱物資源開発i:i-画への提言パネルテーマ

【コンセプト】

２００７年７月に施行された海洋基本法に基づく海洋基本計画が2008年３月に閣議決定された。その

中で、海底資源については、「排他的経済水域等における当面の探査・開発の対象を石油。天然ガス、

メタンハイドレート及び海底熱水鉱床とし､必要な政策資源を集中的に投入する｣ことが必要であり、

これを確実に推進するため、「平成20年度中に関係省府の連携の下、『海洋エネルギー。鉱物資源開発

計画（仮称)』を策定する」ことが明記された。資源・エネルギーの確保が困難さを増していく世界情

勢の中で、産業榊造の転換に繋がるEEZ資源の開発を促進し、世界をリードする海洋新産業を創成す

るための戦略的アプローチをこの計画に盛り込まなければならない。このための産学官の総力を挙げ

た取り組みについて議論を深める。

１。深海底鉱物資源開発に向けての提言

山崎哲生大阪府立大学大学院工学研蝿科教i磯

海底熱水鉱床等の深海底鉱物資源開発は産業としての創成期にあり、ライバルに先んじて、技術的

､優位性を確保した上で、戦略的な事業展開を図れば、海外権益の確保と技術的覇権の確立という「海

洋資源メジャー」への道が開けている。しかし、リスクを恐れて濤臓していれば、ライバルの先行を

許し、海外権益の確保においても、技術面においても後れをとることになり、自国においてのみしか

通用しない内弁慶型産業となってしまう。

陸上の水、食栂、エネルギー、資源の伽供給能力に限界が見える今日、近い将来に到来することが確

実視されるグローバルな海洋におけるこれらの開発市場において、技術的覇権を取る企業を創るとい

う壮大な視点が必要である。海底熱水鉱床の開発を通じて、海洋での調査技術、システム技術、環境

保全技術を熟成し、これらを輸出できるレベルにまで高めること、また、これらを技術協力、技術供

与することによって、海外の海洋権益の確團保を図ることが求められている。

２。海底熱水鉱床の採掘技術開発開始に際して、－非鉄資源関連企業からの意見

秋山清悟住友金属鉱山株式鑑社資源鬮業部技術部担当部長

海洋基本計画に基づき海底熱水鉱床の採掘技術の開発が開始された。これは鉱源の多様化を図る意

味でも意義深いことである。しかし現状は資源の賦存状況が不明で採鉱技術なども開発に向けて動き

始めたばかりであり解決すべき課題が多数存在している。技術開発には大きなリスクが伴うので国の

果たすべき役割は大きい。本講演では、－非鉄資源関連企業として、技術開発にあたって活用可能と

思われる非鉄資源産業の既存技術や留意点について述べる。

３．産業化競争を意識した研究開蕊の加速を

高島正之社団法人日本プロジェクト産業協議会国家戦略課題委員会委員長兼海洋資

源事業化研究会主査、三蕊商事（株）顧問

我国の排他的経済水域にはベースメタル、レアメタルを含む大量の鉱物資源やメタンハイドレート

などのエネルギー資源が埋蔵されていることが近年国内でもかなり広い範囲で知られるようになって

きたのは喜ばしいことだが、こうした貴重な資源を実際に掘り出さなければ正しく画餅に帰してしま

う。そこで、我国でも先行する欧米勢や韓国に対抗する日本独自の掘削システムをエンジニアリング

せねばならない。本パネルでは先行しているグループの現状を把握し、彼等の進捗状況をチェックす

るとともに、これからエンジニアリングに入る我国のシステムの基本構想につき私見を泳べたい゜
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午前の部討論

海洋工学関連会議報告

ＪＡＭＳＴＥＣ中西鑓基金伝達式

４.メタンハイドレート開発促進事業フェーズ｜の成果と今後の課題

横井研一独立行政法MET油天然ガス゜金鳳鉱物資鰄横繊滴油關蕊技術本部Ｒ＆ｐ推進部

メタンハイドレート研究チームチームリーダー

平成１３年度（2001年度）～平成20年度（2008年度）の間、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機

構、（独）産業技術総合研究所、（財）エンジニアリング振興協会は『メタンハイドレート資源開発研

究コンソーシアム』を組織し、経済産業省からの委託研究として経済産業省のメタンハイドレート開

発促進事業（フェーズＩ）を実施した。その結果、（１）地下のメタンハイドレート層からメタンガス

の連続産出に成功、（２）東部南海トラフ海域で、世界で初めてメタンハイドレート開発可能性がある

と考えられるタービダイト砂泥互層の砂層に胚胎することを発見、(3)東部南海トラフ海域のメタン

ハイドレート層に賦存するメタンガスの原始資源量を坑井データ、地震探査データに基づき確率論的

手法にて算定、（４）メタンハイドレート層からのメタンガスの産出挙動を予測する我が国独自の専用

シミュレータを開発、など大きな成果が得られた。本講演では、これらの成果のトピックスを紹介す

るとともに、本事業の最終目標であるメタンハイドレートの商業的産出のための技術整備へ向けた今

後の課題と展望を述べる。

５．洋上風力発電の研寵動向と今後の課題

福本幸成東京電力株式会社技術開発研究所設備基盤技術グループ主任研究員

外洋上には豊富な風力エネルギーが存在することが観測により確認された。このエネルギーを有効

利用するためには、深い水深や台風，地震など日本固有の厳しい自然条件に適応できる洋上風力発電

技術の研究開発が必要である。本論文では、特に最近の研究事例として、コスト低減を指向した構造

を工夫した浮体式洋上風力発電の研究動向や、高波浪や大水深に耐えうる本格的な1ﾖ本型着底式洋上

風力発電の研究動向を解説し、日本における洋上風力発電導入のための課題と展望について述べる。

ａ海洋エネルギーを利用した新海洋食料資源生産システムの開発に向けての提言

高木健東京大学大学院新領域創成科学研究科教授

我が国は国民の動物性タンパク源の４割を水産物から得ている水産物消費大国であるにも関わらず、

その自給率は60％にすぎない。また、世界的には水産資源の低迷により養殖生産への期待が高まって

いる。さらに、我が国では自然信仰が依然として強いが、食の安全の面からは管理された養殖の方が

安全であるという考えが世界的に広まっている。このような背景から、清浄鬘で広大な沖合水域を利用

した大規模養殖への期待が高まっている。このような大規模沖合システムの稼働には給餌や餌の生産

など、エネルギーを必要とする。このエネルギーを海洋エネルギーで賄い、クローズドシステムとし

て成立させることを提案する。このようなシステムは燃料油高騰に苦しむ離島や地域の漁民にも大き

な利益をもたらすと共に、二酸化炭素排出量削減にも貢献する。

午後の部－１討論

7．海洋基本計画の進捗状況

岩本晃一内閣官房総合海洋政策本部事務局内閣参事官

平成20年３月に閣議決定された海洋基本計画においては､３つの具体的な政策目標のひとつとして、
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「豊かな海洋資源や海洋空間の持続可能な利用に向けた礎づくり」が掲げられている。その中で、「世

界第６位の広さと言われる我が国の領海及び排他的経済水域並びに200海里を超えて延長の可能性が

ある大陸棚には、多様で豊富な化物資源や今後の利用が期待される様々なエネルギー。鉱物資源が存

在している。我が国が管轄権を有するこれらの資源や空間の持続可能な利用に向け、利用に際しての

安全確保体制の構築、諸情報の収集。整備・管理体制の構築、資源利用を担う産業の計画的育成、利

用に際し必要となる海洋環境保全対策等利用｡管理に関する諸体制の整備等を早急に行う必要がある」

ことが述べられており、エネルギー。鉱物資源分野においては、特に、平成２０年度中に、関係府省

の連携の下、「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画（仮称)」を策定することが定められている。本講

演においては、この開発計画策定をはじめとする、海洋基本計画の進捗状況について概説する。

９．海洋エネルギー。鉱物賀源開発計画に対す愚資源エネルギー庁鋤取り|組み

小泉朋幸経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部政策課課長補綾

海洋基本計画においては、海洋に関して政府が総合的かつ計画的に識ずべき施策の一つとして、エ

ネルギー･鉱物資源開発分野については､｢排他的経済水域等における当面の探査｡開発の対象を石油。

天然ガス､メタンハイドレート及び海底熱水鉱床とし､必要な政策資源を集中的に投入するとともに、

コバルトリッチクラストについては今後の調査・開発のあり方について検討する」とされている。こ

の海洋基本計画を踏まえて、資源エネルギー庁では、関螂係審議会を開催し、外部有識者の意見等も踏

まえ、関係省庁と連携しながら、「海洋エネルギー。鉱物資源開発計画」の策定に取り組んでいる。本

講演では，経済産業省での取り組みの現状を紹介する。

９．国土交通省の取り組み：外洋上プラットフォーム技術～樹馳的経済水域の利活用に向けて～

今出秀則国土交通省海事局議事官

国土交通省が進めている外洋上プラットフォーム・プロジェクトは、造船技術を核として、海洋に

賦存する膨大な未活用の資源及び海洋空間を有効に利用するための基盤となる浮体技術を開発するプ

ロジェクトである。本講演では、当該分野の開発動向をレビューするとともに、外洋上プラットフォ

ーム技術の確立が、我が国の排他的経済水域の利活用、さらには、新たな海洋産業の創出に果たすべ

き役割を明らかにしたい。

午後の部－１１討論
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会 挨拶開

日本海津工学会会長木下億

本日は第３８回海洋工学パネルにご参集頂きまして誠にありがとうございま

す。今回のテーマは「海洋エネルギー。鉱物資源開発計画への提言」というこ

とで、企画委員一同、知恵を絞って講演の内容を検討し、講師の先生をお願い

し、この仕事の殿前線でご活躍されている講師の方々にご参加して頂くことが

できました。講師の先生方、どうもありがとうございました。

海洋基本法、海洋基本計画が一年と少し前にスタートし始めて、黒鉱の関係

やメタンハイドレートの観測が実態としても動き始めています。本当にそれが

将来の中。長期的に日本の海洋産業を新しい形で興し、日本の国益と申しまし

ょうか、資源。エネルギーのセキュリティの向上に繋がるものにするためには、

産官学がいろいろな形で知恵を寄せ集めて実りあるゴールに来るよう、みんな

が参加することが大切だと思います。その中の一つの活動として、この日本海

洋工学会の海洋工学パネルが非常に大きな役割を持っていると思います。

今回は第３８回のパネルですが、極めて永い歴史を培っています。ここにお集

まりの皆様方は大変永い間、そのことについて深く研究。開発に関わった方々

ですので、本'１は講師の方々と議論をして頂き、将来の日本のためになるよう

実りある時間を持ちたいと思います。

以上です。
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深海底鉱物資源開発に向けての提言

山|埼哲生

大阪府立大学大学院工学研究科・海洋システム工学分野

１．はじめに

広くて豊かな排他的経済水域（EEZ）と大陸棚の権益（資源、機能、空間等）を確保し、

それらを有効に活用するとともに、そこで培った技術を世界に広める海洋産業を育成・振

興することを大きな目標のひとつとする海洋基本法が成立し、２００７年７月２０日から施行

された。また、同法に基づく海洋基本計画が２００８年３月１８日に閣議決定された。その中

で、海底資源については、「排他的経済水域等における当面の探査・開発の対象を石油・天

然ガス、メタンハイドレート及び海底熱水鉱床とし、必要な政策資源を集中的に投入する」

こと、また、「コバルト・リッチ・クラストについては今後の調査・開発のあり方について

検討する」ことが極めて重要であると位置付けられ、これらを確実に推進するため、「平成

20年度中に関係府省の連携の下、「海洋エネルギー。鉱物資源開発計画」を策定する」こ

とが明記された。しかし、この「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」は、海洋基本法の

理念から乖離した内向きのスケールの小さなものになりつつある。

一方、海底熱水鉱床の開発を巡っては、パプア・ニュー・ギニアでの数年以内の商業生

産開始をめざして活動を継続している企業に加えて、韓国がトンガで探査権を確保し、権

益確保に乗り出してきた。n本としても、迅速な取り組みが必要である。

｢海洋資源メジャー」をめざそう

上の水、食滑、エネルギー、資源の供給能力に限界が見える今日、

２．

陸上の水、食糧、エネルギー、資源の供給能力に限界が見える今日、近い将来に到来することが

確実視されるグローバルな海洋におけるこれらの開発市場において、技術的覇権を取り、権益を確

保する力のある企業（海洋資源メジャー）を創るという壮大な視点が必要である。

海底熱水鉱床の開発を通じて、海洋での調査技術、システム技術、環境保全技術を熟成し、これ

らを輸出できるレベルにまで高めること、また、技術協力、技術供与によって、海外権益の確保を

図ることが求められている。これらの技術はメタンハイドレートやコバルト・リッチ・クラスト開

発にも応用可能であり、さらに汎用化して、海洋開発分野全般への展開も可能である。

■函’｜函

函

函

ご［蚕嚢ｉＭﾙｰﾄ關籍＞
蝋 コバルト･リッチウラスト開発

－■■■■ ：ざ弓蚕冤売＝￣■覇■■

雫-:一丁霧生可能ｴﾈﾉ畷齢纈議や海洋機能,空間籾罵への応用
P■■戸■■■■一二二 。．・１５且。‐~_ニー・・‐一一

蕊曇

図１海外権益確保と海洋新産業振興に向けた戦|略的ロードマップ
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リスクを恐れずトップランナーとなり、ライバルに先んじて、技術的優位性を確保した上で、戦

略的な事業展開を図れば、海外権益の確保と技術的覇権の確立という「海洋資源メジャー」への道

が開けている。図１に201］年採鉱実験、２０１２年経済性評価・システム設計、２０１５年商業生産開始

という、海底熱水鉱床開発を端緒とした戦略的展開をした場合のロードマップの例を示す。

３．「商業化」，「自給率向上」だけでは不十分

日本は、ＥＥＺと大陸棚に存在する海底熱水鉱床やコバルト。リッチ。クラスト等の深海底鉱物資

源においては、世界第一位の潜在的資源量を有すると推定されている。また、大量のメタンハイド

レートの賦存も確認されており、潜在的な海洋資源大国であることが認識されつつある。平成２０

年３月に策定された海洋基本計画では、特に、海底熱水鉱床とメタンハイドレートについて、１０

年程度を目途に商業化すると明記している。

しかし、海洋新産業の創成という海洋基本法の趣旨は、この商業化だけでは達成できない。資源

は有限であり、掘り尽くしてしまった後は何も残らないからである。資源を有効に利用して、ライ

バルに対する技術的優位性を確立し、海外権益を確保するという戦略的展開が必要である。

石油・天然ガスおよび金屈資源開発のフィールドを持たないし１本の資源開発技術は、精製技術や

製錬技術を除けば、衰退する一方である。今後の海外権益確保には、資金提･供だけでなく、技術協

力、技術供与などが不可欠であることは、最近のウランやレアメタルなどの協力協定締結の例を見

ても明らかであるが、技術のない日本にとって、状況はより一層厳しくなると予想される。海洋に

おける石油。天然ガス開発経験がほとんどなく、大規模システムの統合技術やその操業経験のない

日本にとって、創成期にある海底熱水鉱床開発において、ライバルに先んじて、採鉱実験や商業開

発にチャレンジすることは、技術的優位性を確保するために不可欠である。
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図２海底熱水鉱床開発ビジネスへの参入企業.国等一覧（2009年１月現在）
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図２に示すように、パプア・ニュー・ギニアでの数年以内の商業生産開始をめざして活動を継続

しているNautilusMinerals社、ニュージーランドでの探査活動や日本への鉱区申請をしている

NeptuneMinerals社に加えて、韓国がトンガで探査活動を開始した。また、これらの活動の実際

の担い手として､海洋での石油･天然ガス開発技術を保有する海外企業が進出してきた状況の中で、

日本が開発計画を加速しなければ、海外企業との技術格差は開くばかりである。

４．「マンガン団塊採鉱システムの研究開発」（1981～1997年実施）の結果から学ぼう

２０世紀中にもマンガン団塊の商業生産が開始されるのではないかという見通しと､国連海洋法条

約に基づく先行投資者の鉱区取得には独自技術の保有が義務とされていたことを背景に､1981年か

ら工業技術院の大型プロジェクト「マンガン団塊採鉱システムの研究開発」が開始された。約３０

年前に作成された当初計画では、９年間で商業的規模の採鉱実験まで実施という意欲的なプランが

示されていた。これと策定'1:'の「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」における海底熱水鉱床開発

を比較したものが図３であるが、この３０年で汎用性のある深海技術が飛躍的に進歩したにもかか

わらず、チャレンジする意気込みが感じられないスケジュールとなっていることは明らかである。

30年前に｢パイロットスケール採鉱実験まで9年間」
という野心的取り組みがあった

｢マンガン団塊樮鉱システムの研究開薬l当 計画

～昭和60年度 ～平成元年度

｜実験機製作｜｜採鉱実験｜

塾呈:鍵…蕊霧'i蕊ｌｉｉ$
|要素技術の研究開発

冒
凸
■
Ⅱ蕊鍵に鰯鑓一戒-ご蕊露鑿

30年後に｢採鉱実験まで8～9年間､最短で１３年か

けて商業化｣という計画を作っている

｢海洋エネルギー･鉱物資源開発計画｣で検討中のスケジュール

~平成24年度１～平成３０年慶

堅１－廩癬囑可
魎麺蕊壜議IL-輔鐵螂鐵

採鉱機､揚鉱

装遇､採鉱船
システム検討

l頂

､唾､､1，

図３「マンガン団塊採鉱システムの研究開発」当初計画と海底熱水鉱床開発計画の比較

「マンガン団塊採鉱システムの研究開発」は、その後、予算的な制約、金風需要の伸びが世界的

に鈍ったこと、鉱区取得のための独自技術保有義務がなくなったことなどを受けて、当初計画より

大幅にスケールダウンした海洋実験を、プロジェクトの１７年目の1997年に実施して研究開発を終

了した。この海洋実験では図４に示したように、集鉱機をワイヤーとケーブルで曳航し、水深

2,200ｍの海山のテラスに賦存する海山性団塊を集鉱機上のホッパーに採取する、サブシステムと

しての機能検証実験を実施し、ケーブルを介しての動力供給と計測・制御、集鉱機構の作動確認と

いう目的を完全に達成した。しかし、揚鉱サブシステムを含めた海洋における全体統合システムの

操業経験は得られず、当初の意欲的なプランは変質し、プロジェクトの管理・運営に失敗した例と

なってしまった。

このような結果に至った原因としては、次のようなものが挙げられる。
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｡プロジェクトのリーダーシップが不在

｡プロジェクト期'''１が長過ぎた

｡全額政府資金で、民間の自主性なし

この先駆的プロジェクトから学ぶべき「海洋資源メジャー」をめざすためのヒントは次のような

ことである。

・短期集中。事業化を射程に

・官民の分担明確化

・発展性提示で民間の自主性を引き出す

。リーダーシップの明確化

しかしながら、最短で１３年かけて商業化､国が全て実施という海底熱水鉱床開発のプランには

｢マンガン団塊採鉱システムの研究開発」の教訓が生かされていないと感じる。

蝋wWjli

天「
／

OGPY〃
～

集鉱機をワイヤーとケーブルで曳航
動力供給･作動･計測制御完全

水深2２００

図４「マンガン団塊採鉱システムの研究開発」の海'11における集鉱実験

Ａ－ｌ■し■

工業技術院大型プロジェクト「大水深地下空間開発」で開発された水没自動掘削機
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５．海底熱水鉱床開発の要素技術を日本は十分保有

海底熱水鉱床の採鉱システムは、前述のマンガン団塊用に開発した計測制御技術に、図５～７に

示したような土木建設機材製造技術、潜水艇建造技術、スラリー輸送技術などの既存技術を組み合

わせることによって十分に構築可能である。しかし、日本の海底熱水鉱床賦存域が外洋の気海象条

件の厳しいところであることを考えると、パプア。ニュー。ギニアで開発を進めるNautilus

Minerals社のように、商業生産規模の巨大システム建造に直接取りかかることは危険性が大きい。

できるだけ早期に実海域でのパイロットスケールの採鉱実験を実施し、外洋の気海象条件下で、稼

働率の高いシステムとするためのノウハウを蓄積し、商業生産規模のシステム建造へと進むのが順

当な流れといえる。

左;岩盤掘進機(ロードヘッダ）
下:水中トレンチヤー(~40MPa）

(出典:三井三池製作所
http://www・mitsuimiikecojp/）

i1UiiTiiiiiiillillllIiill,ＩＩｉｉ,,iｉ
下:硬土盤､岩盤淡漂用へリカルカツター
(出典:東洋建設パンフレット）

図６世界トップクラスの日本のトンネル掘進機や竣喋機械

ＲＯＶハイパードルフィン

海洋研究開発機機(JAMSTEC）

ＡＵＶｒ２Ｄ４

東大生産技術研究所

￣ポーゼーー…￣弱『

ROVかいこう7000
海洋研究開発機構(JAMSTEC）

出典:http://www､iamstec､gojp/ほか

ＡＵＶうらしま

海洋研究開発機柵(ＪＡＭＳTEC）

図７世界トップクラスの日本のロボット潜水艇

加えて、深海底鉱物資源開発システムが直列系の巨大なものであることを十分意識したプロジェ
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クトプランが必要である。海底の採鉱機に追随して採鉱船が動くという運動面と、海底の採鉱機が

集めた鉱石を1,000～5,000ｍの揚鉱サブシステム（パイプ、フレキシブルホース、バッファ、ポン

プ等で構成）に渡すという輸送面との両方を同時に、安全かつ効率的に統合制御するシステムオペ

レーションが不可欠となる。橘成要素であるサブシステムの機能が、運動面、あるいは、輸送面の

いずれかにおいて、少しでも不調になれば、直列系システム全体が機能不全に陥る。採鉱機や揚鉱

サブシステムの展開や回収に多大な時間を必要とすることを考え合わせると、全体システムの統合

制御オペレーションが安全性と経済性の死命を制すると言っても過言ではない。海洋における直列

系巨大システムの統合制御オペレーション経験を持たない'三１本にとって、この点においても、でき

るだけ早期に実海域でのパイロットスケールの採鉱実験を実施し、試行錯誤しながら技術を熟成し

ていくというプロジェクトプランがなければ、海洋での石油。天然ガス開発技術を保有する海外企

業との技術格差は開くばかりであり、技術的優↓位性の確，保など到底望めない。

鰄鬮|今F麦iii彌嘉|･N環境保全策立案|雪
自給率向上だけをめざすのなら○Ｋかも…

図８一般的な資源開発の流れ

６，海外権益確保と海洋新産業創成の常識

一般に資源開発においては、経済性の有無にかかわらず、まず対臺象地域の探査権あるいは鉱区を

確保し、その後、図８に示したような賦存把握（資源としての価値の調査と経済性検討)、技術開発

（最適な開発システムの構築)、環境保全策立案(環境アセスメントの実施）という直列的な開発ス

ケジュールを立てる。これは、次のような資源開発産業の特徴があるためである。

。鉱区保有者が開発の全てを担当

・優良鉱区を確保できれば、それが全てを支配

・時間が掛かっても鉱区保有者が技術も整備

･鉱区確保にのみ、ライバルとの競争が存在

これに対して、韓国がトンガで探査権を確保した事実や、パプア。ニュー・ギニアでのNautilus

Minerals社の例など、海底熱水鉱床開発における動きは急であり、海外権益確保と海洋新産業創成

のためには、次のような観点で取り組む必要がある。

・技術供与が権益確保の条件

〃ライバルより早く、より優れた技術の開発が必要

図１に示したように賦存把握、技術開発、環境保全策立案を同時並行的に実施し、商業開発まで

の所要時間を短縮するという、海外権益砿,保と海洋新産業振興に向けた戦略的展開が必要である。

７．官民で分担し早急に取り組むべきこと

海底熱水鉱床開発は創成期にあるため、リスクが高いことは事実であるが、危険性を避ける

ために、プロジェクトの進行を緩やかなものにすれば、海外権益確保と技術的優位性の確保にお

いて後れをとることになる。このため、官民が連携して、リスク回避と早期の技術的優位性確保の

両立を図ることが求められている。

宮主導で取り組むべきことは次のようなものが挙げられる。
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・３年後の海底熱水鉱床採鉱実験（試掘）と５年後の商業開発を想定した法体系整備、鉱区

認可方法の近代化

･ＥＥＺと大陸棚の有望海底熱水鉱床の早期発見と採鉱実験候補地の精査

･環境調査、コバルト・リッチ・クラスト調査、太平洋島喚諸国のＥＥＺ・大陸棚の探査協力

･環境ベースライン調査、環境アセスメント手法開発

一方、民主導で取り組むべきことは次のようなものが挙げられる。

・採鉱実験システム設計、商業生産システム概念構築

・鉱区追加申請、申請主体整備

・経済』性事前評価

８．おわりに

海底熱水鉱床開発はベンチャーの段階にある。産業として創成期にあるため、ライバルに先

んじて技術的優,位性を確保した上で、戦略的な事業展開を図れば、海外権益の確保と技術的覇

権の確立という「海洋資源メジャー」への道が開けている。

しかし、リスクを恐れて僻燃していれば、ライバルの先行を許し、海外権益の確保において

も、技術面においても後れをとることになり、自国においてのみしか通用しない内弁慶型産業

となってしまう。

ベンチャーであるがために、探査活動や採鉱実験への国の支援が重要となる。近い将来に到

来することが確実な海洋からの水、食廠、エネルギー、資源の生産という巨大市場への参入の

端緒としての位置付けが必要である。

金融市場の混乱による景気後退によって、現在は食糧、エネルギー、資源価格の下落と供給

過多の局面を迎えているが、’一'二'長期的には、新興国の経済発展によって、再度、価格高騰と供

給不安状態に戻ることは確実である。

陸上だけをみれば資源小国の[川鷺であるが、海洋資源大国として、自給率向上のみに留まら

ず、世界をリードする海洋新産業の育成・振興を図ることが重要である。

それによって、次の世代に「資源」だけでなく、「産業」も残し、価値のある仕事を行うこと

のできるフロンティアを開拓することになる。長期的視点と迅速な取り組みが必要である。
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海底熱水鉱床の採掘技術開発開始に際して、

－非鉄資源関連企業からの意見

秋山清悟

住友金属鉱山株式会社資源事業部技術部担当部長

海洋基本計画に基づき海底熱水鉱床の採掘技術の開発が開始された。これは鉱源の多様

化を図る意味でも意義深いことである。しかし現状は資源の賦存状況が不明で採鉱技術な

ども開発に向けて動き始めたばかりであり解決すべき課題が多数存在している。技術開発

には大きなリスクが伴うので国の果たすべき役割は大きい。本講演では、－非鉄資源関連

企業として、技術１%１発にあたって活用可能と思われる非鉄資源産業の既存技術や留意点に

ついて述べる。
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海底熱水鉱床の採掘技術開発

開始に際して、

－非鉄資源鯛連企業からの意見

平成21年１月30日

住友金属鉱山㈱資源事業部

秋山清糟

内容
1．住友金属鉱山の紹介

２海底熱水鉱床開発技術促進化調査に対する考え方
3．非鉄資源開発の観点からの意見

4.商業化を実現するための課題

４１資源量の把握

４２.確認探鉱

４３採鉱システムと生産規模
４４選鉱･製錬の問題点
４５.経済性評価におけるポイント

５まとめ
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ｉ住友金属鉱山(ＳＭＭ)の紹介

社名 住友金属鉱山株式会社

本社所在地｜〒105-8716束京都港区新橋5丁目１１番3号

創業 １５９０年(天正１８年）

設立 １９５０年(昭和２５年）

932億円資本金

従業員数｜連結９７８６名

連結１兆1,324億円(2007年度）売上高

経常利益｜連結2,179億円(2007年度）

事業内容｜資源開発､非鉄金属製錬､電子材料･機能性材料製造

2008年３月３１日現在

t蒲罰

坐

ＳＭＭ東予工場
D＝

：
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社名 住友金属鉱山株式会社

本社所在地 〒１０５－８７１６東京都港区新橋5丁目１１番3号

創業 １５９０年(天正１８年）

設立 １９５０年(昭和２５年）

資本金 932億円

従業員数 連結9,786名

売上高 連結１兆1,324億円(2007年度）

経常利益 連結2,179億円(2007年度）

事業内容 資源開発､非鉄金属製錬､電子材料･機能性材料製造
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２海底熱水鉱床開発技術促進化調査
に対する考え方(1)

◆海洋基本計画が､2008年３月に閣議決定。

・海底熱水鉱床は、１０年程度を巨途に商業化を目標。

ｏＪＯＧＭＥＣが｢海底熱水鉱床開発技術促進化調査」

を開始。

◆非鉄金属を安定供給し､ナショナルセキュリティを強化。

・非鉄金属供給源の多様化

・排他的開発権を有する資源の確保

◆非常に意義深いプロジェクトであり、成功させるべき。
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２海底熱水鉱床開発技術促進化調査
に対する考え方(2)

◆現状は、

「敵を知り己を知らば百戦危うからず｣とは対極。

●(敵）資源量が不明。

●(己）採鉱技術開発などもこれから。

●技術開発などを同時に開始し、

相互に調整しながら進行させる点が特異。

◆非常に大きなﾘｽｸがあり､国が主導すべき。

３非鉄資源開発の観点からの意見

◆海底熱水鉱床は海底に賦存する金属鉱物資源。

→開発には陸上資源との共通点が多い。

◆非鉄資源開発の知見に基づく意見

・海底熱水鉱床開発に適用できる陸上資源開発技術

・海底熱水鉱床開発における留意点
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４商業化への課題

◆ステークホルダーの開発への合意形成

◆プロジェクトの基本となる資源量の把握

●探査､採鉱､選鉱｡製錬､環境保全のための
技術開発

◆経済性評価

dFeasibiIitySmiy

｡資源量の把握４１

◆資源開発は｢資源量の把握｣が出発点。

●経済的に採掘可能な､まとまった量の資源が必須。

◆探査を推進し早期に資源量を把握すべき。

■一つの目安の提示

●商業化時の必要資源量:約40百万ﾄン

１０千ﾄﾝ/日><365日/年＝約4百万ﾄﾝ/年><１０年

●事業規模：約1,200億円/年
鉱石価値3万円/t×約4百万ﾄﾝ/年

（Ｃｕ5％２万円/t＋その他有価金属1万円/tと仮定）
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４２確認探鉱(1)
鉱床発見後の資源量確定

◆陸上資源では、
鉱床が存在しても採掘対象にならないものは多数。

…｢千三つ」

◆鉱床内部には、
品位が低く経済的に引き合わない部分(ズリ)が存在。

●鉱床内部の品位分布を確認する必要あり。
●適用できる現状技術はボーリングのみ。

→鉱床に対し、

格子状のグリッドボーリングを実施。

４２確認探鉱(2)
資源量カテゴリーとボーリング孔数

◆NautiIus社SoIwaralプロジェクトの場合、

資源量カテゴリー毎のボーリング孔間隔は、

Measured;２５ｍ、Indicated;５０ｍ、lnferred;１００ｍ

◆２百万ﾄﾝ級鉱床(250ｍ×150ｍ×２０ｍ)を想定すると、
。ボーリング孔間隔100ｍ一６孔

・ボーリング孔間隔５０ｍ→２４孔

･ボーリング孔間隔２５ｍ→７７孔

→精度を向上させるには、

ボーリング孔数｡掘肖ll長が指数関数的に増加。

■ボーリング孔間隔の適正設定と

掘肖Ⅲ速度･掘肖Ｉ深度能力の向上が重要。
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導入

ボ

鉱画ﾌﾞﾛｯｸ

陸上鉱床の模式断面図の例

採鉱システムと生産規模(1)４３

◆陸上銅鉱山は低品位化､大型化。

⑭低品位故に.スケールメリットを追求。
生産規模とコストの例褥歸 採 式 コスト スト

$2-4（200-300千ﾄﾝ／巳 100千ﾄﾝ／l旨 $4-7（

坑内採掘 １０千ﾄﾝ／巳 $1ト１５/ｔ １０千ﾄﾝ／日 $8-10八

海底熱水鉱床採掘 5-6千ﾄﾝ／'三 $75-91代

■海底熱水鉱床採掘は非常に高コスト！

◆最適生産規模
●幾つかの生産規模で現在価値(NPV)を試算し

現在価値最大のケースを選択。

●最適生産規模より小規模の場合もあり。

－１９－

仁で【￣１－へ

【悪悠１K~Yj

1＝4-1←！
(=~k-IR
涛一＝

こ＝

Geostatistics(地球統計学)の導入

ボーリング孔

Kriging法の適用

鉱画ブロック

陸上鉱床の模式断面図の例

採掘方式 採掘量 ]策掘コスト 達駆処」塑重 選鉱コスト
露天採掘 200-300千ﾄﾝ／日 $2-4（ １００１－トン／１コ $4-7/ｔ
坑内採掘 １０千ﾄﾝ/日 $1ト１５/ｔ １０千ﾄﾝ／日 $8-10/ｔ
海底熱水鉱床採掘 ０－０１－「ン／ロ $75-91/ｔ
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プロジェクトＡにおけ愚

生産規模とNPVとの関係

採鉱システムと生産規模(2)４３

◆海底熱水鉱床のボーリングコア実収率は､ほとんど
回収されない場合から､高い場合でも7割程度。
●鉱石の物理的性質が変化に富むと考えられる。

●多様な鉱石性状に合せた

採鉱システムの開発が求められる。

◆採鉱システムは既存の要素技術を組合わせれば、
構築可能と言われているが､次の2点が重要。

●確実な採算性

●規模拡張性
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選鉱｡製錬の問題点(1)４．４。

①選鉱の問題点
・海底熱水鉱床は､鉱物が細粒のため

浮遊選鉱実収率低下の問題。

②湿式製錬の問題点
･銅鉱山のSX-EW法では､金やモリブデンは回収できない。

゜塩素を用いると､銅､金･銀､亜鉛は浸出しても鉛は浸出し
ない。

。目的とする鉱種によってばプロセスの新規開発が必要。

③乾式製錬の問題点
･海底熱水鉱床は硫化鉱であるので既存製錬所での処理は
技術的に可能と想定。

。砒素などの不純物は受入条件が厳しくなるので既存プロセ
スの改良が必要。

選鉱｡製錬の問題点(2)４４。

④残置投棄場の問題点

･ナショナルセキュリティーの観点から、我が国で選鉱｡製
錬する自己完結型を基本とすべき。

。我が国で残置投棄場の確保は困難。

◆鉱石処理方式の一案
・船上でバルク精鉱を生産

→陸上で再処理(銅精鉱･鉛精鉱･亜鉛精鉱に分離）

→乾式製錬

・選鉱尾鉱は海底に戻す。

→還元であり投棄ではない点を強調。

◆早期の総合処理方式の検討を。
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経済性評価におけるポイント(1)４５

①資源量
・量のみならず､鉱種毎の品`位が重要。

②採鉱システム
・採鉱能率が保証された採鉱システムが必須。

③間接コスト
･探査コスト､環境保全コストも考慮すべき。

経済性評価におけるポイント(2)４５

④金属価格
・2005年から2008年の金属価格の高騰は、

新興国の需要急増に加えて投機資金の流入が主たる原因。

。需給逼迫→価格上昇→高ｺｽﾄ鉱山再開･開発→＋分な供給
→価格適正化

今長期的価格トレンドは緩やかな上昇。

。銅資源については.新規鉱床発見や技術開発などにより、

当分の間､需要の増加に見合う＋分な埋蔵量を

確保できると予想。

◆長期にわたる高|直を前提とすべきではない。
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５まとめ

◆海底熱水鉱床の開発はナショナルセキュリティーを強
化する上で非常に意義深い。

◆大きなリスクを内包しており、国が主導して行くべき。

◆資源開発は長期的な視点が必要。

一時期の金属価格に一喜一憂して進めるものではな
い｡先行しているNautilus社は最近の金属価格下落で
計画を延期。

◆我が国は､海洋調査･開発などで培われてきた優れた
技術を保有する。民間を含めてこれらの技術を結集し、
このプロジェクトを成功させるべき。
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２００９年１月３０日

産業化競争を意識した研究開発の加速を

～ＥＥＺ海洋資源開発に向けて

高島正之

社団法人日本プロジェクト産業協議会

1．はじめに

我国は言うまでもなく四面を海に囲まれた海洋国家であり、その排他的経済水域は広大

で世界第６位の面積を誇っている。そして海洋にはマンガン団塊、海底熱水鉱床、コバル

トリッチクラストなどに賦存する豊富な鉱物資源やメタンハイドレートなどのエネルギ

ー資源が存在することはこれまでの政府機関や大学、研究所、の調査により明らかとなっ

ている。一方、ＢＲＩＣｓをはじめとする発展途上国の経済成長による旺醗な資源需要、

エネルギー需要が、供給量を大きく上回ることにより、世界的にエネルギーや鉱物資源の

価格高騰を引き起こしている。そして資源高によって引き起こされる原材料価格の大幅な

高騰が我国においても鉄鋼業や石油化学産業、自動車産業、などの主要製造業において収

益を圧迫している状況である。特にベースメタルやレアメタルなど、最先端のエレクトロ

ニクス産業に必須のベースメタルやレアメタルなどは高価格に加え入手困難という事態も

懸念されている。地球温暖化対策の切り札とも言われる電気自動車にしてもリチウムイオ

ン電池に便)１１されるリチウムの供給量不足がリチウム蝋池大量製造、ひいては電気自動車

普及のネックの一つともなっている。

そこで筆者としては、今こそ従来蓄積してきた我国の海洋科学の知見を総動員して、排

他的経済水域においての海底資源開発に着手すべきであると政官学民の国内関係者に広く

訴えたいとの思いからこの論文を発表するものである。

２．本論

我国に於ける海洋開発に関する動向としては、２００７年４月に与野党横断的な議員立

法で海洋基本法が成立、それに基づき２００８年３月には海洋基本計画が策定され、最近

になって「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」の素案が発表となった。本素案によれば

国家戦略として取り組む海底資源開発の対象はコバルトリッチクラスト海底熱水鉱床、

石油・天然ガス、メタンハイドレートの４項'三1だが、本論文で取り上げる海底熱水鉱床
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の開発のスケジュールとしては向こう１０年をかけて資源探査や環境影響調査などを行い、

その上で民間による商業開発に移行するとなっている。

海外の様子を見ると、一般に海洋の調査を行い多くのデータを収集し保有しているのは

米国である。これは軍事目的から行われた調査であり、残念ながら我国もこれには到底太

刀打ち出来ない。しかし、こと海底資源開発ということになれば、マンガン団塊開発事業

（1981年~1998年の間実施)以来の調査活動を通じて我国にも地質、地形､環境､生態系、

等のデータや掘削機械などの設計データが保存されている。

一方、実際の資源開発への取り組みは一体どうなっているのであろうか。現在判明して

いるのは欧米の民間企業であるカナダのNautilusMmerals社とイギリスのNeptune

Minerals社の２社、並びに韓国勢による海底熱水鉱床開発である。海底熱水鉱床とは海底

火山から噴き出す熱水に含まれる金、銀、銅、鉛、亜鉛、等が火山の周辺に堆積したもの

をいうが、我国自身の取り組みは現在までのところ実際の開発行為に関しては何も手が付

いておらず、開発能力とか開発技術という面の研究では彼等と比べて半歩遅れた状態とい

ったところであろうか。

潜在的な競合先となる前記３者とも目下の開発計画としては、Nautilus社がパプアニュ

ーギニアで２０１０年に年産２００万トンの商業生産、Neptune社がニュージーランドで探査

を申請、韓国勢はトンガで鉱物資源の探査を独占的に行う権利を獲得、早ければ２０１２年に

本格的採掘を実施といった状況だが、問題はこうした競合先や新たな参入者が近い将来、

我国鉱業法に基づく熱水鉱床鉱区申請を我国の排他的経済水域内を対象に行ったとしたら

どうなるかということである。探査権を国内外の誰に与えるかは我国政府が各方面からの

慎重な審議を経て決定することだが、日本勢も早急に対抗馬を立てておかないことには、

我国の排他的経済水域に於いて外国勢にむざむざと開発を認めるということになりかねな

い。

では､我が国には対抗馬がいるのかということになるが､ＪＯＧＭＥＣの下部機構にＤＯＲＤ

という存在があるが、具体的な開発には着手していないし、上記に述べた政府の開発スケ

ジュールを見ても、いつから着手するという目途も全く立っていない状況である。そこで

社団法人日本プロジェクト産業協議会（|略称j｢APIC）では、「政府案の１０年は長過ぎる」

との考えから、２００８年６月にJAPIC内に立ち上げた、民間企業と大学、研究機関からな

る「海底資源事業化研究会」の活動を通じて、我国企業による海底資源開発の早期実現を

推進中である。本日はJAPIO策定のパイロット・プロジェクト案につき皆様に御説明し、

御理解を得るとともに、本案補強のためのアドバイスを頂戴出来れば幸甚である。

2-1海底熱水鉱床の所在

海底熱水鉱床が発見されている主な場所は下記第１図に示すとおりであるが、既に判明

しているだけで１１か所、九州パラオで１３か所、となっている。また、あくまで推定値

ではあるが、我国は黒鉱型熱水鉱床は世界一位、コバルトリッチクラストは世界二位の理

－２５－



蔵量を有すると言われている。

図１海底熱水鉱床が発見されている場所

口既知鉱床の分布

Ｆ￣
田そ己凸－－

Kr･

；海底火山\１１；

③獺辮應が鎚見されている主蝋蝋所

九州パラオ海蝋には、熱水活動がない箇所で、
海睡に諒化輪が確認されている(１３箇所）

２２Nautilus社、Neptune社、の紹介

我国の競合先としてここで２社を紹介しておく。（図-2,図－３をご参照）

Nautilus社はカナダの探鉱専門会社で欧米の資源メジャーが出資している。またNeptune

社も資源メジャーの出資会社でロンドンに本社を構える。

2-2-1技術比較

下記の図－２は収集した情報を比較表の形に整理したものだが、技術的にはそれぞれ下記

のような問題点があると思われる。

(1)Nautilus社は機器製造企業に採掘鉱石のハンドリング経験がなく、また環境規制のあ

る海域での採掘経験が少ない。

(2)Neptune社は内海での経験はあるが､外洋に耐えうる技術が不足している模様で、また

Nautilus同様環境規制のある海域での採掘経験が少ない。

－２６－



ＥＩ－２ノーチラス;仕、ネプチューン社の技術比較
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2-2-2Nautilus社、Neptune社の取組状況

上記第２項で概略を説明したが、図－３により両社の活動の詳細を説明する。我国政府の

計画は上述のとおり極めてスローペースであるのに対し輯lEl勢は官民一体の取り組みで先

行者を急追し用という姿勢には注目すべきであろう。

図Bノーチラス;仕、ネプチューン社の取組状況
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２３JAPIOのパイロット・プロジェクト案

海底熱水鉱床開発プロジェクトを推進するには次の2-3-1~２－３５の五項目が必要だが、

JAP、パイロット・プロジェクト（以下単にプロジェクトと称する）に於いては主に資源

開発技術と製錬技術の確立を目標とするが、すべて純国産技術による独自のシステム構築

で世界のトップランナーを目指す。

2-3-1資源量評価：既存の政府データを利用。

２３２環境影響評価：プロジェクト実施場所（採鉱場所）の選定は環境面を-'一二分に考慮

し、政府と協議の上決定。

２－３３資源開発技術（採掘方式、揚鉱方式、採鉱船、採鉱船位置保持システム、等）

既存の設備と要素技術を我国のエンジニアリング力を以て統合し採鉱システムとし

て組み上げる。海底鉱石の採掘にフィットする採掘機械の設計条件設定、環境影響

を考慮した揚鉱装置の開発、採鉱船の位置保持システムの開発、等を行うとともに

機器間のバランスや採鉱システム全体としての能力算定と経済性の検討を行う。

2-3-4製錬技術（浮遊選鉱十乾式製錬法、湿式製錬法、等）

採取したサンプルを国内の非鉄製錬会社に持ち込み選鉱、製錬、のプロセスについ

て通常の陸上で採取した鉱石との差異をチェックし、海底鉱石に特有のプロセスが

必要なら、その開発を行う。

また、採取されるサンプルの鉱区別、ロット別、の成分表を作成し、各々の市場価

値の計算を行い、将来の事業性評,価の基礎データを蓄積する。

2-3-5操業条件の設定

海象条件、潮流の影響による操業条件の変化につき実際の操業を通じて把握し、全

，体システム職成設備機器類の設計条件に反映するとともに、全体システム稼働率の

算定を行う。年間生産量の算定も必要である。

2-3-6プロジェクトの目的

最終のゴールは海底資源開発システム技術に於いて世界のトップランナーとなるこ

とだが、プロジェクトそのものの目的は以下の図－５に示すとおりである。すなわち

最短期間での商業生産への道筋をつけることである。

－２８－



図－５パイロットプロジェクトの目的一＞商業生産の道筋
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2-4-2プロジェクト実施対象の事前調査（図-7）

．：・鳶Ｉ．Ⅱ・・H:.・・」

パイロットプロジェクト実施対象の事前調査に勺いて１ﾛジェ ﾄ実施対

口パイロットプロジェクト実施対象の熱水鉱床に関する詳細情報

(海底地形､金属品位秀鉱床性状)を事前に把握することが重要 ‐二
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。
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上記にて海底熱水鉱床の早期開発の必要性並びにその’促進のための手段としてプロジェ

クト実施案につき説ⅢIしたが、最後にまとめとして具体的なスケジュールと政府に対する

要望を述べる。

3-1スケジュール

図－８パイロット・プロジェクトの年次計画（案）に示すとおり、全工程を４年間とする

が、実質的には３年間で事業性評価、商業化検討を完了するくらいのスピード感を以て計

画を推進する。我国の技術陣が得意とするコンカレント・エンジニアリングの手法を用い

ることにより、短期間でのプロジェクト達成は十分可能と考える。海底熱水鉱床を含む海

洋産業の誕生は我国に於いても従来存在しなかったフロンティア分野と言えるもの故、現

下の需要減退による経済危機対策としても有効な手段となる。その意味でも本件の早期推

進は極めて必要性の高いものと言うことが出来る。
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図８パイロットプロジェクトの年次計画（案）
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３２政府への要望

海底熱水鉱床の開発は民間企業にとっては全くの未踏の分野であって、パイロットとい

えども本件への取り組みは極めてリスクの高いものである。就いては本件推進に当たって

は政府予算を割り当てるとともに、民間ではリスクが大き過ぎて取り組めない部分をカバ

ーする官民協力体制を作ってもらいたい。

さらに、将来に亘って資源探査や環境影響調査、環境･保全対策といった面は民間の手に

負えるものではない。今後、産業フロンティアとしての海洋産業を開発していくには、ま

ず、政府が海洋産業開発推進を国家戦略として認定し、政官学民相互間の業務分担、リス

ク分担、を明確にする必要がある。そして同時に適切な国家予算の配分を行うべきである。

「小さな政府」などという政策にこだわって、今こうした条件の整鯏傭を政府が怠るなら、

海洋産業は残念ながら絵に描いた餅に終わるであろう⑰
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討論：午前の部

司会一午前の部の討論の司会を務めます、資源・素材学会所属の東京大学の定木です。よ

ろしくお願いします。講演者に対しご質問をされる前に、お名前、ご所属、質問される講

演者の名前をお話ください。

木下一東京大学生産技術研究所の木下です。高島先生にお伺いします。先生のお話で、

JOGMECで既に今年から動いていることと、今日お話頂いたことは開発期間が短くて、極

めて朧力的な内容であったと思いますが､JOGMECとのタイアップの仕方をお伺いします。

高島（JAPIC）－実はそれはこれからの課題です。昨年５月に海洋技術フォーラムの東京

大学の湯原先生から、民間の参画を期待したいという話があり、それはおもしろいという

ことからJAPICの海洋資源開発事業化研究会に約50社の民間企業が集まってきています。

従来、ＪＯＧＭＥＣやJAMSTECとは連絡がありませんが、Ｉ青報を頂くことはあります。基本

的に今の進め方が縦割りの話のため、経済産業省と資源エネルギー庁が出された海洋エネ

ルギー。鉱物資源開発計画の素案を見ても、縦割りの弊害は排除しなければいけないと書

いてあります。私どももJAPICという団体で一つの縦割りを作っていますが、それが実態

です。そのままでいいわけではないので、横l釿的な国家戦略推進チームを作らないと、せ

っかく収集した情報が各所に散在しています。マンガン団塊の情報などはすごく貴重だと

思いますが、それが利用できないという状況は国家的損失だと思います。日本の持ってい

るエンジニアリング力を発揮し、各所に散在している情報や技術を集めれば、短期間にこ

うしたシステムはできあがると思っています。今後連絡を取りながらやっていきたいと思

います。

山崎（大阪府立大学）－今の話に少し補足させて頂きます。実は三菱商事へお話に行く前

に、資源エネルギー庁の燃料資源部長に、海洋フォーラムとして東京大学の湯原先生と私

とでお会いしました。こういう風にやっていくべきではないかという話をさせて頂きまし

た。その時に海洋技術フォーラムに官側から、「とは言っても学の話なので、民が動か

ないと宮もなかなかやれないのです」といった話を頂きました。その時に海洋技術フォー

ラムで民をいろいろと協力してもらえるようにやってみますと話しました。それを受けて

民間会社の方々と接触をはじめてここまできたのです｡資源エネルギー庁がJiOGMECの大

本であり、開発計画を作成されているのも実質的に資源エネルギー庁がイニシアチブを取

っています。流れとしては、こういうふうな流れを作って頂ければという土台は十分でき

つつある、その時に頂いた宿題を果たしつつあると私自身は受け止めています。

勝丼－大成建設の勝丼です。秋山先生にお伺いします。ご講演の｢１１に選鉱後の残涜を投棄

のために海底に戻すというお話がありましたが、今のロンドン条約の中でそういったこと

が可能なのかについてお伺いします。それと海底熱水鉱床を採鉱する時に、陸上の鉱山と

同様一種の露天掘りのようになります。そのときに鉱脈が露出し、重金属の溶出、硫化鉱

物から出てくる酸性物等の海底に与える評価の問題が心配ないのかについてお伺いしま
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す。

秋山（住友金属鉱山）－最初のご質問のロンドン条約との絡みについてですが、私は専門

家でないので正確な情報を持っていませんが、投棄についてはロンドン条約で適用除外に

なっていると理解しています。それが－つの制約条件になるとしても、これを開発するの

だということであればどこかに投棄しなければいけないわけです。どうしても選鉱すれば

選鉱カス（尾鉱）ができます。製錬すれば製錬カスの鉱津が発生します。我々が生産活動

を行えば必ず環境影響が出るわけです。それを極小に抑えるのはどうすればいいかという

ことでは、私は元に戻すのがベストだと思います。そうであれば、環境影紳を極小にする

方策を見つけて、関係法令等を変更してでもその方法を実践するという議論があってもい

いと思います。海底採掘の環境影響については専門ではありませんので、山崎先生にお願

いします。

山崎一ロンドン条約の成立から今までのところの一番のベースは、陸上で出た物を簡単に

海を捨て場所として使ってはいけないというのが趣旨です。ですから、海で使っていた物

に対しては比較的にロンドン条約そのものの規制が緩いのです。例えば漁業関係で漁船が

漁獲し、その後にいらない物を投棄する。油田開発をしたプラットフォームをどうするか

という時に、ロンドン条約ではプラットフォームやそれに関する船を海に沈めてもいいこ

とになっています。もう一つロンドン条約がはっきりと調っているのは、海洋で資源を開

発した時の廃棄物にはこの条約は適用されないということです。この条約でカバーするも

のではないという意味です。当時、ロンドン条約が制定ざれ１９９６年とZOO６年に少し改訂

されていますが、その時に想定されていたのはマンガン団塊の開発だけでした。マンガン

団塊の開発については、国際海底機構というものが存在し、公海上で開発するための、環

境規制を含めたマイニング・コードで管理することが決まっていました。私自身の解釈は、

そういうものは別の条約で定めるというのが、そもそもの除外されている理由だと考えて

います。本当にそういうことが公海上なり、公海まで影響を及ぼすことをやる時には、別

のスキームが国際的に検討されるだろうと思います。

重金属の話では、海底から今、現実に噴出している熱水活動そのものが、全ての重金属の

供給源であって、熱水の中の状態が一番生物にとって危ないのです。というのは重金属は

イオンの状態で水と一緒に出てきます。それが海底の生態系にどんな影響を及ぼしている

かをうまく把握すれば、採鉱する時の影響はそれよりは小さいだろうし、似たようなこと

が起こったとしても、今の生態系をきちんと調べれば、ある程度どこまでどうかというこ

とが少しは分かると思います。因みに、イオンがイオンの状態でなく硫化物として沈殿し

た物が採鉱対象になるので、たぶん熱水そのものより重金属の影響という意味でも、鉱物

資源は小さな影騨を生態系に与えるのではないかと考えています。

勝丼－ありがとうございます。ロンドン条約にこだわったのは省庁によって解釈の仕方が

違うような気がして、例えば水産庁では魚の加工残澄を捨ててはいけないと、かなり厳し

く解釈しているようなので今の質問をさせて頂きましたが、前向きに捉えていいというお

話でしたのでありがとうございました。
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高島-その点はパイロットをやっていく中でも当然法制の制約は考えていかなければいけ

ないので、併せて調べていきたいと思っています。研究会にお入りでなければ是非お入り

ください。

小野一近畿大学の小野です。高度成長はご存じのように陸上産業を中心に行われたのです

が、そのプラス面と同時にいわば負の部分として環境問題があるのは皆さんご存じの通り

だと思います。これから海洋開発が急速に進んでいくと思いますが、環境保全と開発を両

立させていくことはなかなか難問だと思います。先生方はそれに対してどのようなお考え

をお持ちか、またどのような取り組み方をしているかお聞かせください。

山崎一正直に申し上げると、省庁レベルの考え方で行くと、環境に関する研究や調査は規

制のガイドラインを作るために大事だろうという形で実際のプロジェクトが動き出してい

ると思います。もちろんそれは管理する、害を及ぼさないというところでは非常に大事な

ことになると思います。ところがもう一つ別の見方をすると、これから環境関係は世界的

に見ても、ものすごく厳しくなってくる方向だろうし、きちっとしたアセスメントをする

ような手法をやっていかなければならないと思います～例えば、実際の環境アセスメント

をするときに、陸上にしても海洋にしてもコンサルタント会社はそういうことの実務を担

っていますが、深海底の部分ではそういうようなところではどこが開発者サイドでやるか

というと、まだ全然できていないのです。そういう意味で言えば、環境でやっていること

はガイドラインを作る側だけでなく、環境アセスメントをするコンサルタント・ビジネス

を展開していくための基礎になると見ると、環境もある意味でこれからの世の中では産業

になってくると思えます。これは海洋環境アセスメントをする、コンサルタント・ビジネ

スという意味です。そのような考え方をして、日本の得意技術の分野に加えていってもい

いのではないかといった、積極的なやり方をしてもいいと思います。

高島_ご指摘の点はよく分かります。私どもはまずパイロット・プロジェクトを進める中

で、どの程度の影響あがるのかといったことは並行して研究をしていきます。環境を害す

るような、例えば熱水鉱床の熱水の周辺には生態系が存在していて、こういったものが生

きている間に資源の開発を行うのは厳に慎まなければいけないことだと言うことは認識し

ています。ではどういう状況になれば開発していいかという出発点を、官・学。民が、政

府とも一体になって基準をしっかり決めていく必要があると思っています。それと比較の

問題ですが、環境問題は全地球に及ぶことであり、陸上で開発するのがよくて海の底はい

けないのか、ということにもならないのではないかと思います。もちろんベーシックな環

境基準はクリアするのは当然のことです。陸上で資源開発を行う場合、いろいろな問題が

あります。人が住んでいる地域の開発や、場合によっては森林を全部･伐採しlllを削るとい

ったこともあります。それによる二次的な災害が発生するということもあります。私は商

社に勤めていましたので鉱山関連の仕事もしましたが、鉱山を閉めるときは莫大なお金が

かかるのです。後々の環境への影騨を考え、例えば重金属を含んだ排水が川に流れ込まな

いか、その場合には何十年先まで責任を持たなければならないのです。また、当然切り崩
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した山林はもう一度復元しなければいけないといった、いろいろな規則が決まっています。

開発するときにそこに住んでいる住民の移住を無理やりお願いし、開発側からすれば大変

なお金がかかります。あるいは歴史的な遺跡があって、これをどうするかといった問題も

出てきます。ですから、陸でやる場合がよくて、梅でやる場合がダメということにはなら

ないと思います.先生がおっしゃったのはそういう意味ではないと思いますが、総合的に

考えて資源が必要であるとなると、比較の問題になってくると思いますが、まずは絶対的

な基準を守るのは当然として、その上で、陸所であれ、海であれ、できる範囲で工夫しな

がらやっていけばよいと考えています。

前田一日本大学の前田です。海洋開発を盛り上げるということで３人の先生方が本当にが

んばっていらっしゃるのに敬意を表したいと思います。私も海洋開発が発展してほしいと

昔から思っていますが、なかなかうまくいかないもどかしさを感じています。

技術一つとっても国産技術で海洋開発をしようとしても、なかなかうまくいきません。ナ

ショナルプロジェクトの今までの歴史を見ると、口の悪い人は日本のナショナルプロジェ

クトとしての、たとえばスーパーコンピューターや半導体等全部を含めて、成功したもの

は一つもないと言います。マンガン団塊の話が出ましたが、あの時の技術が継承されたか

というと、秋山先生の話では途切れているということでした。日本の場合、技術は民間に

頼る以外の方法はありません。そんなことで今回のプロジェクトもまたうまく行かないこ

とを心配します。結局マンガン団塊の二の舞にならないでしょうか。海の世界では、海洋

開発としては海底石袖がイメージにあります。海洋石油の世界では、,例えば北海石油のノ

ルウェーのスタットオイルは国策会社です。ＢＰも国策会社ですし、ブラジルのペトロブラ

スもそうです。そういう意味では本当は国策会社にしなければいけないのではないでしょ

うか。日本の場合、石油の帝国石油やJAPEXは元は国策会社です。ですから海洋鉱物資源

でも、日本で必要であれば国策会社にすべきでしょう。但し儲かるのであれば民間がやれ

ばいいのです。儲からないのであれば国策会社でやらなければ技術は継承しないと思いま

す。実際に今のレアメタルにしても、産業規模はミニマムチャージが1,200億円と言われ

ましたが、民間会社が売り上げ1,200億円に血道を上げると思いますか。そのために技術

者を提供することに鍔曙するというのが実態だと思います。

もう一つこの手の話で海の世界で何が大切かというと、□ジステイックスがしっかりして

いないと、持続可能な発展に繋がらないということです。ロジステイックスの点では日本

は何をやるのでも弱いと思います。海洋技術の海底石Wtlの世界では、ペトロブラスにして

も口ジステイックスを見せてもらうと本当にびっくりするほどしっかりしています。あの

いい加減なブラジル人がきちんとやっているのです。そのロジステイックスの一つが海洋

施設をオペレーションする人をどう確保するかということで、この点が日本は非常に弱い

のです。縦割り行政になり、ＪＯＧＭＥＣはJOGMECで船を持ち運行要員を持っていますし、

港湾局もJAMSTECもそれぞれ待っています。しかしあと５年先のオペレーションをどう

するかという手当をどこもはっきりとさせていません。そういうことを考えると、もう一

度国策会社を作って、運行要員であれば海上保安庁や海上自衛隊に人がいるので確保する

ことにして、本当にオール日本でやることにしないとプロジェクトとしても長続きしない

のです。技術面でも民間頼りにする限り、これだけ儲からない産業であればみんな民間が
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逃げ出すと思いますので、技術が繋がりません。それを前提に技術をどう継承するかです。

日本株式会社を作らなければ海洋技術が繋がらないと思い､そのあたりを心配しています。

山崎~ありがとうございます。厳しいご質問、意見でしたが、基本的には先ほど秋山先生

が話されていたIRRで１３や一割くらい落ちて１０になるという話でした。簡単に言うと、

投資して配当があるというのは､パーセンテージが１３あるとこの話はウソだろうと思わな

ければいけません。１０でもそうです。これだけお金を出したら毎年１０％の配当があるとい

う様なものです。これが海外に投資することになると、やはりカントリーリスクやいろい

ろなリスクが出て来るので、１０以上１５くらいが資源開発には必要です。熱水鉱床の場合

は国内なのでカントリーリスクはありません。そういう意味では出資した時に、１０でも８

でも５でも出す人は出すのではないかという印象です。

それから資源開発のことでは、－つ新しい参入者があると経済的に一番怪しいところが山

を閉めたり、山を止めたりするのです。実際の熱水鉱床の開発規模は一つ当たり１，２００億

円であるとすると、それで動かしてみて実際の採算はこれくらいでいけるとし、二つ目、

三つ目が動くとなると、どこかライバルの銅を生産している陸上鉱ulが山を閉めていると

いうことになります。最終的にどこまで個数が増えるかというと、それは資源量関係とマ

ーケットのサイズの関,係で決まります。資源量でいえば国内でどんどん幾つも動かしてし

まえば掘り尽くすのは目に見えています。だから海外展開を図る必要があります。では銅

の場合、マキシマムはどこに制約があるかというと、銅のマーケットは非常に大きいので、

銅のマーケットのサイズだけで見ると１，２００億円のプロジェクトが１０個も２０個も動いて

も大丈夫なのです。動かしてみないと本当にどこまで競争力があるか分からないけれど、

競争力が十分あるということが分かれば規模の拡大はあり得るのです。規模の拡大をする

場合、国内だけにとらわれていると有限のものをどんどん食いつぶす速度が速くなるとい

う難点があります。

もう一つの技術の継承で言えば、マンガン団塊の場合は新しいことに取り組むのだという

ことで、最初の５年はプロジェクトにものすごく活気がありました。参加した各会社も若

手の有望な技術者をどんどん入れてきました。秋山さんもその頃はそういうことで携わら

れたのだと思います。ところが後半の十数年間は、お金をもらってものを作るという研究

開発のフェイズではない部分に入って、そこでぱたっと若手のできる人ほど早めに離脱し

てしまい、最後は製造現場だけがプロジェクトの中で国のお金を使ってものを作っていた

のです。私自身のスライドの中では公共事業化と書いたのですが、そういう側面があった

のです。プロジェクトの途中からもうすでに技術の発展性がある時間からストップしてい

たのが実状です。９７年に終わったのですが、技術的に見るともっと前に歩みを止めていた

というのが実状です。それは長すぎることの弊害がそういう形で現れたのだと思います。

ですから短い期間でやるべきだし、全額政府出資ではなく、民|M]の資金も使った上で、民

間が自分たちもお金を|')しているのだからこういう事をやらせてくれと、主体性を持って

取り組めるような土俵作りが間違いなく必要だと思います。国策会社であってもいいです

が、民間の出資は必ず必要ですし、何らかの形でどこかで政府が１００ではない部分が必要

だと思います。
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高島－私も一言意見をリル上げさせて頂きたいと思います。この問題は要するにオーナー

シップとガパナンスだと思います。こういう大規模なナショナルプロジェクトは性々にし

てそれがはっきりしないのです。誰の責任でやっているのかが分からなくなります。経営

の巧拙も含めてガバナンスは所詮組織を動かす上でお金が絡みますから、どういうふうな

形でやるのがよいのかを先ず決めなければいけないと思います。誤解のないようにしても

らいたいですが、私は今、研究会の主査の立場で意見をl:|ル上げていますが、探査にして

も環境アセスメントにしても大変な金がかかり、民間では絶対にできません。国のためと

いってもやりません。民間企業は営利組織のため会社としてのデシジョンで動くので、儲

からなければいくら国のためといっても入っていくわけにはいかないのです。ですから－

人でそんな大きな事をやるつもりはどこの会社でもないと思います。おっしゃるように国

策会社や明治の頃の官営八幡製鉄所のようなところでやるべきだろうと思います。ただ、

そこに政、官、学、民という国家横断的プロジェクトという色彩を持つべきですし、先ほ

ど話した環境の問題や資源、エネルギーは誰がやるという話ではなく、国としてのオーナ

ーシップだと思います。大前提なのです。開発を担う会社の形はこれからだんだん出てく

ると思いますが、十分な国家予算をこれに振り当てながら進めていかないといけないだろ

うと思います。先ほど少し言葉足らずでしたが、我々のパイロット・プロジェクトも政府

の予算の中に組み入れてもらい、そこにしかるべき民間の知財.・労力の提供を組み合わせ

ていくという形を考えています。民間だけではとてもできないし、そのつもりもありませ

ん。今までうまくいかない肱1策会社が多かったということは、これはこれで反省しなけれ

ばいけませんが、最初に申し上げたオーナーシップとガパナンスのところをよくよく考え

ていかなければいけません。しかし形は国策という事になると思います。パイロット・プ

ロジェクトの位置付けも、将来できるだろう国策会社の最初の仕事になると思います。

秋山一海底熱水鉱床の開発には二つの側面があると思います。一つはナショナルセキュリ

ティを確保すること、国家の安全を確保することです。もう一つは商業化、ビジネスです。

海洋基本計画では商業化を考えていますが、採算性が採れないとなればぽしやるというこ

とだと思います。ただ、海底熱水鉱床を開発しようという最初の動機は、ナショナルセキ

ュリティを確保することだと私は理解しています。完全に民間で事業化できないというこ

とであれば、当然国策会社を考えていくべきことかと思います。私はそういうような発想

がなかったので、今日は非常にいいアイディアを伺いました。

前田_ありがとうございました。先生方の考えがよく分かりました。是非進めて頂きたい

と思います。あと一点、ナショナルセキュリティの話をされましたが、国家主権という言

葉があります。最近中国が領海主権という言い方をしています。その言葉を日本も利用し

て、それを大いに活)Ｉ)したらいいのではないかと思います。いま、ネプチューンやノーチ

ラスの会社が鉱区権を持っています。サハリンでもガスブロムが強引なことをやり、自分

の国のものにしたわけですから、日本でもできないことはないのです。規制緩和か規制を

入れる方か知りませんが、「1本の財産であれば海面の主権を主張してルールを作ればいい

のです。全部を国のものにし、使用権、利用権だけを与える、借用権だけを与えるとすれ

ばいいのです。漁業権もそうすればいいのです。ノーチラスとネプチューンの多くの権利
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買取には税金による国の公的資金から払ってもいいと思います。そうすればすっきりしま

す。ですから公的資金を使うように２兆円をそちらに廻してもいいと思います。発想をど

んどん発展させて頂いて、推し進めてもらいたいと思います。

山崎_私は役所の立場ではありませんが､法制上はネプチューン・ミネラルズが日本に１３３

足す405の鉱区申請を出しました。日本の国策会社である深海資源開発株式会社が135の

鉱区申請を出しています。この１３５と今出してある４３８のどこかがバッティングしている

だろうし、どこかはネプチューンの方が単独になっています。バッティングしているとこ

ろはどうなるかという時に、整理券の－番を持っている方が鉱区'三|］論の受付処理審査が先

に行われるのです。悪い点がなければ－番最初に鉱区を手に入れることができます。しか

し、申請者が値しない開発計画や調査計画しか出さなかった場合は、その人はアウトにな

り、整理券の２番の人が次の審査の対象になるのが今のシステムです。ではどういうこと

で審査するかというと、ここは決まっていないのです。実際には整理券を発行しているに

すぎない段階で、実際の鉱区がいつ成立する力'の見通しも全然ないのです。そういう意味

では今から法整備を行い、きちんとした審査をやるとすればあまりにひどいものははねる

ことはできるようになると思います。ただ、整理券の一番を何カ所か外国企業が出資した

日本法人が持っているのは事実です。鉱区はまだ成立していないし、どういう基準で審査

するかも決まっていないのです。

前田一安心しました。

山崎―まだ２兆円を使わなくても大丈夫です。

山野一フグロジャパンの山野です。三人の先生の大変すばらしい講演、ありがとうござい

ました。私自身、実社会に入ってから海洋しかやっていないこともあり、先生方のお話で

是非がんばって頂きたいと思います。それを前提に二つの印象と－つの質問を述べさせて

戴きます。先ず今回の熱水鉱床の開発の議論の在り方についてです。これはかって20数年

前、マンガン団塊採鉱システムの開発の大型プロジェクト（工業技術院）等を立ち上げて

いく時の国内の議論と、今の熱水鉱床開発の議論とは奇妙なほど類似性があるように思わ

れます。マンガン団塊の開発の場合、国連海洋法に対応していなくてはいけない、国際コ

ンソーシアムは既にマンガン団塊の開発を始めている。故に日本も是非やらねばいけない

と。その根底に「外圧」で国内問題を取り進めるという手法が取られたように思えます。

今回はネプチューンやノーチラスという「外圧」が来るので、日本のやらねばという。し

かし'三１本がマンガン団塊の大型プロジェクトを立ち上げた時には、既に国際環境も大きく

変わっており、日本独自のいろいろな問題がその後国内に発生したのです。今回の熱水鉱

床の議論がそうならなければいいがという印象を持っています。その辺のところを更にご

検討頂ければと思います。

秋山先生へのお話ですが、住友の先輩方は全部退社され、のみならず大半の方々は亡くな

りました。技術の継承は本当に難しいと思います。熱水鉱床の開発に際しては是非教訓と

してプロジェクトのノウハウや技術の継承をどうするかを考えて頂けたらありがたいと恩
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います｡,

私個人の偏見でしょうが、ネプチューンやノーチラスのことをあまり相手にしない方がい

いと思います。元々資源論としてはネプチューンやノーチラスの話しを持ち出して黒船が

来るといったようなマンガン団塊をやったときと同じような手法の議論を繰り返す必要は

ないのです。秋山先生のお話の最初にも出ていましたが、住友金属鉱山の会社一つを例に

とっても、既存の陸上の鉱山をお持ちです。陸の鉱山開発の案件をいくつも抱えておられ

る。そこで先生方にお考え頂きたいのですが、ネプチューンやノーチラスと比較してどう

かということも大事ですが、それよりも既存の陸上の鉱山との比較が資源開発論では基礎

の基礎だと思います。その辺のご議論を進めてもらえればありがたいと思います。ナショ

ナルセキュリティの議論でも、その他の議論でもいいのです。陸上資源との比較を正々堂

々となさるべきではないでしょうか。陸上の資源との比較にあまり触れないでネプチュー

ンやノーチラスだけを相手にしても、あまり効果がないように思いますが。

山崎一高島先生の話の中にありましたが、トータルとしてある量の鉱石を掘った時に廃棄

物をどう処理するか。トータルとしてはじめてコストがはじき出せる、そこまである程度

まとまった量が出てきてパイロット・スケールでやったときに、はじめてきちんとした見

通しが出るのではないかということを見極めるところまでがリスクが高いのです。それが

政府からの後押しも受けて、短期間でやろうということを考えているということになりま

す。はじめてその時に陸上とはどうかということが出てくると思います。一方、海は相対

評価ではなく完全な絶対･評価をして陸の資源との競争力を見なければいけないので今のと

ころ全く材料がなく、私自身も経済性の検討は行いましたが、全部ペーパーワークで終わ

っています。そこに実際の海でかなり大規模なスケールでやったもののデータや廃棄物の

処理なども入れて組み立ててみたいと思います。ナショナルセキュリティだけの一点では

なく、石油天然ガスという現場がないために日本が遅れている海洋技術の経験を積んで、

将来の発展性を展望していく場所だと考えると、例えばパイロット。スケールの実験やそ

の後の操業したところであまり利益が上がらなくても、そこで培った技術の発展性まで考

えると、授業料を払って成果が得られるのか、それとも少しでも利益が上がりつつ技術の

蓄積が得られるのか。そこはある程度もう一つ見通しがついた時点で、政策的あるいは国

の将来を考えた判断をすべきタイミングがどこかにあると思います。

秋山一他の非鉄金属の会社はどう見ているのか知りませんが、当社ははっきり言って積極

的ではありません。それは採掘などに関してリスクが大きいからです。山崎先生が話され

たようにパイロット試験でコストの見極めをすれば、確度の高い評価が出来るのは正にそ

の通りだと思います。ただ、今現在ある情報を集めて、確度は低いけれどある程度の経済

的な評価や見通しが立てば話がしやすいのではないかと思います。その辺りの議論がない

ので積極的になっていない企業があるのではないかと思います。確かに今、分からないこ

とが多いのですが情報が全然ないわけではありません。確度が低いが、こういうふうな想

定をすればこうなるのではないかといった議論があっても良いと思います。

高島一先ほど携帯電話の話をしましたし、リチウム電池の話をしましたが、資源を陸であ
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れ海であれ、日本の物作りに確保することが難しいのです。これが手に入らないとものが

できないので日本経済が干上がってしまいます。そういう問題もあるので、できるだけソ

ースは幅広く持つべきだと思いますし、たまたまＥＥＺに我々が手がけられる物があるなら

ば、欲しいときにそれを取るための準備を進めておくべきではないかという見方が－つあ

ると思います。陸上との比較といったこともあります。ネプチューンやノーチラスはおっ

しゃるように気にしなくともいいかもしれませんが、鉱区申請していることは非常に気に

なるところです。非常にじゃまであると思います。もう一点は、我が国は技術立国で物作

りの国ですが、そのベースは技術立国、知財立国という方向だと思いますので、そうなる

と海洋に係る技術は何も海底資源だけに留まらず、エネルギー開発や色々な水産資源の問

題など、非常に幅広いのです。海洋技術の全般の開発に繋がるようなアクションはどんど

んやっていくべきだと思います。海底資源一つ取ってみても議論や情報はいろいろとある

のですが、実地に取り組んでいないので本当は分からないのです。それでは困るので、せ

めてパイロットでも早くやって、知識を集めればコンセプトはできあがると思います。

司会一時間となりましたので午前の部はこれで終わりにさせて頂きます。講師の先生がた

ありがとうございました。
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海洋工学関連会議報告

［OCEANS2008】

（東京大学新領域創成科学研究科教授高木健）

今日ご紹介するOCEANＳ'０８は１０月にカナダのケベックで開催されました。OCEANSと

いう会議は最近は年２回開催され、春にアジア・パシフィックもしくはヨーロッパで交互

に開催され、秋は北米大陸で開催しています。通常はアメリカが開催地なのですが、今回

は昨年のバンクーバーに続いてカナダで行ったということで若干規模が小さくなりまし

た。残念ながら日本からの参加者も少し減りまして、特に企業からの展示が少なかったと

いうのが感想です。

これから参加者を増やすという意味で、次回と次々回のご案内をさせて頂きます。次回は

ブレーメンで５月１１～１５日にヨーロッパラウンドが開かれます。北米ラウンドは１０月２６

～２９日にビロクシで開かれます。ブレーメン大会はアブストラクトの締め切りがもう既に

終わっていますが、参加はまだ受け付けていますので是非ご参加ください。ビロクシの方

はまだ論文、企業展示も受付中なので是非ご応募ください。

その前にOCEANSの開催母体の一つであるIEEE/OESの開催行事の一つとしてUnder

WaterTechnologyZOO9（UTO9）が開催されます。これは東京大学の浦先生が中心になり開

催しています。今回は中国の上海から約100kｍくらい内陸部に入った太湖に面したＷｕｘｉ

（無錫）という町にある「中国船舶科学研究中心」という施設で開かれます。皆さんご存

じと思いますが、中国でも深海に潜るための７，０００，級の潜水艇を作っており、そろそろ完

成するということもあり、その1ijI1究の中心である研究所が開催します。

アジアでのOCEANSやＵＴのシリーズは今までは我が国が１１心で行っていましたが、いよ

いよ韓国と中国がこういうように手を上げだし、２０１２年には韓国でOCEANSを開催する

ことが決まっています。我が国もこの方面でがんばらないとアジアの中心的な地位を脅か

されつつあります。日程は４月２１～２４日ですので、中国の状況がどうなっているかを知り

たい方は是非これに参加して頂きますようお願いいたします。

【SeaTechWeek2008】

（東京大学新領域創成科学研究科海洋技術環境学専攻早稲川卓爾）

昨年１０月１３～１７日にフランスのブレストで開催されたＳｅａＴｅｃｈＷｅｅｋという会議をご報

告します。SeaTechWeckは２年に１度開催されており、今回１５のワークショップがおよ

そ１週間の間に一カ所で行われました。SeaTechWeekはIFREMERというフランスの大気

・海洋の観測を中心に行っている研究センターがオーガナイズしています。今回私は

IntemationalConferenceonOcea､Energyの海洋エネルギーに関する会議と、RogueWaves、

日本語でフリーク波もしくは巨大波とⅡ平ばれている会議に参加しました。前半がRogue

Wavesのワークショップで、これが終わってから次の会議に参加しました。他にもいろい

ろとあるのですが、全てを見ることはできません。もちろん展示場もあり、そこで観測機

器等の展示物を見ることができます。

はじめに参加したRogucWavesZOO8は、２０００年から２００４年、２００８年とSeaTechWeekと

は独立して４年に１度行われている会議です。RogueWaves（フリーク波）は皆さんよ＜ご
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存じだと思いますが、ヨーロッパではマックスウエーブ・プロジェクトが２０００年前後にあ

り、その関･係からRogueWavesのワークショップをIFREMERが開催しています。そして

４年ごとに少しずつトピックが変わってきました。２０００年にはそもそもフリーク波は存在

するのかということから出発し、どのようにして、どこで、何故そのような巨大波が起き

るのかという研究発表と､その後どういう方向に進んでいくべきかの議論が行われました。

この段階ではまだサイエンス・コミュニティとしてははっきりと存在するというコンセン

サスが得られていない状況から出発しています。２００４年になると様々なモデルが提案さ

れ、現象のメカニズムがだんだん理解されつつあるということでした。それが造船、海洋

工学、産業の分野にどういう影響を与えるか、例えば設計基準を変えなければいけないか

ということに少しずつ踏み込んでいき予測システムといったものにも少しずつ関心が移

りつつありました。今回の２００８年はStateoftheArtとありますが、だいぶ研究が進んだは

ずだという前提で話が進みました。

2000年、２００４年は参加していませんが２００８年は少しメカニズムというか海洋学的な関心

が重くなってしまい、以前よりアプリケーションまたは設計基準といったことに踏み込ん

だ話が減ってしまったということを話す人もいました。私自身はメカニズムに関する研究

を行っているので、そこを中心にどういった研究が行われているかを報告します。

まず、４年前の前回の段階でどこまで理解できていたかをおさらいする意味で、Rogue

WavesWorkshopZOO4で発表され、その前後に論文になった研究を紹介します。フリーク

波の発生要因として、一つにはQuasi-Resonanceという言葉が最近はよく使われます。４つ

の波がある条件を満たすとエネルギーを交換するという波浪の４波共鳴がベースになって

います。共鳴条件から少しはずれた条件のときに不安定が起こり波が突然大きくなるのが

フリーク波の発生原因ではないかということが、理論、水槽実験においてこの段階で示さ

れています。但しこの時は一方向の波、つまり波の頂が横に長い波を考えています。ここ

で重要になるパラメーターの一つは非線形性、もう一つは分散性です。非線形性が高い、

つまり波形勾配が大きい時と、分散性がない、すなわち波長が一様になって周波数スペク

トルが狭くなる条件でフリーク波が起きやすいということが示されています。その際に

Janssenがパラメーターとして時間発展を追いかけていったのが、水位の４次のモーメント

のクルトーシス（Kurtosis）というものです。通常４次のモーメントは高次なのであまり重

要ではないと考えるのがふつうですが、それがフリーク波の発生確率に関係しそうだとい

うことが分かっていて、それを理論的に進めたのが京都大学の森先生とJanssen氏の研究

です。これもやはり一方向波です。一方では海の波は方向性が広いので、この広い方向性

を持った不規則方向波の中でのフリーク波の発生頻度を見ると、フリーク波はほとんど発

生しないという結果がこの段階で出ていました。このとき重要になるのは、いわゆるスト

ークスの補正で、自由表而の非線形境界条件を満たすために水位の変化が非対称になると

いうことで、少し波高が高くなる程度であるということです。従って、フリーク波の発生

要因には繋がりません。この段階ではこの二つの意見が平行状態になるような形となり、

「非共鳴相互作用が重要だ」という考え方と、「いや海にはそのような条件の波浪は存在

しないから重要ではない」という考え方が平行線をたどる形になりました。それが２００８

年になりどこまで理解が進んだかというと、波浪スペクトルの方向分散性、つまり、いろ

いろな方向に向く波の向きが主方向に対してどれくらい広がっているかということと、フ
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リーク波の発生頻度の関係が明らかになりました。３つの独立した数値実験または水槽実

験に基づく研究により、方向分散性がなくなることがフリーク波の発生に繋がるというこ

とが示されました。これでほぼコミュニティーの中ではこの考え方が主流になってきまし

た。

一方、そういった特殊な波はどんな条件で起こりうるのでしょう。通常は光易先生等が観

測してきた非常にブロードな方向スペクトルが考えられていますたが、そうではない特殊

な狭いスペクトルがどのような原因で起こるかを考え始めたのがこの研究です。まず、東

京大学生産技術研究所の海洋工学水櫓で行った実験結果からも、Ku1tosisという４次のモ

ーメントがフリーク波の発生頻度と関係することが分かっているのでこれを指標としまし

た。水槽実験結果をまとめたこちらの図では、縦jIilllは値が高いとフリーク波が起きやすい

ことを示しており、横軸は方向分散性を示しています。方向分散性が広いスペクトルから

狭いものまで順次実験していくと、あるところから急激にフリーク波の発生頻度が高くな

るという結果が得られました。これは今年１月にJoumalofPllysicalOceanographyから出版

されています。同じような実験がノルウェーのMarineTechで行われました。我々は2006

年に実験を行い、ノルウエーでは2007年に実験を行っています。我々の水槽は長さ５０ｍ、

幅10ｍで、ノルウェーは長さ７０ｍ、幅50ｍという形状の全く違う水棚で、造波の仕方も違

うという条件の中で実験が行われました。その結果を比べると非常によく一致することが

分かります。これによりこの結果が普遍性を持っているのではないかということが推測さ

れます。クレスト高の超過確率は方向分散性がなくなるとフリーク波の発生頻度が高くな

ります。現在イタリア、ノルウエー、英国と私たち東京大学とJAMSTECの研究者を含め

た合計１４名に及ぶ共著論文をまとめています。

フリーク波の発生メカニズムで、方向分散性が狭くなるときにフリーク波が発生するとい

うことが今紹介したような数値実験、水槽実験で分かったので、ここで大胆な仮説をたて

ました。そもそもそのような方向性の狭い波はないというのが今までの通説でしたが、そ

うではなく、ある特殊な気象・海象条件においては、極端に波浪スペクトルが狭くなり、

そのような時にフリーク波が起きやすいのではないかという仮説です。数値モデルの結果

からそういう海域がどこにあるかを見ると、台風の影響が及ぶ前面あたりで危険海域があ

るのが定性的に示されました。そして、私たちの共同研究者であるＪＡＭＳTECの田村研究

員が、数値計算で寿和丸の事故の波浪場の解析を行いました。ちょうど方向分散性が狭く

なり、周波数のバンド'幅が狭くなるところで、波の頂が長くなり波長が揃ってくる危険な

海域になります。そこで、方向分散性と周波数バンド幅の結合確率密度関数を考え、それ

らの時間発展を追い､ちょうど事故の時に一番危険な条件に近づくという結論を得ました。

この事故に関しては、フリーク波に遭遇して事故が起こったのかはまだ分かっていません

が、我々の予測からはフリーク波が起きやすい梅況であったかどうかを定性的に示せまし

た。これはGeophysicalResearchLetterZOO9に出版されて、ジャーナルのハイライトに選ば

れました。それから昨}|、NatureのReseamhHighlightにも取り上げられました。これに似

たようなケースが他の事故例でも分かっていますが今回は紹介しません。以上がRogue

Wavesの紹介です。

もう一つの海洋エネルギーに関する会議（InternationalConferenceonOceanEnergy）に関し

て紹介します。これはこのシンポジウムの中で一番参加者が多く、400～500名の参加者が
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ありました。全体のプログラムの中でも表紙に絵が大きく出ているので、ＳｅａＴｅｃｈＷｅｅｋ

の中では一番のハイライトで関心も高かったと思います。プログラムを見るといろいろと

幅広くやっており、エネルギーの問題から設計、水槽実験、政策等いろいろなものが幅広

く取り上げられており、実際にパイロット。プロジェクトをやっている企業の方がたくさ

ん来て発表を行っていました。取り上げられた話題の中には発電装置、研究開発、人材育

成等もあります。ここでは人材育成の部分だけをお話します。

SupergenConsortiaというコンソーシアがあり、これは３０を超える大学と企業のコンソー
シアムで、様々な海洋再生可能エネルギーの開発を行っています。そこで得られた知識や

研究成果をどうやって普及させるかという、アウトリーチアクテイビテイーをここで示し

ます。アカデミアと産業の共同で奨学金を設け、ＰｈＤの学生を企業で雇い、半分の期間は

大学に行き、大学との共同で研究を行います。実際に２０数名の学生がおり、私も会議の途

中で学生の何人かと話をする機会がありました。元々企業にいて来月から大学に行くとい

う人や、大学にいながら企業と共同でプラントの設計をするといった人もいました。是非

日本でもこういうようなコンソーシアを作って学生の支援をするということが起こると、

再生可能エネルギーの開発が進むのではないかと思います。ＩCOEのＷＥＢページでは様々

なリンクがあるので参照してください。
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同率海洋工学会JAMsTEc中西蝋塾金伝逮式

日本海洋工学会前会長遠藤茂勝

日本海洋工学会JAMSTEC中西賞という賞が制定される運びになりましたことをまずご

報告申し上げます。それにつきまして基金を提供して頂いた方がいらっしゃいます。本日、

これから、この場を借りて基金の伝達式を執り行います。基金の提供者が在職されていま

したのはＪＡＭＳTEC（現独立行政法人海洋研究開発機構）で、皆さん十分ご承知の研究機

関であります。私がここでご報告することになりましたのは、日本海洋工学会の前会長で

あったということで、１年半ほど前からこの基金の提供につきまして話し合いをさせてい

ただき、賞の制定に携わって来たことから皆様に経緯をお話しております。本日は提供者

の在職先でありました海洋研究開発機構の方々とご遺族の方々がいらしておりますので、

まずご紹介させて頂きます。まず、在職先でありました独立行政法人海洋研究開発機構の

土屋利雄部長、同木)||栄一課長、そしてご遺族の武田千尋様、中西千晶様です。

この日本海洋工学会JAMSTEC111西賞は、現在日本海洋工学会には９つの学協会が加盟

していますが、この９学壜協会の会員の中から海洋に関する研究あるいは海洋に関する技術

について顕著な業績を上げられた方々に対し、向こう１ｏ数年にわたって賞を贈呈するとい

うものです。詳しい経緯については海洋研究開発機構の土屋部長様よりご紹介して頂きま

す。

中西'俊之博±ご遺族の武田千尋様、中西千晶様と賞、基金の目録
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独立行政法人海洋研究開発機橘海洋地球情報部長土屋利雄

中西俊之博士は海洋音響学会、海洋工学会等に入会され活躍された方で、いろいろな方

々が存じ上げているのではないかと思います。ただいま日本海洋工学会の遠藤様からご紹

介頂きましたように、これから１０年以上にわたって記念した賞を作らせて頂きました。私

はその仲立ちをいたしましたので、簡単に賞の経緯を中西博士のプロフィールを含めてご

紹介したいと思います。

中西博士は昭和３３年に防衛大学校を卒業し、防衛庁、当時の海洋科学技術センター深海

開発技術部に所属し、海洋研究部長、技術相談役、理事を歴任されました。その後、一度

民間会社に在職されましたが、そのままJAMSTECに関わって頂いておりました。平成１９

年１月に急病で急逝されましたが、享年７２歳でした。

主に潜水調査船音響システム、特に「しんかい2000」「しんかい6500」システムの開発、

海洋音響トモグラフィーや海洋観測船の建造、海洋音響、海洋工学関係の研究開発分野で

顕著な業績を残したということはご存じの方はたくさんいらっしゃると思います。その他

にも非常にアクティブな方で、海洋音響学会や海洋関連の多くの学会の活動に積極的に参

加し、後身の指導も熱心に行っておりました。いろいろな功績により科学技術長官特別表

彰、海洋音響学会論文賞他、様々な論文賞等を受賞されております。主な業績として私も

直接一緒に仕事をした一番大きいものは「しんかい6500」「よこすか」の音響システムの

開発でした。世界最高性能のソーナーシステムを開発しました。それから「なつしま」の

放射雑音を低減しました。これは造船所の方々と一緒に行ったのですが、観測船として最

も低雑音な船を造りました。それと付随して一番彼の名前が残っているのは、「しんかい

6500」が現在世界最深に潜れる有人潜水艇で、その最大潜行深度試験で乗船し、6,527ｍに

潜りました。公式には絶対に6,500ｍを超えてはいけないのですが、この時だけ２７ｍオー

バーしました。たぶん日本人としては一番深く潜っているということで名前が残っていま

す。にF｢西さんをご紹介する上でｲ１１１がいいかと思いましたが、その昔、初めて水深6,300ｍか

ら音響トランスポンダの回収に成功しました。これは1979年のことです。それは潜水船の

音響システムの基礎研究でやったもので、アメリカ製のものを買ってきたのですが全然ダ

メで、切り離しがきかずワイヤーで引き上げたものです。今はこの回収技術が使われてい

ます。その後、独自に改良を加えトランスポンダを回収しています。その他に音響高速デ

ジタル通信の研究の時に、８４年頃に科学朝日が取材に来て、誰かの顔写真を送信しようと

いうことで中西博士の顔写真を送りました。今ではご存じのように「しんかい6500」や無

人探査機「うらしま」からどんどん高速デジタル通信が数100キロＢＰＳで行きますが、当

時は初めてということで、パソコン通信をやっていた頃に始めてみようということを言っ

て頂きました。

このＪＡＭＳTEC中西賞の経絲には彼がいろいろな技術研究を行い、海洋観測、水中音響

などいろいろなことを研究者、技術者に知見を伝えてきました。それから生前、我が国の

海洋開発の発展のためには、海洋工学技術の進歩が不可欠だということで、晩年は我が国

の海洋工学技術の凋落を憂いていて、技術力の向上のためには研究者や技術者の育成が最

も重要であると強い,信念を持っていました。ということで、急逝されたのですがいろいろ

な想いがあったということでご辿族の方とご相談し、このご厚意を元に日本海洋工学会や

遠藤先生を通じて、多くの研究者、技術者を育成するためにＪＡＭＳTEC中西賞を制定しま
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した。彼の言葉はもう聞けないのですが、この賞をきっかけにして一人でも多くの研究者、

技術者が海洋工学分野を志してもらうことが博士の希望であると､･我々と遺族の方々が感

じております。今後とも会の発展を祈念して終わりたいと思います。どうもありがとうご

ざいました。

中西博士のご遺族の方々をご紹介致しますが、博士の想い出として伺ったところ、生前

は仕事熱心で遅くまで帰ってこなかったためあまり覚えていないということでした｡ただ、

やはり一生懸命仕事をしたということはご遺族の心の中に残っており、いろいろなことを

伺っております。是非お顔を覚えて頂き、ＪＡＭＳTEC中西賞を毎年授与されるたびにご遺

族の方々のご厚意を思って頂きたいと思います。

二匹■－Ｆ一．--,-已莇皓餉f咄

中西俊之博士の功績とご遺族をご紹介する独立行政法人海洋研究開発機構の

土屋利雄海洋地球情報部長

日本海洋工学会会長木下健

中西様、武田様、本当にありがとうございます。また、土屋様から中西博士の業績をご

紹介して頂き良く分かりました。正に海洋工学、海洋開発にとって技術者、,研究者が大事

だということで、私ども日本海洋工学会が常々思っていることでもあります。人材という

意味で申しますと、今日ここにご参加頂いた方々の顔を見渡しますと、５年前と同じ顔と

いう気がします。若い研究者が我々の中に入ってきてもらうことが大切なのですが、その

ために昨年度からシンポジウムを始めました。今後、研究発表会も始めたいと考えていま
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す｡現在､加盟９学会から２００８年度の業績による推薦を得て､今年の夏に最初のJAMSTEC

中西賞を授与する準備を進めております。その中には若い方もいらっしゃるでしょうし、

気持ちの若い方もいらっしゃるでしょうが、極めて励みになることと思います。本当にあ

りがとうございました。

御礼の言葉をご遺族に伝える木下健日本海洋工学会会長
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メタンハイドレート開発促進事業

フェーズ１の成果と今後の課題

横井研

独立行政法人石油天然ガス。金属鉱物資源機構

石油開発本部R&D推進部メタンハイドレート研究チーム

Ｌはじめに

メタンハイドレートは、水分子が作る格子状の鑓の中にメタンガス分子が取り込まれた氷状の物

質である。分解すると結晶体積の170倍ほどのメタンガスになり、次世代のエネルギー資源の候補
として注目されている。極地の永久凍土地域や大水深の海底下に存在することが知られており、我

が国においても、メタンハイドレートの存在を示唆する地震探査記録上の特徴的な反射波

（BSR:BottomSimulatingReflector、海底擬似反射面）の分布から周辺海域に相当量の賦存が見込
まれている。メタンハイドレートからメタンガスを生産する技術が確立され商業化が実現すれば、
メタンハイドレートは我がltlilのエネルギー安定,供給に極めて大きく貢献する国産エネルギー資源に
なるものとして期待される。

このようなメタンハイドレート生産技術が有す

るエネルギー政策上の重要性に鑑み、経済産業省

は、平成１３年度に「我が国におけるメタンハイド

レート開発計画」（以下「開発計画」）を発表し

た。（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構

（JOGMEC）、（独）産業技術総合研究所（AIST）、

（財）エンジニアリング振興協会（ENAA）の３者

は、メタンハイドレート資源開発コンソーシアム

を組織し、同計画を遂行してきた。本講演では、

「開発計画」の概要とメタンハイドレート資源開

発コンソーシアムによる平成１３年度から平成２０

年度（フェーズ１）における研究成果の概要を

JOGMECが実施した研究を中心に紹介するとともに
今後の課題についても言及する。

可
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石鰹公団･殖煥凶､に、鵡

図１：我が国周辺海域のBSRの分布と）'I部南海トラフ海域

２．我が匡|のメタンハイドレート資源|]１１発研究の取り組み

２．１我が国のメタンハイドレート開発計画

経済産業省は、平成13年度に「開発計画」を発表した。同計画は、平成13年度から平成30年度ま
での18年間の計画（当初計l1ljiでは、平成28年度までの16年間であったが平成20年度に見直しがなさ

れた）となっており、基本方針として「我が国周辺海域に相当量の賦存が期待されるメタンハイド

レートについて、将来のエネルギー資源と位置づけ、その利用に向け、経済的に掘削・生産回収す

るための技術開発を推進し、エネルギーの長期安定供給確保に資する」とし、段階的目標として、

以下の６項目を提示している。

①日本周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化

②有望メタンハイドレート賦存海域のメタンガス賦存量の推定

③有望賦存海域からのメタンハイドレート資源フィールドの選択、並びにその経済性の検討
④選択されたメタンハイドレート資源フィールドでの海洋産|U試験の実施

－５０－



⑤商業的産出のための技術の整備

⑥環境保全に配慮した開発システムの確立

同計画では、上記目標を達成するために、３段階のフェーズ・アプローチを提案しており、平成
13年度から平成20年度までの8年間をフェーズ１として、上記①②③の目標を達成し、平成21年度か
ら平成27年度までの7年間のフェーズ２では、④の目標を達成することとなっている。⑤⑥は、最終
目標となっている。

なお、メタンハイドレートの賦存には様々な形態が知られているが、同開発計画では、海底面下
の砂層中に存在するメタンハイドレートを当面の対象とする旨明記されている。

２．２メタンハイドレート資源開発コンソーシアム

「開発計画」におけるフェーズ１を遂行するため、経

済産業省から業務を受託した、JOGMEC、AISnENAAの３

者が、プロジェクトリーダー田中彰_東京大学名誉教授
の下で、メタンハイドレート資源開発コンソーシアム

(MH21研究コンソーシアム)を組織した。３組織から委託

または外注された約30の企業。大学。研究機関も含め約

300人の研究者の知見を結集して研究開発に取り組んだ。

開発計画の遂行は４グループに分けて行われ、各グルー
プの担当は以下の通りである。

経済産業省
Ｉ

／ ､
MHZOIW暁コンソーシアム

プロジェクトﾘーダー

壷WJ-推進グループ
(翅;石油天塑ガス･合匡砿愉告
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生産手法開発グループ
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(財)エンジニアリング(掴石油天錘ガス･金属鉱物
資諏狐捕
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…．夕
Ｋ

、

図２：メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム実ｊ
(1)資源量評,価グループ（担当：JOGMEC）

メタンハイドレート層の探査技術、資源量評価技術の開発と評価、陸上産出試験の実施等。
(2)生産手法開発グループ（槻当：AIST）

メタンハイドレート層の基礎的な物性研究、生産シミュレータの開発等。
(3)環境影響評価グループ（担当：ENAA）

海域環境調査、｜｝M発に伴う環境への影響評価の研究等。
(4)推進グループ（担当：JOGMEC）

プロジェクトの進捗管理、広報・成果普及等。

ドレート資源開発研究コンソーシアム実施体制

３フェーズ１の主な研究成果

フェーズ１の主な研究成果のトピックスとして、JOGMECが担当した（１）東部南海トラフ海域
でのメタンハイドレート資源量評価と（２）カナダでの陸上産出試験について紹介する。

３１東部南海トラフ海域でのメタンハイドレート資源量評価

フェーズ１においては、「開発計画」における目標である①日本周辺海域におけるメタンハイ

ドレートの賦存状況と特性の明確化、および②有望メタンハイドレート賦存海域のメタンガス賦
存量の推定を達成するため、東部南海トラフ海域（静岡県沖から和歌山県’'１:1）をモデル海域とし
て取り組んだ。

東部南海トラフ海域では、1999年に掘削さ

れた基礎試錐「南海トラフ」において海底面

下の砂層にメタンイドレートの存在が確認さ

れていた。「我が国におけるメタンハイド

レート開発計画」後、メタンハイドレート調

査を目的として、2001年に二次元基礎物理探

査「東海沖～熊野灘」（2800km）、2002年に

三次元基礎物理探査「東海沖～熊野灘」
（l960km2）が実施され、これらのデータをも

とに2004年に基礎試錐「東海沖～熊野灘」が

掘削された。基礎試錐「東海沖～熊野灘」で

は、３２坑が掘削され、ＬＷＤ（LoggingWhile

Drilling）、ワイヤライン検層、コア採取等
の調査が行われ、二次元/三次元」物理探査デー

lﾌﾞ懇-ｽﾞ１Ｆ礎001鶴002…２州２００５”０６…ZOO‘H10FYII14IFYH1[iＦＹＩｌｌＧＩｆＹＨｌ７ＦＹＨ１ｎｎｆＨＴｇｌ罰'Ｈ,０，１
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図３：我が国におけるメタンハイドレート開発計画
フェーズ1ロードマップ
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夕と総合的に研究することにより、同海域のメタンハイドレート賦存状況等について、次のよう

な新たな知見を得ることができた。

（１）東部南海トラフ海域のメタンハイドレートは、主にタービダイト砂泥互層の砂層に胚胎

しており、また、他のメタンハイドレート層に比べて濃集しているところがある（メタ

ンハイドレート濃集帯の存在）。

（２）BSRは、メタンハイドレートが存在することを定性的に示すものであり、資源としての

量を示す指標としては不十分である。

メタンハイドレート膿集帯は、資源の観点から有望な賦存状態と考えられる。このため、地震

探鉱データに見られる各種特性等の検討を行い、その結果、地震探査データから４つの指標（BSR

の存在、BSRより上位のタービダイト砂泥互層の分布、強振幅反射波、地震波高速度異常）を用い

て、メタンハイドレート濃集帯を摘出する手法を確立した。

以上のような東部南海トラフ海域のメタンハイドレート賦存状況に関する研究成果を踏まえ、

同海域のメタンハイドレート層に含まれるメタンガスの原始資源量の算定を行った。算定法は、

在来型資源の資源量算定に用いられる容積法の考えに基づき、各パラメータの不確実性の幅を考

慮し、確率論的手法による評価を採用した。なお、在来型資源に用いられている容積法の式をメ

タンハイドレートに適用できるように一部修正（容積,倍率とケージ占有率を導入）した式を採

用」した。その結果を表１にまとめる。東部南海トラフ海域のメタンハイドレート層のメタンガ

ス原始資源量は、Ｐmean値（平均値）で、メタンハイドレート濃集帯として5,739億m3、その他の

賦存層として5,676億m３，合計約Ｌ1兆,3と算定された。Ｌ1兆m3は、2006年時点の我が国の年間天

然ガス消費量の約13.5年分に相当する量である。なお、メタンガス原始資源量とは、地下の地層
中にあるメタンハイドレート層を分解して水とメタンガスにして、メタンガスを標準状態（０℃、

大気圧）にもたらすと仮定した場合にメタンガスが占める量である。

メタンガス原始資源量（億,3）

分類 ＰｌＯP９０ Pｍｅａｎ

メタンハイドレート濃集幣 5，７３９ 1１，１４８1，７６９

メタンハイドレート賦存層 1２，２０８1,067 5，６７６

Ｉ二一一口

〈ロ 2３，３５６2,836 1１，４１５

P９０：この値より大きい量が賦存する確率が９０％以上と推定される量

Pmean：この値より大きい量が賦存する確率が５０％以上と推定される量、平均値に相当する。

PlO：この値より大きい量が賦存する確率が10％以上と推定される鼠

表ｌ：東部南海トラフ海域のメタンハイドレート層のメタンガス原始資源量の算定結果

３２カナダでの陸上産出試|験

地層'1二'のメタンハイドレートからメ

タンガスを生産するためには、固体で

あるメタンハイドレートを地層中で加

熱（加熱法）、もしくは減圧（減圧

法）すること等によりメタンガスと水

に分解することが必要である。このよ

うなメタンハイドレート生産手法を検

証するためカナダ北西準州マッケン

ジーデルタの永久凍土下に存在する砂

層中のメタンハイドレートを対象に２

回の陸上産出試験を実施した。

第１回陸上産出試験は、2002年に日

本・カナダ。米国。ドイツ・インドの
図４Ｉカナダ陸卜瀧H1試験の実施位置

５カ国（日本からはJOGMECの前身である石油公団が参加）の共同研究として実施された。加熱法
の１種である温水循環法により、・世界ではじめて地下のメタンハイドレートを分解させてメタン

－５２－

メタンガス原始資源量（億,3）

分類 P９０ Pｍｅａｎ PｌＯ

メタンハイドレート濃集帯 1，７６９ 5，７３９ 1１，１４８

メタンハイドレート賦存層 1,067 5，６７６ 1２，２０８

合計 2,836 1１，４１５ 2３，３５６



ガスを生産することに成功した（試験期間約5日間、累計生産量470,3、平均生産量約90,3/日）。

しかし、単純な温水循環法による生産の継続性については課題を残した。また、同試験では、地

層評価に使用する検層ツールMDT（ModularFormationDynamicsTester）による減圧過程の観測

を行い、ガスの発生を確認したほか、圧力解析の結果などから、メタンハイドレートを含む地層

が浸透性を有することが確認でき、減圧法によりガス生産を行う

可能性が得られた。

第２回陸上産出試験は、2007年と2008年に、日本（JOGMEC）と

カナダ（天然資源省）の二カ国の共同研究として、カナダ北西準

州の教育機関であるオーロラ。カレッジをオペレータとして実施

された。東部南海トラフ海域でのメタンハイドレート層はタービ

ダイト砂泥互層の砂層に存在することが明らかになり、このよう

な賦存状態にあるメタンハイドレート層からのメタンガスの生産

には、室内実験やシミュレーションによる検討の結果、減圧法が

効果的と期待された。このため、同試験は、減圧法の有効性を検

証することをIと|的に実施された。2008年３月、減圧法で約6日間の

メタンガス連続生産（生産量2,000～4,000,3/日、累計生産量

13,000m3）に世界で初めて成功した。試験にて取得した温度。圧

力等のデータから減圧法によりメタンハイドレートが分解された

ことが確認され、生産手法としての減圧法の有効性が検証された。

図５：第２回陸上産出試験の燃焼するガス

４．フェーズ１の成果を踏まえた今後の技術課題

フェーズ１の研究により、上記を含めてほぼ目標どおりの成果が得られたものの、将来の商業

的産出に向けては、未だ多くの技術課題が残っている。フェーズ１の成果を踏まえた、今後の技

術課題としては、以下が挙げられる。

・東部南海トラフ海域以外の我が国周辺海域でのメタンハイドレート賦存状況の評価。

。より長期にわたる産出試験の実施によるメタンハイドレート層からのメタンガス生産挙動

の把握。

・我が国周辺海域での減圧法を主体とした生産技術の開発と産出試験の実施。

。我が国周辺海域でのメタンハイドレート層からのメタンガス生産における環境影響の把握
と評価手法の確立。

・経済性を確保するためのより効的な生産手法（回収率向上等）、掘削・開発システムの最

適化の検討。

経済産業省は、フェーズ１の成果を踏まえ、フェーズ２は2009年度から2015年度までの７年間

とした。フェーズ２前半（2009年度から2011年度）は、海洋産出試験の準備と国際協力による陸

上産出試験の実施を想定し、フェーズ２後半（2012年度から2015年度）は、２向の海洋産出試験に

取り組むことを想定している。
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洋上風力発電の研究動向と今後の課題

福本幸成

東京電力株式会社技術開発研究所設備基盤技術グループ

１．はじめに

洋上は，風速が大きく，乱れ強度が小さいなど風力発電にとって好条件が期待される')，

洋上風力発電の導入にあたっては，洋上の風況特性を把握する必要がある本論文では，まず，福

島県東沖合いでの風況観測結果について述べ，観測によって，日本の沿岸においても風力発電の好条

件が確認されたことを述べる．また，欧州で実用化されている着底式洋上風力発電と，日本沿岸の大

水深でも適用可能な浮体式洋上風力発電の技術的な成立性を確認した結果を述べ，日本における今後

の洋上風力発電のＨ１1発の展望について考察する．

２洋上風況の観測

２．１観測方法

風呪観測位置は，図lに示す福島県の東沖合37kmの太平洋上にある洋上の天然ガス田プラットフォ

ームである.捌削やぐらの最頂部,海面高さ94mに光ファイバー方式の防爆型風向風速計を設置し,2004

年10月から2006年９月の2年間にわたり観測した．観測データは，天然ガス田プラットフォームの居住

区画に設置したデータロガーにサンプリング間隔2秒で記録し，毎日１回，10分統計処理値を携帯雷

話のメールによって自動送信した‘ ＞

､■￣q

ilIlilIIlllIlllllliilllilllilIilliiIIilllII
|又'１観測位置 写真ｌ磐城沖ガス田プラットフォーム
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２．２観測結果

（１）風速

２年間の観測の結果，年平均風速は7.4m/s，年平均風力エネルギー密度は562W/､2となった．大型風

車のハブ高さ80mに換算（べき指数α=０１）した場合でも7.3m/sが見込まれる．風力発電の適地条件と

して，風車のハブ高さにおける年平均風速6m/sが目安とされている2)．風力エネルギーは，風速の３

乗に比例するため，本観測地点の風力エネルギーは適地条'件の目安の約Ｌ8倍であることがわかった．

月平均風速の変化を図2に示す．月平均風速は，概ね寒候期（10月～３月）に高く，暖候期（４月～９

月）に低い.図2には約40km離れた陸上側(広野火力発電所構内,観測高さ地上高24m,べき指数α=0.15

でハブ高さ80mに換算）の値も併記する。
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図２月平均風速の変イヒ

（２）乱れ強さ

乱れ強さの年平均値は1ｑ5%であった.一般に平坦な陸上での乱れ強さは15%程度3〕であり，洋上は，

乱れの小さい風況で、風車機器の耐久性の観点から，良好な環境であることがわかった．

月平均乱れ強さの変化を図3に示す．暖候期の月平均乱れ強さは，７～１０%と小さく，寒候期の月平

均乱れ強さは11～14%と比較的大きくなった．図3には約40km離れた陸上側（広野火力発電所構内，観

測高さ地上高24m）の値も併記する．
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風力発電システムの国I際規格IEC61400-14)では，風力発電システムの安全性能を確認するための

種々の風速・風向特性が規定されている．この中の，洋上を含む乱れ強さの小さい地域に適用される

Category-Cで規定された乱れ強さの90％非超過値と，今回の観測で得られた乱れ強さを各風速階級内

で対数正規分布に近似して得た「観測の90％非超過値」とを，図4に比】鮫する．
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図４舌しれ強さのIEO規格との比較

8億

図4より，観測で得られた乱れ強さの90％非超過値は，全風速域でIEC規格をおおむね下回っている

ことがわかった．特に発生頻度の高い低風速域でIEC規格との差が大きい

このことから，観測地点における乱れ強さは，IEC規格が対象としている欧州の，陸上に近い北海

やパルト海における乱れ強さに比べて小さいことがわかった．また，福島県側の陸地から吹<「陸風」

（＝SW～W～NW）（●）は比較的乱れ強さが大きく，IEC規格に近いのに対して，それ以外の風向（「海

風」）の乱れ強さ（○）は比較的小さくIEC規格よりも小さいことがわかった．

３．着底式洋上風力発電の研究

３．１我が国での着底式洋上発電導入への課題

我が国では，欧州にみられるような，本格的な祥｣二風力発電システムは実現していないこれに

は，社会の関心，制度の違いなど様々な理由があるが，技術的には欧州とは海域の自然条件，利用状

況が大きく異なる点が主要な理[[1であると思われる欧州の初期のウインドファームの立地場所は，

風が強いものの静穏な浅海域であったが，我が国沿岸においてはこうした条件の海域は，様々な目的

のために既に高度に利用されており,洋上風力発電装置を設置する余地が残されていない.それゆえ，

我が国での大規模な洋上風力発電システムを実現していくことを考えると，比較的水深が大きく外洋

に面した，波浪条件が厳しい海域を想定せざるを得ない．

こうした制約条件から，着底式洋上風力発電システムを我が国に実現させていく場合，台風など

の気象・海象条件，複雑な海底地盤条件，地震条件などの過酷な自然条件を克服することが必要とな

り，以下に示す技術課題を解決することが求められる．

①気象条件の把握

我が国周辺海域は，台風や低気圧の来襲により，他の地域にはみられない複雑な時空間変動を示

すことが予想されるしかしながら，洋上風の風況，風速分布，乱流特性などについては，必ずしも

-1-分把握されているわけではない．

②海象条件の把握と波力評価方法の検討

基礎が受け持つ主要外力は，風車やタワーに作用する風力と基礎に作用する波力である．外力と

しては，両者は同じ程度の大きさとなることが多く，風と波浪の発生特性を把握することが重要とな

る基礎の形式，形状に応じて，精度良く波力を評価する方法も課題である．

③地震の影響の評価

我が国に建設される構造物の場合，地震の影響は不可避である洋上風力発電施設は，いわば年

－５６－



中風や波の存在する場所に建設されるため，地震の影響を考える上で，風力，波力と荷重の組合せ方

法が設計上の課題となる

④構造物疲労検討

風力発電の支持構造物は，長期間にわたり，繰り返し回数の非常に多い変動外力を受けることと

なるよって，疲労に対する詳細な検討が必須となる構造物の供用期間中の風力，波力の確率的な

発生状況の予測，精度の高い動的応答解析が求められる．

⑤耐久性の検討

洋上風力発電システムは，海水の作用をうけるため，耐久性上厳しい環境に曝される．海洋環境

において，長期耐久性にすぐれる機器，構造物が求められる

⑥施工方法

洋上風力発電に適した海域は，年間を通して風速が大きい場所となるこれは，洋上での施工性

の観点からすると，稼動日数が限定されることとなる海上作業を短縮する施工法や稼動日数を確保

できる施工法を確立することが課題となる

３．２波力評価方法の検討

上記の種々の課題に対して，着底式の洋上風力発電施設の早期の実現をめざし，いくつかの課題

に対しては研究開発を実施してきた．自然条件に応じた最適な基礎形式の選定，基礎に作用する波力

の評価方法の開発5)，また衝撃砕波力の確率的な変動特性の把握，波力を受けにくい基礎形状の開発

などがそれである．以下に波力の評価方法に関する研究の概要を示す．

写真-1は,重力式洋上風力発電システムの基礎に作用する波力実験の状況である。基礎は，上部斜

面式IlIIil対称形状としている．写真からわかるように，洋上風力発電システムの重力式基礎は，波長に

比べて，構造物の径が小さく，小口径部材として以下のモリソン式を使った波力評価が適している。

一方，慣性力係数は，線形回折波理論から求められる値(図6)を用いている．図7に水平波力最大時

の断面波力の実験値とモリソン式による評価値を比較して示す．流速の評価を線形波理論（Airy

wave）に基づく場合と非線形波理論（S､F､肌）に基づく場合を示している線形理論では，過大評価

になるが，非線形理論に基づくと，若干大きめの評価となるが，｜断面波力の分布を良好に再現するこ

とができる．

「

笛

図６重力式基礎と風車の概念図写真２重力式基礎に作用する波力の計測実験
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４．浮体式洋上風力発電の研二究

４．１鉄筋コンクリート製スパー型の研究

（１）概要

浮体式洋上風力発電システムの浮体の１つとしてスパー型浮体が挙げられるスパー型浮,体は，重

心位置を下側に設定し，メタセンター高を大きくすることによって浮体の安定性を確保する形式であ

り，石油生産施設において実績が豊富である．本研究では，構造材料を安価な鉄筋コンクリートとし

たスパー型浮体6)を考案し，定格出力２４MＷ（ローター直径：９２m，ハブ高さ：７０m）を1基搭載して，

淳･体全体系の動揺特性の把握を行うとともに，最適形状の検討.を行った．

b）動揺特性の把握

波と風による浮体の動揺特性を把握するため，（狐）海上技術安全研究所の風水洞を用いた実験を

行った．風水洞は幅3,,風洞部長さ15m，高さ2m，水棚部長さ17.6m，深さL51nであり，フルードの相

似則に従い縮尺1/150で実施した,

図9に実験装置の模式図を示す．ローターに作用する風荷重（定常）は風車の運転状態毎に想定さ

れる水平荷重を模擬した多孔円盤を用いて模擬した．
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図８鉄筋コンクリート製スパー型の概念|叉 図９実験装置の模式図

また，動揺解析手法は流体力のうち波強制力，付加質量，造波減衰係数は線形ポテンシャル理論に

基づくグリーン関数法で算定し，風力，海流力は速度の2乗に比例する抗力として評価した．式(1)に

海流力の算出方法を示す△
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凡)‐;，Ｍ|鰹-`,ilM (1)

Ｅ､：海流力，。．：海水の密度，ｃｂ：抗力係数，Sc：受流面積，、：水粒子速度，Ⅱ，：浮体の移動

速度である．

図10および図11に波・風(定常風）・潮流作用下の定格時の実験と解析の応答の比較結果を示す．図

より，Heave，Pitchともに実験結果と解析結果は良好な対応を示している。ただし，Heaveの共振周期

付近(35s)における解析結果は非常に大きな値を示し，実験結果と対応しないが,粘性減衰を考慮する

ことで実験結果を概ね再現できる波周期24秒以上でPilchの実験値応答が大きくなっているのは,定

常風のわずかな変動に起因して長周期動揺が発生したためである．
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図１１ピッチの応答」侍』性図１０ヒーブの応答特性

以上から，本動揺解析手法は抗力係数（回蛎時のブレードにおいてはスラスト係数）を適切に設定

することで，最適な浮体寸法や係留条件の決定のためにスパー型浮体の動揺特性をほぼ十分な精度

で再現できることがわかった7)．

c）最適形状の検討

最適形状の検討のための制約条件を表'に示す．定格運転時の平均傾斜角を5.以下と設定したのは，

5°を超える傾斜によって風車の出力低下を防ぐためである8)．

表ｌ制約条件

定格運転時｜平均傾斜角5度以下

ｶｯﾄｱｳﾄ時 ナセルの加速度最大値200gal以下

ブレードが没水しない暴風時

係留索張力が破断強度の1/3以下

動揺解析による最適浮体形状の検討および部材応力照査結果に基づく構造設計を行い，最適形状を

検討した．検討における係留方法は，チェーンを用いた4点係留とした．図-12に最適な浮体形状の諸

元を示す．
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図１２最適な浮体形状の検討結果

(2)軽量セミサブ型浮釧体の検討

a)概要

セミサブ型浮体は，浮体の大部分を海中に没水させることで，セミサブ型浮体は，浮体の大部分を海中に没水させることで，波力を受けにくくして動揺を低減

させた浮体である図13に本研究で考案した軽量セミサブ型浮体の概念図を示す．風車は前述のスパ

ー型と同様，定格出力2.4MWとし，これを3基搭載している本浮体梢造は，風車基礎浮螂体3基と中央浮

勵体1基，および各浮体を連結する連結部材とから構成されている係留システムとしては，中央浮体か

ら3方向のチェーン係留とし，各方向3本ずつの9点,係留としている．浮体は鋼構造を想定しており，連

結部材はコンクリートパラストにて中立状態の重量としている．

入射

ﾛ■'

B材、

図１３軽KI1セミサブ製の概念図

一方，波浪動揺量の低減のため，６自由度運動に対する復元剛性を低くして固有周期の長周期化を

図っている．具体的には，まず，係留システムとして中間シンカー方式を導入し，水平面内の運動モ
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－ドに対する係留剛性を低く設定した．また，風車基礎浮体の水線面積を没水部の断面よりも小さく

し，Heave，RolLPilch運動における復元剛性を低減させた．これらの工夫により，水深100mを想定

した場合の固有周期はいずれの運動モードについても25s以上となっている

ｂ)動揺解析法の開発

グリーン関数を用いた通常の動揺解析モデルでは，減衰のメカニズムとして造波減衰力のみが考

慮されているしかし，本セミサブ構造のように小口径部材を多く含む構造では，渦による抗力の効

果が支配的になると考えられるモリソン式を用いれば，各構造部材に作用する抗力は，以下のよう

に表される

ＭＦ:，c州叫|Ｍ)‘’（２）
ここに，.E,:長さ・ﾉの部材に作用する抗力の部材直交方向成分，．：海水の密度，４:抗力係数，

、：部材の断面に関する代表長さ，〃,：水粒子速度の部材直交方向成分，ＬＧ：部材の運動速度の部材直

交方向成分であるモデルのベースとなっているグリーン関数法は周波数領域の解析法であり調和振

動を仮定していることから，ここでは式(3)を直接用いるのではなく，以下のように等価線形化して扱

うこととした9)．

叫一;βいい)△’（３）

規則波の場合:q川獺会lwx{Ｍ|｝（４）

不規則波の場合：ｑ,川蘂長剛緬(Ｍ'｝（５）
本モデルの検証と浮体の動揺特性の把握のため，スパー型と同様に（独）海上技術安全研究所の

風水洞にて，線形係留による水理模型実験を行った。図14に各運動モードの動揺振幅を示す．本解析

結果は，ＳwayおよびHeave運動について実験結果と良い一致を示している．特に，Ｓwayについては，入

射波高による差異が固有周期付近で明確に現れており，実験から得られた特性が比較的良好に再現さ

れているこれに対して，抗力を無視した解析は，いずれの運動モードについても固有周期付近の応

答値をかなり過大に評価していることから，本浮体構造の場合，造波減衰に比べて抗力による減衰効

果が支配的であることがわかる．一方，固有周期付近のRollについては実験と解析の結果に差異が見

られるこれは，主として水棚の長周期領域での副振動の影響と考えられる．
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c)最適形状（最適喫水）の検討

本セミサブ浮体構造において，連結部材の喫水深が浅い場合（図15(1)）には連結部材に作用す

る波浪荷重が大きくなるため，頑強な構造とする必要が生じる．一方，喫水深を深くする（図１５(2)）

と波浪荷重は小さくなるが，風車基礎浮体の部材量が増加するとともに風車基礎浮体に作用する波浪

荷重に対応した変動モーメントが大きくなるすなわち，連結部材については経済的に優れた喫水位

置が存在することになるそこで，連結部材の喫水深をファクターとして，スパー浮体と同様の制約

条件と疲労損傷に対する安全性を確保し,経済性に,優れた浮体構造を検討した１０)｡図16に示すとおり，

疲労損傷度は喫水深により大きく変化し，直径3,,肉厚30mmの鋼管を基本部材とした本検討の浮体で

は30m程度の喫水が全体的に最も疲労損傷度を小さく抑えられることが確認された，
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図１５連結部材の喫水深の違いの例
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５今後の展望とまとめ

我が国において本格的な洋上風力発電を導入していくためには，欧州よりも厳しい自然条件に適合

した構造や設計手法の確立が必要であるこのためには，実際の洋上での，自然条件の計測と構造物

に作用する外力の計測，設計手法の検証と改良などが必要と思われるこうした中，去る2008年２月に

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構は，洋上風力発電技術研究開発の計画を公表したu)．こ

こでは，実際の洋上での風と波の観測や着底式洋上風車の実証試験が計画されている本格的な洋上

風力発電の導入に向けて，上記計illjiの円滑な推進が望まれる．本論文の内容を以下にまとめる。

１)福島県沖での2年間の洋上風況の観測により，この地点の年平均風速は80m高さで7.3m/sであり，

陸上の風力発電適地の約Ｌ8倍の風力エネルギーが存在する．また，年平均乱れ強さは10.5%で，陸上

に比べ十分に小さく，風車の耐久性に良い環境であることがわかった．

２）日本の高波浪や大水深に適合した着底式洋上風力発電の実用化のためには，基礎に作用する波

力評価手法の確立が必要である．水理模型実験との比較により，非線形な流速評価とモリソン式とを

組み合わせた方法で波力評価が可能であることがわかった．

３）Heave共振を回避できる浮体式洋上風力発電のための，二段円筒型スパー浮体を考案した．また

風水洞実験により，その動揺応答特性を評価するとともに，グリーン関数法を用いた動揺解析手法の

妥当性を示した．

４）風車3基搭載可能なセミサブ型浮体を提案し，その動揺特性をグリーン関数モデルに抗力の影響

を考慮した動揺解析モデルにより検討を行った．その結果，固有周期を長周期に設定することで波浪

動揺量が小さく抑えられること，３０mの１奥水深が経済的に最適な構造である結論を得た．
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海洋エネルギーを利用した

新海洋食料資源生産システムの開発に向けての提言

高木健，鈴木英之

東京大学大学院新領域創成科学研究科

和田時夫，中山一郎

(独)水産総合研究センター水産工学研究所

Ｌはじめに

水産物は,我が国の国民に対する動物性タンパク質の4割を供給する重要な食料源である.世界的な

視点でも水産物に対する国際需要は今後益々増大すると予想されており,世界的には漁業就業者数も

増加しつつある成長産業である.このような背景のもと,我が国の水産業が果たすべき第１の役割は,国

民に対し安全で安心な水産物を,持続的かつ合理的な価格で提供することである,しかしながら,我が国
では漁業の就業人口の減少が問題になっている.また,最近の燃料油の高騰では海面漁業の経営が成
り立たないような事態も起こっている．

このような状況を打破するための施策が各所で提言されているが,我々は世界的なトレンドとなりつつ

ある沖合大規模養殖を取り上げ,これらの大規模施設に海洋エネルギーを利用したエネルギー供給を行

う新海洋食糧資源生産システムの開発を提案する.このシステムでは生寶の中で管理下に置かれた安

心｡安全な水産物を持続的に提徽供できるうえ,エネルギーの輸送に問題のある海洋エネルギーを地産地

梢できるというﾒﾘｯﾄがある.将来的には外洋上プラットフォームを利用して,餌の補給や魚類の加工･保

蔵を行う生産基地化伽るいは海藻養殖や生賛堆積物の肥料･エネルギー化なども考えられるまた,海
洋深層水を利用した海水肥沃化による1次生産の増加との組み合わせも考えられる．

2．水産業の状況と課題

2.1世界の水産業の動向

水産業･漁業は,本来は地域的なものであるしかし,近年では貿易を通じて世界的に水産物が流通

しており,地域的な発想が通用しなくなっている.すなわち,国内政策や経営対策など地域との関わりが

強い事項においても国際的な視点を欠かすことができない.そこで,まず始めに世界の水産業の動向

について,生産,流通･消費の視点から概観してみる．

Ｈ18年度水産白書')によれば，1999-2001年では161kgであった一人一年当たり食用魚介類消費量が
2015年には19.1kgに増えると予測されている.食用魚介類の世界総生産量注')も129百万トンから172百
万トンに増加すると予測されているが,人|=1増と相まって世界総需要量fk1)も133百万トンから183百万トン

に増加するため>不足量は4百万トンから11百万トンに増加すると考えられている．

一方,世界の水産業の生産形態は天然資源の悪化,,低迷,変動により海面漁業生産量は頭打ちと

なって養殖業生産量が増大しつつある.ＦＡＯによれば,2006年には世界で消聾される水産物の47％が

養殖由来だといわれている.また,水産物需要の増大に対応して地域内での需給のアンバランスが生じ

るため,水産物の国際商品化,すなわち貿易の拡大が行われているＦｉｇｌに,水産物の輸出入フロー

の概要を示す.このフローによると)北米,欧州,アジア(中国)での水産物需要の増加すなわち輸入量
の増加が顕著に見られる一方,我が国の輸入量は減少しており，見かけの自給率は回復の傾向にある

これには我が国の水産物消費の減少も関係している

このような水産物需給のグローバル化に伴い,世界経済の直接的影響を受けるようになりつつある.た

とえば,BRICsをはじめとする各国の経済発展にともなう水産物消費の拡大,水産物貿易の枠組みの変

化による我が国の買い負けなどが生じている.また,肥飼料(nshmeal,llshoil)の原料としての水産物は

飼料作物と競合することも起こっているさらに,生きた状態での魚介類の輸出入や,養殖対象魚介類の

nｺ世界総生産量と|[上界総需要１１上は非食用魚介類を含む
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グローバル化に伴う移入種の問題,あるいは原産地の問題とそれに付随する食の安全･安心の問題が発
生している｡また,それらは水産物の貿易拡大にともなって世界的な問題となっている

HⅧ 他地域からCD艤入衾額
（ｎＭJ

鰯入フロー

上段：2002～2004年平均
2002～200封年平均が
1915～]997年平均から
減少CD鶴富には赤、
増釦の蟻i合には雪で表示した。脈雨ji雲霧二

下段：］995～1”7年平均蠣
繊

一一

2004年平均１

賓鰯亀憩E鍵ll1l鶴鞠蝋鵬』鍵Ｆ１.:鰹欝j-T…Fbw…gi.､(１１…》-｣を曇に水産庁で作鴎…
注；’）日本の輸入金額（円〉|'よ、１溌ドル＝93蝿31忽《99鐸)．１０繩2野（瀧年)、１釦｡79円（'97年)、123.72円（1,2年)、115.61円

（'03年>、108.07円（'04年）として米ドル(民換算した圏
２）図中のグラフ及び付醗数騨は地域外からの難入金鰭（億米ドル）を表す（響地域の輸入金韻合計から、地域内からの篭入金
蝋を藻'し写|いて擁MH此１０１MIK}『ル未臓の地域について臆グラフを徴醸しだ。

３）図中の矢印及び付鋤歎字は輸入錯及嫉輸入金鶏（鱒米ドル）を表す。なお、１噸ドル未澗の輸入については矢印を穫蕊した畷
４）『中鬮」ぬ輸入鐙蝋には、瞥職や台湾の値が念遅れてい感と考えられる。我が国(Jj)l輸入先別輸入舎鰻の蕊計の際もこれらを
合計した値とした。

Fig.１水産物の輸出入フローの概要(Ｈ１8年度水産【|書')より）

２２我が国の状況と課題

近年,我が国では国内生産量が減少｡停滞し,水産物自給率は60％前後に落ち込んでいる.すなわ
ち,年間3百数十万トン,１兆6千億円前後の水産物を輸入している.これは生産量の減少･停滞が産業競
争藝力の似低下を招き,そのことが一層の生産量の減少･停滞につながっている状況となっているこのような
状況の打破のため,様々な研究開発が試みられているたとえば,地先海域における積極的な人工漁場
造成や人工海山(マウンド礁)や保護礁など各種の人工漁礁の設置あるいは沖合域における積極的な中
層(淳)魚礁の設置による人工漁場造成などであるまた,海域に見合った人工種苗放流による資源の積
極的な培養なども試みられている－

１Tを活用したアイデアとしては魚群の1婿集状況や漁場環境の自動モニタリングとデータ通信などが研究
されており,個別の人工漁場を時空間的に連結した漁場の効率的利用と安定生産を狙っているまた，

外洋上プラットフォームを利用した洋上

牛塵基地の構築により海洋自然エネル

ギーを活用した補給や加工｡保蔵など

も考えられている
これらの研究開発では，”安近短"な

漁業の実現が目標であるが，これが実

現すれば,予め漁場が判っているため’

操業時間が短くてすみ,安全で,漁獲
物の鮮度管理にも有利,さらに漁業生初(ﾉﾉI1lFF慶官戈坐ILt)'i三Jﾉﾄl｣）‐1つIr-f蝋ﾗ長ゴー Ｆｉｇ．２”安近短”な漁業
産性の向上,省エネ･省コスト化にも貢
献することになる．

－６５－
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前述のように,世界の養殖業生産は増大しているが,その背景には伝統的な食用魚の天然資源の悪
化･低迷｡変動があり,それに伴う漁獲規制の強化がある.たとえば,まぐろ類,たら類,かれい類,大西洋
サケ等が挙げられる.また,水産物需要の増大と消費者ニーズの変化もあるたとえば,サイズ,品質,価

格,供給の安定化,あるいは'嗜好の変化などが挙げられるこのようなトレンドに乗り遅れず我が国も養殖
業生産を増大するべきと考えられるが,生産量の増大に伴い環境や生態系へ及ぼす影響,種苗の確保)
ｺｽﾄ増大による経営圧迫,天然資源への影響や採捕規制,餌料の確保,安全･安心の確保などの課題
がある．

⑭ｒ
､．８，司咀目･舟II0HR

彩、璽竃．瀧景・ヨヨ蕊!』￣鐘

２３国外の養殖業の例

もっとも成功している例の一つはノルウェー

である国策として養殖業の展開が奨励され

たことから,過去30年間で養殖業は－大産業

に発展し,国内需要を賄うのみでなく，輸出

産業としても著しい発展を遂げている特に，

大西洋サケによる成功がその原動力となった

ノルウェーにおける養殖技術の特徴は，日常

的に食用となる魚類に的を絞り,様々な技術

開発を行い,産業化を進めたことである

Fig.3に養殖施設の全景の写真を示す．中

央の円形の建物が管理施設で,通路の両側

に生け賛が配置されている養殖ではしばし

ば疾病が問題になるが，ノルウェーでは疾病

防除のためワクチン開発等も積極的に行われ
ている．また，養殖施設の自動化，省力化が

進んでおり，自動給餌やフィッシュポンプによ

る取り上げが行われているさらに,重量物の
移動には専用のフォークリフトなどが用いられ
ており，

作業者はこれらの機械類のオペレータとして

軽作業に従事するだけでよいこのような就業
環境からも,養殖業は労働力を集めやすい環
境となっている．

Ｆｉｇ４はニューハンプシャー大学の沖合生

寳の写真である．これは米国海洋大気庁
(NOAA)による沖合養殖プロジェクトの一部と
して実施されている実証試験に使用されてい

る.この施設は,沖合約10kmの地点に設置さ
れているが，水深は60ｍほどで比較的浅い．
施設は,３０年に1度の激浪にも耐えられるよう
に設計されており，生け鋳[』|体はカテゴリー４
のハリケーン(風速59~69m/s)にも耐えられる

とのことである.生け賛は形状が算盤玉型で容

積3,000,3である．中心の円筒形の支柱(中
空)に海水を注排水することにより！生け賛を
浮上／沈降させる．生け賛を沈めた状態(水
深10m)で飼育をするので自動給餌が行われ
ている魚の取り上げの際は,管理船のフィッ

シュポンプにより行われる．ただ，日常的に，
ダイバーによる管理が行われており,それが可
能となる梅況条件が養殖場設置の制約条件と
なってしまう可能性がある．Ｆｉｇ５は自動給餌
用ブイの写真で）太陽光発電とディーゼル発
電により電力が供給されている．

Fig.３養殖施設の全景

昌詔気..：愛旦｡や正字毒Ｔ

H卿腓〃

4

11Ｂｉ純珊

雪ＭＩＩiノー

Ｆｉｇ４ニューハンプシャー大学の沖合生賛

■1

1溌鈩麓狽拶蹴”弧醗li1il 露鱸翻
世，

Fig.５自動給餌用ブイ
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Fig.６我が国の海洋エネルギーの展望

３海洋エネルギーを利用した新海洋食料資源生産システム

3-1海洋エネルギーの展望

海洋技術フォーラム2)では2030年に現在の我が国の電力発電量の約10％に相当する年間1000億ｋＷｈ
を海洋エネルギーで賄うことを提言しているまた,海洋エネルギー資源利用推進機構3)では2050年まで

に1400億kWhの自然エネルギーを海洋から得ることを提言しているFig.６は海洋技術フォーラム,海洋

エネルギータスクフォースで考えている我が国の海洋エネルギーの展望であるこの展望では,将来,洋

上風力発電や海流発電などでスケールﾒﾘｯﾄを‐{-分に享受できる大型機が多数投入されるようになれば
合理的価格でEnergyProlitRatioに優れた自然エネルギーを供給できると考えている．また,そのように

なれば,前述の提言の目標も達成できると考えている．

Ｆｉｇ６では,前述の大型機へと至るラインナップが;描かれているとともに,技術開発課題も記されている

それによると,将来的には電力貯蔵や輸送の技術が進展することが条件となっている一般に,海洋で自

然エネルギーを取得した場合に問題となるのはエネルギーの輸送と変動である.輸送は近距離であれば

電気エネルギーとして送電すれば良いが長距離の場合は現在の技術ではコスト高となってしまう．また，

変動は二次電池の発達により比較的大電力が貯蔵できるようになってきているが,あまり大きな変動を吸
収するのにはコスト高となってしまう．

3.2新海洋食糧生産システム

前項で課題としたエネルギー輸送の問題は陸上の自然エネルギーと同様な地産地梢のクローズド・シ

ステムが構築できれば解決できると考えられるこのような観点から,Fig.7に示す新海洋食糧生産システ

ムでは海洋エネルギーと沖合養殖を核とする水産基地が提案されている．ここでは,洋上風力が描かれ

ているが,太陽光発電や海流｡潮流発電との組み合わせでも構わない.要は,エネルギーの変動がどの

程度になり,それを貯蔵するシステムを併せた総コストが小さくなるものを選べば良いまた,その選択は
設置海域によっても変わる．

Ｆｉｇ７に提案したシステムでは,外洋｣二プラットフォームを利用して海上で海藻の養殖を行ったり，生寶
から生じる堆積物などと共に肥料･エネルギー化を行ったりすることも視野に入れている.また,生賛から

生産される魚類の加]二や飼料.の,供給などにも外洋上プラットフォームを利用することができる．このような

システムを大規模に導入することにより,国内生産の拡大と輸出促進,安全｡安心な水産物の安定供給，
あるいはCO2排出削減への貢献ができると考えているＣＯ２削減効果としては,遠くの漁場へ高速で向

かう必要のなくなる漁船からの排出量削減効果も期待できるさらに,さまざまな海洋情報の積極的利用
により,省エネ･省コスト・省時間漁業の達成も可能となる
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Figo7新海洋食糧資源生産システム

3.3離島･地域振興と水産業安定化

前項での提案システムは大規模なシステムであり,その実現にはかなりの開発要素も含まれている
のため,その実現は少し先になると思われるが,将来的にはこのようなシステムが実現されるという予藤

前唄での提栞システムは大規模なシステムであり，その実現にはかなりの開発要素も含まれている．そ

のため,その実現は少し先になると思われるが,将来的にはこのようなシステムが実現されるという予測の

下にこれからの5年程度でぜひ実現すべきと考える海流発電を利用した離島｡地域振興と水産業安定
化を提言する．

Ｆｉｇ８にその概略を示す.提案システムでは海流発電により電力を発電し,その発電電力を利用して沖
合養殖施設の自動給餌施設や浮沈設備に電力供給を行うまた↓余剰電力は漁港施設の照明｡給水，、
冷凍｡冷蔵庫,製氷等,あるいは漁村集落の照明･通信,水産物加工などのための給水･動力源へ優先
的に低コストで供給する"一方,海流流速の変化に伴う供給電力の変動は，短期のものについては２次
電池に貯蔵した電力で対応し,長期にわたるものは既存の火力発電施設からの,供給量を増加して対応

することが考えられる.また,海流の流速と流向はコンピュータシミュレーションによって予測し，電力の変
動を事前に知ることにより既存の発電システムとの協調を図る

陸上の風力発電施設を導入した茨木県波崎漁港の例では,漁港の総電力消費の86％を占める製氷
施設の電力消費量を47.7％削減した4).前述のように,海洋エネルギーには海域によって得失があるため
組み合わせる自然エネルギーは各地で変更することが効果的であるが,強い海流や潮流が流れる離島
や地域ではこのようなシステムの導入により,地場産業として大切な水産業の安定化を図ることができると

考えられるまた,このようなシステムを全国展開することにより)ＣＯ２の削減に関しても大きな効果を挙げ
ることと推察される．

このような取り組みをステップ1として,離島･地域に海流発電で電力供給し地域振興を図るさらに,候

補地は三宅島以外にも串本大島(海流)や大間(潮流)など多数存在するので,地元との協調を図りな
がら全国展開し』風力や太陽光,海洋バイオ燃料などともグリッドを構成して変動を平滑化する.ステップ

2として,沿岸域からさらに沖合に展開し,浮体式洋上風力なども展開させることにより,候補地は一挙に

広がる.さらに,陸上と海上に展開した自然エネルギー発電施設間を大小のグリッドで関連付け,電力変

動を吸収するここではNAS電池などによる大規模電力貯蔵も可能となっているであろうステップ3として，

超電導による長距離輸送技術開発や大容量キヤパシタや蓄電池,あるいは燃料電池などによる大規模
電力輸送技術の確立を行い我が国の排他的経済水域(EEZ)全域を利用可能にする
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このようなステップを段階的に踏んで海洋エネルギー産業創出を目指す.ここでの目標を現在の我が
国発電電力量の約20％にあたる年間2000億kWhとすると4兆円産業(売電価格20円／kW11とした場合）
が創出される.さらに,エネルギー発電施設は海洋観測や移動の拠点としてEEZを管轄するのに利用で
きる.また,洋上電力ターミナルが設置され電気推進船による海上輸送･漁船操業が行われているかもし

れない

離島国地域⑪撮興と水産業⑪窺定化全体イメージ(離島の例）
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Fig.８離島。地域の振興と水産業の安定化全体イメージ

４．まとめ

‐世界の水産業の動向と我が国水産業の状況と課題について概説を行った．世界の水産業の動向と我が国水産業の状況と課題について概説を行った.また，国外の養殖業の例

を紹介した.これらの背景の下に我が|猫1の水産業の安定化に貢献する－つのアイデアとして,新海洋食

糧資源生産システムを提案した_このシステムの核となる海洋エネルギーについてもその展望を示し,そ
れらから考えられる直近の5年程度で実施すべき取組として,離島･地域の振興と水産業の安定化に資

するアイデアを提案した.これを－つのピジネスモデルとして全国展開し,水産業の安定化に貢献すると
共に,海洋エネルギーの産業化にも繋げていきたい
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討論午後の部１

司会一午後の部１の司会を務めます、石油技術協会所属の東京大学の増田昌敬です。よろ

しくお願いします。

木下一東京大学生産技術研究所の木下です。メタンハイドレートについて横井先生にお伺

いします。順調に研究が進んでいるということで大変心強い限りです。しかし、もう既に

２年ほど計画が延長され、これから先も計画が遅れるというお話でしたが、これは徹底的

に事業を行うということだと思いますが、午前中の山崎先生のお話にもありましたが、マ

ンガンノジュールの時には時間がかかりすぎるといろいろな意味でぼけてしまい、結局は

ダメになるということでした。今回は大丈夫でしょうか。それに関連して、フェーズ２で

は産業化への橋渡しは緊密にそういうことを考えながらやることが計画書に書いていたと

思いますが、その辺の展望はいかがでしょうか。

横井_まずスケジュールの観点からですが、確かに今回はフェーズ１で当初よりｚ年遅れ

ているのは事実ですが、一方、フェーズ１の実績。経験を踏まえるとフェーズ２は海洋で

の試験を行うことが大きな課題なのですが、それを行うには３年間の＋分な準備期間を確

保し、これを踏まえて４年目にやることが必要だと思います。カナダでの陸上産出試験で

も１冬目、２冬目と二回に分けて実施し、１冬目の経験を踏まえてｚ冬目を行い、成功しま

した。そのため１回ではなく、２回でやるというように自然を相手に世界で誰もやって

いないことを行うのですから、ステップを踏み、実績を積んでいかないと難しいと思って

います。もっと早くできないかという意見もありますが、これくらいの速度でやるのが我

々担当者から見るとせいぜいだと思っています｡一生懸命やろうとは思っているのですが、

やはりこのくらいの期間はかかってしまうのが現実ではないでしょうか。

産業界の橋渡しについては、ＪＯＧＭＥＣが資源量評価グループを担当していると話しました

が、私の研究室にも既に石油開発の技術者の方々に来て頂き大学、コンサルタントの方

々も入り、ＪＯＧＭＥＣのプロパーの研究者だけでなく産業界全紛体でやっています。我々の知

見は研究者を通じて石油会社とある意味共有しているところがあると思います。フェーズ

２に入るとフェーズ１よりますます実証の部分が増えてきます。海洋産出試験もやるとす

れば鉱区の権者の方がオペレーターをやります。それは当然石油会社の方で、フェーズ１

以上に石油会社、石油コンサルタント、コントラクターと協力してやっていくことになる

と思います。

司会~この問題に関連する政策関係は午後の部２で議論したいと思います。洋上風力発電

に関して、質問はあるでしょうか？

木下一東京電力がこういう問題に非常によく関わっているということは心強く思います

が、ＮＥＤＯの今度の話でも今はフィージビリティーを行っていて、その次に実際のものは

2年後、２年半後という計画になるという、TooLittle、TooLateな感じに思えます。しかも

それは着底式です。着底式は巨大なファームがヨーロッパで行われている時に、そういう
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現状の中で民間会社としてはどのような立場でおられるのでしょうか。側聞すると、福本

先生は一生懸命やっておられるのは確かですが、東京電力あるいは他の電力会社全体から

見ると必ずしも加速する方向には積極的でないとも聞きます。その辺りの観点を踏まえて

ご意見を頂けますでしょうか。

福本一他の電力会社の状況はよく分からないところもありますが、ＮＥＤＯが今回出された

ＦＳを６社（チーム）が受けており、東京電力以外では電源開発が受けて績極的に研究をや

られていると思います。もちろん今回の研究は東京電力と東京大学が共同しながら、当社

の方針として、洋上風力が新エネルギーの一つとして有望であるという判断の基にやって

います。そうでなければ実際の漁業者や地域の方々に説明に行ったり、交渉したりはでき

ません。確かに進展の速度が遅いと思われるところがあると思います。欧州は水深が浅く、

波浪も低く、風も暴風がほとんどなく、地震もほとんど検討していません。ですから外力

が相当違うということを踏まえた上で設計仕様を確立しなければいけないし、それなりの

研究が必要であると思います。

司会一先ほど実証試験を２１年から２５年まで行うとおっしゃっていましたが、どのくらい

の規模でその後のロードマップを会社としてはお持ちでしょうか。

福本一ＮＥＤＯがインターネットで発表している計画を読むと、２１年度から５カ年で風車が

1基、風波、環境観測のための鉄塔（観測タワー）１基を作り、海の上に二つ構造物が建つ

ように書いてあります。当社としては実証研究は将来の洋上ウインドファームのための研

究であるため、当然将来を見据えた研究ですが、どこでどれくらい作るかといった話は全

く白紙の状態です。

前田一日本大学の前田です。ヨーロッパの場合は後ろに全て船級協会がついています。沖

合養殖施設でも既にＤＮＶで立派なガイドラインが作られています。最終的にはそういう

施設は保険に入らなければならないとすると、船級協会とのタイアップが重要だと思いま

す。日本の場合はバラバラに行われていますが、全体のシステムでやる場合はそれでいい

のだろうかと思います。もう一つ実証試験についてですが、サイトを見つけるのには大変

な苦労をされたことと思います。たいがい漁業権の問題が絡んできて、漁業組合の理事長

と掛け合うと言った話があると思います。イギリスは国として実験施設の場を用意するそ

うです。イギリスは沿岸の５０％はクラウン・エステートといって、女王様のものなのだそ

うです。日本もそういうところを用意し、国としてのプロジェクトでやるのであれば、そ

ういう心構えで本気でオールジャパンでやるのでなければ、結局作ってもそれでおしまい

になってしまうようなことで心配になります。海洋エネルギーの話であれば水産を利用す

るという立場で、水産のグループで取り込めば漁業組合と話合いしやすい等いろいろある

と思います｡その線で行くとマリノフオーラム２１が大型のジヤツキアツプやテンションリ

グを実際に作って実験を行い、データを取り、撤去するまでのデコミッショニングのデー

タを全部揃えたのですが、結局それがどうやって引き継がれているのかが心配です。オー

ルジヤパンでやる場合、いろいろ悩ましいことがあると思いますが、船級協会の支援の話
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と海面を国として用意することとは絶対に必要だと思いますが、どうお考えでしょうか。

高木_ご質問ありがとうございます。国としてということでは次のセッションの講減者の

方々にお聞きして頂くのがいいと思います。まず漁業権の問題ですが、我々の仲間内では

提案の一つとして、漁業フレンドリーというコンセプトを考えています。我が国の場合、

離島や地域では漁業者が生活者の主体なので、その人たちとバッティングし合うようなプ

ロジェクトは受け入れられないだろうと思います。これは決してネガティブな意味ではな

く、漁業フレンドリーなシステム作りができれば、水産を主体にやっている国々にも売り

出せ、国際展1）Mを図れるのではないかということを視野に置いてシステム作りを考えてい

ます。ただ、前田先生の言われるように、国がソケットブイが設置された立派な実験場を

用意してくれとまでは言いませんが、せめて海面ぐらい用意してくれれば、我々は今から

でもいろいろなものを作り、これから大きく発展させる技術は持ち合わせていると信じて

います。

小野一近畿大学の小野です。高木先生にお伺いします。海洋産業創出の道筋というところ

で、産官学のコンソーシアムを今後の方向として提言されました。しかし、「官」と「学」

はいいとして「産」の主として念頭に置かれている離島は、「産」といっても非常に小規

模な零細経営くらいしかありません。民間をどういうふうに「官」と「学」とミックスさ

せていく構想をお持ちなのかお伺いします。

高木一実はそこのところが本当に困っていることで、ここでは仮に電力と勢いていますが、

沖合養殖であると水産の大きな会社になると思います。そうした場合、地域の零細なとこ

ろといろいろと問題が生じがちだということも聞いています。まさに我々もどう組むかは

ノーアイデイアです。答えになっていませんが、是非いろいろなアイディアをお聞かせ頂

ければと思います。よろしくお願いします。

司会一現在、メタンハイドレートの日本全体の資源量は７．４兆立方メートルと公表されて

います。東部南海トラうではその資源量が確認されたと思いますが、日本全体の資源量に

ついては、今後どのようにして確認のための調査をしていくのか、また、現状で概ねこの

くらいの量を考えればいいといったことを、できる範囲で教えて頂けますでしょうか。

横井一TCFでは４０ＴＣＦ（４０兆立法フィート）という数字は東部南海トラフだけの数字で

す。今後の課題としてそれ以外の海域で、どこが有望で、どのくらいあるかを検討してい

くことが必要であることを説明しました。現在の計画で、東部南海トラフで説明したよう

に新たにメタンハイドレートを対象とした地震探鉱データを取ってやるという具体的な計

画まではありません。但し、現時点でフェーズ２に入ってから、既存のデータがかなりあ

るので、フェーズ１の検討で地震探鉱のデータをもう一度再処理して質を上げることで、

今までよりメタンハイドレートのありようが詳しく分かる可能性が出たので、他の地域に

対してもそういう形をやりたいと考えています。もう一つは国の事業で、ＪＯＧＭＥＣの別の

部署で受託して行っている、「資源」という三次元の物理探査船で日本周辺の海域の地震
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探鉱データの調査を行っています。「資源」自体はメタンハイドレートの調査のために行

っているのではなく、石油、ガスの賦存を調査するために取っています。今まで取られて

いない海域を取っているので、メタンハイドレートがある大水深域もいくつか取っていま

す。このように「資源」で取られたデータを今後精査し、メタンハイドレートの有無を検

討していきたいと思います。そういうことで東部南海トラフ以外の海域についてのメタン

ハイドレートの賦存状況把握の精度をあげていきたいと思います。日本全体でどのくらい

あるかという数字はありませんが、東部南海トラフの海域で日本のガス消費量の13.5年分

という４０ＴＣＦの数字を言っています。目安として我々が時々言っているのは、これは日本

周辺のメタンハイドレートの分布を示唆するＢＳＲという地震探鉱の断面に見られる反射

波から、メタンハイドレートがあると期待されるエリアのうち、今回調査した海域は約１

割位に当たります。だから日本全体でその１０倍あるという訳ではありませんが、全体とす

ればそれなりの量はあるということはいえると思います。

木下一高木先生のお話で、ノルウェーの例とニューハンプシャーの例が紹介されましたが、

お話の口調から行くと日本の現状はMuchBehindだと言われているように聞こえました。

私の知っている限りではニューハンプシャーの独楽形については、テストされただけでそ

んなに自動給仕等されているわけでもなくテストを行っただけで、日本はまだ世界と同レ

ベルで、これからそれに立ち向かえばトップランナーになれるというのが私の理解です。

高木一おっしゃるとおりで、私は水産の専門家ではないので言い方が難しいのですが、工

業技術の方から言うと、技術は負けていないと言いたいのです。言いたかったのはどちら

かというと、水産の方でこのような大規模養殖をやる意欲を燃やしてほしいということを

強調したかったのです。

司会一メタンハイドレートにしても洋上風力発電、外洋養殖についても、実証試験がとて

も重要な位置づけになってくると思います。先ほど漁業補償の話が出ましたが、井戸を－

つ掘るのにも漁業の関係で５～８月はリグを動かせないなどの制約があります｡海洋は漁業

が主体であり、大きな海洋プロジェクトでは、漁業と如何に調和していくかが非常に大き

な鍵になると思います。新食料資源生産システムは、海中での協調を作るという意味でも

強く進めていってもらいたいと思います。洋上風力発電についても大きな浮遊式プラット

ホームを必要としてきます。ＮＥＤＯのプロジェクトがどこで行われるかは分かりません。

常磐沖の石油開発プラットホームで風力発電が稼働していたと聞きましたが、常磐沖では

既にプラットホームが撤去されて、次のフェーズではＣＯ２の地''１貯留といったことに海洋

フィールドが応用されるのだと思います。このようなフィールドでは、洋上風力やＣＣＳの

いろいろな組み合わせで、新しい環境プロジェクトのモデルケースができるのではないか

と期待されます。

メタンハイドレートは海洋からどれくらいガスを産出できるかが問題です。陸上から６日

間連続でガスを生産しましたが、海洋で実際にどれくらい生産できるかはわかっていませ

ん。今日の午前の部の講演でも話が出ましたが、民間企業が積極的に興味を持ち参入して

くるまで､技術をあるいは資源量を確かなものにできるのかが今後の鍵になると思います。
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次のフェーズの７年間での研究成果が非常に期待されます。

海洋エネルギーについては「新エネルギー生産システムの提言」がありますが、これから

非常に面白いプロジェクトになっていくと思います。今後注意して見守って頂ければと思

います。時間になりましたのでこれで午後の部１の討論を終了させて頂きます。講師の皆

様ありがとうございました。
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海洋基本計画の進捗状況

岩本晃
￣ﾛ

内閣官房総合海洋政策本部事務局内閣参事官

平成２０年３月に閣議決定された海洋基本計画においては､３つの具体的な政策目標のひ

とつとして、「豊かな海洋資源や海洋空間の持続可能な利用に向けた礎づくり」が掲げられ

ている。その中で、「世界第６位の広さと言われる我が国の領海及び排他的経済水域並び

に２００海里を超えて延長の可能性がある大陸棚には、多様で豊富な生物資源や今後の利用

が期待される様々なエネルギー・鉱物資源が存在している。我が国が管轄権を有するこれ

らの資源や空間の持続可能な利用に向け、利用に際しての安全確保体制の構築、諸情報の

収集・整備・管理体Iljllの構築、資源利用を担う産業の計lil1i的育成、利用に際し必要となる

海洋環境保全対策等利用・管理に関する諸体制の整備等を早急に行う必要がある」ことが

述べられており、エネルギー・鉱物資源分野においては、特に、平成２０年度中に、関係

府省の連携の下、「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画（仮称)」を策定することが定めら

れている。本講演においては、この開発計画策定をはじめとする、海洋基本計画の進捗状

況について概説する。
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平成２１年１月３０日

海洋エ学パネル

Ii海洋基本計画』の進捗状況
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3.我が国の海洋を
ぬぐる状況

国土面積

約３８万klTi(世界第６１位）

領海･排他的経済水域の面積

約447万krri(世界第6位）
国士面積の約１２倍

離島の数
6,847島

(北海道､本州､四国､九州､沖細本
島の主要5島以外の島によって広大
な面積が確保されている）

海岸線延長
約３５万kｍ(世界第6位）

輸出入取扱貨物量の海上輸送依存
度
９９％以上

漁業･養殖業生産量(平成１８年）
約574万トン(世界第5位） ｜（蝋…艦…藻徽禦蟻ﾎｰﾑ…刺Ｉ

,｡。‘Ｉ懸一｣A=
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ａ我が国の海津護

ぬぐる状況

国士面積

約38万klTi(世界第61位）

領海･排他的経済水域の面積
約447万krri(世界第6位）

国土面積の約１２倍

離島の数

6,847島
(北海道､本州､四国､九州､沖細本
島の主要5島以外の島によって広大
な面積が確保されている）

海岸線延長

約3厘5万kｍ(世界第6位）

輸出入取扱貨物量の海上輸送依存
度

99％以上

漁業･養殖業生産量(平成.１８年）

約574万トン(世界第5位）



８．大陸棚延長のための対策の推進
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昨年-11月に｢大陸棚の限界に関する委員会｣へ提出した大陸棚限界情報について､同委員会
での審査への対廩応等を行う。（外務省鶴文部科学省､経済産業省鐇国士交通省等）
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里を超えて大陸棚を澱寵可能。

国運海洋法条約皀謬☆地形｡地質ﾃﾞｰﾀ等を含む大陸棚の限界に関する情報を、
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提出情報案作成

； 政令による
大陸棚の設定_／
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エーーー￣￣￣

ひ４丘＝贋,矛已甲一的らあ■回心I
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国際情報収集解析 」

ｉ：－，議睦棚調査調iii･助言会議一Ｍ，犬陸棚欝査助言会議畷一＞割’
Ｐ[ＪﾍﾟｵqDE#0 ﾋﾟｺ0 Fも】 Ｗ4.J迫凸皿生岳氏』上田

３１

」 海洋基本計画における記述
一一一．￣￣．￣￣￣￣－－．￣￣￣￣ノ

､
第２部３（１）

大陸棚は国連海洋法条約に基づき200海里以遠に延長しうることを踏まえやその地

形､地質等に係る調査を実施し､「大陸棚の限界に関する委員会｣に延長に関する

情報を平成21年５月までに提出するとともに､同委員会での我が国大陸棚の限界

に関する審査に万全の対応を行う等~大陸棚の限界が適切に設定されるよう最大
限の努力を払う。蝦 ノ

/l-Ifi礎談醐取組職況十溶鰯取組/UiZiii塗Lj:fiL瞳懸興x帆;臓加」 ､
｡６月１６日、大陸棚調査を完了

●１０月３１日に開催された総合海洋政策本部会合において､「大陸棚の限界に関
する委員会｣に提出する大陸棚の限界を決定

●１１月１２日、申請文書を同委員会に提出

●なお､同委員会での審査への対応については､６月１０日に開催された総合海洋
政策本部境界海域チームにおいて､内閣官房の総合調整の下､外務省が中心と
なり、文部科学省､経済産業省及び国土交通省が連携して実施していくことを決

、定 ノ
４

－７７－

ａ大陸棚延長のための対策の推進

昨年-11月に｢大陸棚の限界に関する委員会｣へ提出した大陸棚限界情報について､同委員会
での審査への対鬮応等を行う。（外務省鳧文部科学省､経済産業省､国土交通省等）
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[調査１

~1…iii;;竺示
･･ｗ再弓自g宮ﾛ面霊園匙突円もｂａｆｐ｡
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鱈
､_LL1， #薑|'；

‐÷‘…国際情報収集解析］
|i藺繍:::/:蕊議j陸i棚調査調iii１，１助言会議ムーNil蕊;附蕊‘…犬陸棚欝査助言会議，:鐵蕊蕊|’

☆沿岸国のZOO海里までの海底等を｢大陸棚｣と規定するとともに、

地輝`’地櫛的築絆によってば２００海里霧超えて大陸棚聾澱寵画龍。

国運瀧澤識約；ず｡籔☆地形，地質ﾃﾞｰﾀ等を含む大陸棚の限界に関する情報を、
｢大陸棚の限界に関する委員会｣に提出し､その勧告に蕊づい工冒
大陸jiMの限界を殻寵することｶﾔ必蕊。

徽合海洋政策本音
提出情報決定

大陸棚の限界に関する委員会
による霧杳

審査対応

政令による

大陸棚の設定

………….…．…．。………………………………,`、禺詞…………：…翁…，－１……鞠～…艀…￣…｡`……．ｊ:３



9．エネルギー。鉱物資源の計画的開発
q手7岸ワニ卍円
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「海洋エネルギー･鉱物資源開発計画(仮称)｣を策定し､同計画の下で排他的経済水域等仁賦存する石
油･天然ガス鱈〆痕ンＪ１ｲﾄﾞﾚｰﾄ､海底熱水鉱床の探査圏開発を着実に推進｡メタンハイドレート及び海底熱
水鉱床について､今後１０年程度を目途に商業化を目指す。（経済産業省等）

'鳴'鳴
、'一、

ｈｈ

｢海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ･鉱物資源開

繩鍵醗瀧憲
際的背景 べ

萬
嵜
『
》
’
’
十

明
確
戦
目
標
と
綿
密
な
計
画
の
渡
で

｜国際閲背景｜
●資源価格の簡縢に伴い､資源産出国において資源ナ

ショナリズムが簡揚。

寵

一二一二原油の価格推移１mｍ9℃-9℃-

＝

平成Z0年に100ドルを

超える氷塑に

■｡￥びＹ･テー｡

､

【目標】〆ﾀﾝﾊｲｾﾞ馳一卜及

鰯繍鱸認lfH;!；
業伍を実現。

ノ

／

■■

■

qbPoQ凸面￣－１～－－~

メノノメコ,ｆ汀’f･ｺﾞﾐﾂﾞ；ガゴェ･ﾉﾌﾞﾀﾞﾆｰJ･‘ず』

_｡▲+可一一b由■

ソソ
,我が国鰯対策 燃焼するメタンハ

イドレート

⑥資源外交による資源産出国との関係強化に加えて：

自らの安定的な資源供給源として排他的経済水域

等においてエネルギー･鉱物焚源の開発を推進する

ことが重要。

⑥資源外交による資源産出国との関係強化に加えて：

自らの安定的な資源供給源として排他的経済水域

等においてエネルギー･鉱物焚源の開発を推進する

ことが重要。

、

liiilllliiliiilllllliiilllliiliiilllll

ｊ
可

ゴ
「 〉

、目標達成に至るまでの探査･開

発の道筋(ロードマップ）

●そのために必要な技術開発

●国､研究機関及び民間企業が

果たすべき役割分担等

…■．－領■酷々】PDD＆～七t白SHE雍蕊ＸＨゴＧＮＮｆ庇忌代42,殿。Ｐたごi=31錘鐇’奉鷹｝巴ｱ&塑廼＝△・＿巴が胃治…■．－領■酷々】PDD＆～七t白SHE雍蕊ＸＨゴＧＮＮｆ庇忌代42,殿。Ｐたごi=31錘鐇’奉鷹｝巴ｱ&塑廼＝△・＿巴が胃治

,冒し鑿臺↓ﾗﾃﾗ〔,冒し鑿臺↓ﾗﾃﾗ〔

jil蕊
５岩iii兵然ｶﾞｽ:大水深海域等における探査の広域展開｡特Ｂ
三次元物理探査船の十分な活用。

●メタンハイドレート:海洋産出試験段階への移行。

⑤海底熱水鉱床:資源量､照境影懸の訓査｡採鉱u金属回収技術
の開発。

。以上は民間企業のみでは実施因詳であり､国の主導による本
～格的な探蚕･開発が必要。ノ

'四rエ江ｑ

ＬＬ

『
●

ノノ

」 海洋基本計画における記述
、

第２部３(2)イ

平成20年度中に､関係府省の連携の下､｢海洋エネルギー鉱物資源開発計画(仮
称)｣を策定する。同計画においては、目標達成に至るまでの探査･開発の道筋とそ
のために必要な技術開発等について極力具体的に定める。あわせて､これら探査。
開発において､国､研究機関及び民間企業が果たすべき役割分担を明示する。

ノ、

］

人 現犠ま鱒②取組状況 ､』

出則出則

●｢海洋エネルギー鉱物資源開発計画｣のうち石油｡天然ガス及びメタンハイドレートに係る開発計画(案）

については､昨年９月３日.経済産業大臣が総合資源エネルギー調査会長に対し諮問(同２６日、調査
会長から石油分科会長へ付託｡同２９日、石油分科会で第一回目の審議）

●｢海洋エネルギー鉱物資源開発計画｣のうち海底熱水鉱床等海底鉱物賛源に係る開発計画(案)につ
いては､昨年１０月２９日、経済産業大臣が総合資源エネルギー調査会長に対し諮問(同３０日、調査会
長から鉱業分科会長へ付託｡同３１日、鉱業分科会で第一回目の審議）

。今後､石油分科会及び鉱業分科会における審議を経て､本年３月中を目途に答申を得て､公表予定。

、ノ

Ｆ
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9．エネルギー。鉱物資源の計画的開発

｢海洋エネルギー･鉱物資源開発計画(仮称)｣を策定し､同計画の下で排他的経済水域等仁賦存する石
油･天然ガス鱈〆痕ンＪ１ｲﾄﾞﾚｰﾄ､海底熱水鉱床の探査圏開発を着実に推進｡メタンハイドレート及び海底熱
水鉱床について､今後１０年程度を目途に商業化を目指す。（経済産業省等）



１０.外国船による科学的調査･貿源探査への対応
Ｌ２■ しば＝
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排他的経済水域等における鉱物資源の探査の管理及び外国船による科学的調査が侭我が国のi司意を得ず
に実施される等の問題への対応策について心制度上の整備を含め検討し､適切な措置を講じる。
(外務省.文部科学省､農林水産省､経済産業省､国土交通省等）
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●我が国は､外国船による海洋の科学的調査について､同意手続に

関する法律を制定しておらず(日中間では｢相互事前通報の枠組み」

が存在ルガイドラインにより対応。

●我が国EEZ等における外国船による科学的調査について､同意

手続の不履行､同意条件の逸脱(資源探査と思われる行為を含む｡）

等の事例が発生。戸
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海洋､､科学的鰯溢・臓源探査の法制化を行う鰯合慰想定し、溌騨題について概鯏。、
■
．
Ｉ
Ｏ
Ｍ
・
引
凹
『
戸
弓
ｉ
ｄ
１
弓
』
印
度
隆
匡
功
閖
禺
■
埆
冒
寵一培拍

対
応
鶴

／留意点
科学的鬮査等を規制する場合

・我が国と相手国との主張が重複する海域が存在することに起因する問題や､暫定的な
枠組みへの影響を考虚すべき

・外交交渉の柔軟性を確保すべき(交渉への影響の可能性）等

、との指摘あり。
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海洋基本計画における記述
､

第２部３(１）

排他的経済水域等における｡。(中略)・・鉱物資源の探査の管理及び外国船による

科学的調査が､我が国の同意を得ずに実施される等の問題への対応策について、

制度上の整備を含め検討し､適切な措置を講じる。

、 ノ

/（
１

二lrz

環議までの取組状況 Ｉ ､

③昨年２月８日に開催された総合海洋政策本部法制チームにおいて､事務局は関係
省庁と連携｡協力して.海洋の科学的調査｡資源探査の法制化を行う場合を想定し、
諸課題について今後検討していくことを決定

●この決定に基づき現在､海洋の科学的調査･資源探査に関する法制のイメージ及
び法制化を行う場合を想定した諸課題について､具体的に検討中
、ノ

８

－７９－

１０.外国船による科学的調査･資源探査への対応

排他的経済水域等における鉱物資源の探査の管理及び外国船による科学的調査が侭我が国のi司意を得ず
'二実施される等の問題への対応策について心制度上の整備を含め検討し､適切な措置を講じる。
(外務省.文部科学省､農林水産省､経済産業省､国土交通省等）



１１.海洋の安全に関する制度の整備
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周辺海域における不審船､密輸･密航等の犯罪に関わる船舶の侵入や航行の秩序を損なう行為を防止する
ため､制度上の整備を検討し､適切な措置を講じる。（外務省､国土交通省､防衛省等）
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●停留やはいかい等を↓伴う不審な航行をしている外国船舶により航行の

秩序が乱されている。

●密輸卿密入国軽エ作船等犯罪に関わり得る船舶の侵入や､海賊行為、

海上輸送による大量破壊兵器の拡散のおそれ等がある。
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●領海等において外国船舶が正当な理由なく停留、はいかい等を行う

ことを禁止し、これに違反している外国船舶に対する立入検査｡退去命

令の措置等を規定する法案を、前通常国会に提出し成立。

⑤その他の法整備について、関係省庁と連鱗。協力し,検討中。
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｣海洋基本計画における記述/Ｌ－．－画…－．－－－＝＝－ｊ ､

第２部５(1)ア

周辺海域における不審船､密輸｡密航等の犯罪に関わる船舶の侵入や航行の秩序

を損なう行為を防止するため､制度上の整備を検討し､適切な措置を講じる。。.(中

略)小また､国際法に則し公海上で海賊行為を抑止し取り締まるための体制の整

、備を検討し適切な措置を講じる。 ノ

ＩＩ 現在まぞの取組状況
/慰第'69回国会において､我が国の領海等における外国船舶の航行、
の秩序を維持するとともにその不審な行動を抑止し､安全を確保す
ることを目的とする､領海等における外国船舶⑩航行に関する法律
が成立(昨年７月１日施行）

●このほか､海賊に対する取締りについて､昨年２月８日、総合海洋政
策本部法制チームにおいて､事務局は関係省庁と連携･協力し､今

Ｌ後検討することを決定 ノ」０

－８０－

Iｉｉｌ

０

１１.海洋の安全に関する制度の整備

周辺海域にお[ﾅる不審船､密輸･密航等の犯罪に関わる船舶の侵入や航行の秩序を損なう行為を防止する
ため､､制度上の整備を検討し､適切な措置を講じる。（外務省､国土交通省､防衛省等）



１２.海洋管理のための離島の保全。管理
弓gbH吃 ｡､]｣臣」｡_みこ＝＆征

広大な管轄海域を設定する根拠の一部となる等重要な役割を担う離島について､海洋政策推進上の位置付
けを明確化し､保全･管理に関する基本的な方針を策定するとともに.離島の保全･管理､振興を推進する。
(文部科学省､農林水産省､経済産業省､国土交通省､環境省等）

ゲ 、

災
自立的発展の促進

･生活基盤､産業基盤の整愉等に係る状況の改善
･住民の生活の安定、福祉の向上

,地理的、自然的特性を活かした握卿
且

グー印Ｐ￣

己pごﾛ四EJUや月疋Ｕｂ弼筬房西雇冒汐;仏｡咄丁蛉PﾏＬｐ房症ﾆﾚ=T,起二諸頑愚孟子ゴーn房之＝堂酉ｴｴｭTrヱﾆﾋﾃ＆ぬPbqや■､ Ｅ刀qIJDl

' 、

離島の現状 離島のあり方に関する検討 ：

・人口減少、高齢化による
衰退への懸念

・保全に関する明確な方針なし、

(有人）定住環境の整備

蝋ｾﾞﾐ!》
(無人）離島の海洋政策上の 6

ノ

位置付けの明確化に必要な検討 ：

＝．・・U蔀鈩１６弓弓１wLp-F“もf沽窪的168雰切1塁巴･ZF2UN閂J超屯Ｇ、～ずz句｝￣.．｡Ⅵ可２⑤－９か轄蒔￥3鎧埣匹一Y卍ｖｐＥ岸ｑｂ巧匠ノンェピ1.0？ご窪研埋:｡⑪

－－Ｌ篭三雨:＝離島に期待される役割

海洋管理のための離島の保全･管理の･管轄海域の設定の根拠 骨
も
？

鯉海上の安全確保
あり方に関する基本方針(仮称） 句

ｂ
ｊ
ｕ
Ｊ
ｒ
ｆ
＄
：
⑥
四
『
宇
劃

･海洋資源の開発､利用の活動拠点
(方針のイメージ）

・保全･管理の体制、・保全･管理方策
・取組のｽｹｼﾞｭｰﾙ 」

,周辺海域の環境の保全零

鰯の

‐－，－－－…＝曇汚職２－鐙１１
１－Ｌ翠色

宅宅浮竺品毎，冑Ｃｕ」：ﾐﾆ§…や‐ﾏｰﾆｰｰ.-.準息４面Ｉ押胃軒曲4彦臣■も－．ﾛ-－Ｆ 伊

しま
第２

洋基本計画における記述
￣、

部１０（１）エ

離島は､上記の通り、重要な役割を担っているため､無人島を含む離島について、

海洋政策推進上の位置付けを明確化し､適切な管理の体制､方策､取組のスケ

ジュール等を定めた｢海洋管理のための離島の,保全｡管理のあり方に関する基本方

、針(仮称)｣を策定する。 ノ

人
､

現在悲:iKiiiの馳組状況 』

､

●昨年６月１０日に開催された境界海域チームにおいて、「海洋管理の
ための離島の保全｡管理のあり方｣を検討課題に追加

●管轄海域設定の根拠､海域における様々な活動の支援､周辺海域
等の自然環境の保全等に対･する離島の機能｡役割に着目し関係
府省とともに､基本方針の内容を検討中
、ノ

1２

－８１－



海洋エネルギー。鉱物資源開発計画に対する

資源エネルギー庁の取り組み

小泉朋幸

経済産業省資源エネルギー庁資源｡燃料部政策課課長補佐

海洋基本計画においては、海洋に関して政府が総合的かつ計画的に識ずべき施策の一

つとして、エネルギー・鉱物資源開発分野については、「排他的経済水域等における当面

の探査・開発の対象を石油。天然ガス、メタンハイドレート及び海底熱水鉱床とし、必

要な政策資源を集中的に投入するとともに、コバルトリッチクラストについては今後の

調査・開発のあり方について検討する」とされている。この海洋基本計画を踏まえて、

資源エネルギー庁では、関係審議会を開催し、外部有識者の意見等も踏まえ、関係省庁

と連携しながら、「海洋エネルギー。鉱物資源開発計画」の策定に取り組んでいる。本講

演では，経済産業省での取り組みの現状を紹介する｡

－８２－



｢￣ －１｢海洋エネルギー･鉱物資源開発計画｣策定の背景

平成１９年７月２０日(海の日)施行海洋基本法

第１６条政府は、海洋に関する施策の総合的かつ計画的な推進を回るため、海洋に関する基本的な叶爾
を定めなければならない。(以下

平成２０年８月１８日閣議決定海洋基本計画

第２部海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に識ずぺき施策
３排他的経済水域等の開発等の推進
○当面の探澱・開発の対銭を石油・天然麺ス、メタンハイドレート及び海底熱水駄虚とし、必要な政
策資源を集中的に投入する。

平成20年度中に、関係府省の惣槻の下． ｢海洋エ熟ルギー・鉱物寅邇ロ 定すｉｓ

る。

￣

｝
石油･天然ガス

石油分科会 諮問･答申 報告

メタンハイドレート

|E参’〈蕊>Ｉ 海洋本部会合経済産業大臣
本部長：職理大臣

|}’ 鉱業分科会海底熱水鉱床

鯛｡■総合海洋政策本部事務局/関係省庁

－－－

Ｉ 」海洋におけるエネルギー･鉱物資源の概要

、、 海底熱水鉱床 石油･天然ガス メタンハイドレート

海畷から職出す愚熱水に含ま
れる金風成分が沈殿してでき
た鉱床

生糊起源の樹MM物が聯く
穂もった海底の堆穂岩中
に慰存

低温高圧の条件下で､水分

子がメタン分子に取り込ま
れた氷状の物質

説明

」

含有するエネ

ルギー・鉱物
賢源 ｜｜宕泓天然ガス

銅､鉛､亜鉛､金､銀やゲルマ
ニウム、ガリウム等レアメタル

メタンガス

(天然ガス）

水深1,000ｍ以深の

海底下約数百ｍ

水深数百ｍ～2000ｍ程度

(採掘可能範囲)の海底下数千ｍＩ
分布する水深 500ｍ～3.000ｍ

」Ｉ

l獺ｉ
写真

我が国EEZに石油・天然
ガスの顛存が見込まれる
堆薮盆が分布。新潟沿岸
の浅海において、石油や
天然ガスの生産を実施。

沖縄近海や伊豆。小笠原海
域に賦存。

南海トラフに相当魁が賦存。
賦存･分布壗所

－８３－

i￣と[海iヨド互生ｷｰ･錘魑j匪窪雷'画｣策定唯臺こ＿！
海洋基本法

海洋基本計画

|平成19年７月20日(海の日)施行

|平成20年８月18日閣議決定

ひ

第１６条政府は、海洋に関する施策の総合的かつ計画的な推進を回るため、海洋に関する蕊本的な叶爾
(以下「海津隷貝強計爾ｌという句）を定めなければならない。

第２部海洋に関する施策に関し、政府
３排他的経済水域等の開発等の推進
○当面の鎚
策資源を

が総合的かつ計画的に識ずぺき施策

識・開発の対鎌を石油・天然麺スェメ迩芝ハイドレーhjF1L趣海底熱水駄床とし、必要な政
集中的に投入する。

○平成20年度中に、関係府省の遮換の下、「海洋エネルギーｑ鉱物適邇開発計画（仮称）」を箆定す
る。

|陸蝋Ｈ１期襲騨産業姫[謬
曄■総合海洋政策本部事務篇/関係省庁

石油･天然ガス

|メタンハイドレート
石油分科会

海洋本部会合
本部長：職理大臣

海底熱水鉱床 石油･天然ガス メタンハイドレート

説明
海畷から職出す愚熱水に含ま
れる金風成分が沈殿してでき

た鉱床
||蕊蕊總騨鱗
に戴存

低温高圧の条件下で､水分
子がメタン分子に取り込ま

れた氷状の物質

|瀞漁
銅､鉛､亜鉛､金､銀やゲルマ
ニウム､ガリウム等レアメタル

］
｜石油､天然ガス
Ｌ 」

ﾒタンガス

(天然ガス）

分布する水深 500ｍ～30000ｍ
￣水深数百ｍ～2000ｍ程度

(採掘可能範囲)の海底下数千ｍ

水深1,000ｍ以深の

海底下約数百ｍ

写真

賦存･分布場所

沖縄近海や伊豆。小笠原海
域に賦存。

南海トラフに相当量が賦存。
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メタンハイドレート開発の現状

メタンハイドレートとは
日本海域の分布状態

、

○メタンハイドﾚｰﾄとは､低温高圧の条件
下で､水分子にﾒﾀﾝ分子(天然ガス)が

取り込まれ、21&鐘になっているもの｡非在
来型の化石燃料として将来の実用化が
期待されている。

○また、日本近海にも､相当量の賦存が見
込まれており､新たな国産エネルギー資
源になりうるとして期待されているところ。

但しメタンハイドレートは地中に固体で０

在進しており､石油豆天然ガス等と異なり、
井戸を掘っても自噴しないため､新たな

、生産技術の開発等が必要･ ノ

１

７
騨

由

』

ず▲

6:日本海東録
78劇ﾑﾄﾗﾌ

旨「

鑿騨鶴
【我が国のメタンハイドﾚｰﾄ原始資源量試算例】
Ｏ東部南海トラフで１．１兆ｍ３（JＯＧＭＥＣ（2007)）

（義が国天然ガス消瞥風の１４年分に相当）

<参考＞日本周辺で７－４兆ｍ３（産総研佐藤(1996)）
（我が国天然ガス消賢量のgo～100年分に相当）

注)原始箕源逼一経済､技術的に回収不可能なものも含む賦存風

IけIけ

［ﾒﾀﾝハイドレートの結晶榔造］

三角緑はﾒﾀﾝ分子､球赤は水分子

[メタンハイドレートのコア］

二コ|’ 国内石油･天然ガス開発の現状
ご凸

>我が国の国産石油｡天然ガスは､その殆どが新潟県､北海道等の陸域で生産。
>現在､国内海域で石油｡天然ガスの生産を行っているのは､新潟県の一箇所のみ。
>ほとんどの地域で詳細な地質調査等(三次元物理探査､試錐)が未実施。

石油｡天然ガス賦在ポテンシャルの見込まれるエリア国内海域における開発状況
Ｔや￣■1.画ぼら鷹▲些ユ轌品工廷ユ■エ雫詫函ご■丘邑■缶融

１．

蔦
,｡､『

［
石油･天然ガス賦存ポテンシャルの

高いエリア(堆菰量2000ｍ以上の堆積盆；

石油･天然ガス賦存ポテンシャルの

高いエリア(堆輸量2000ｍ以上の堆積盆；

－．面DoPL， ■＝リー￣－－－■面印南ョ■五一

－８４－

メタンハイドレート開発の現状

国内石油･天然ガス開発の現状

石油･天然ガス賦存ポテンシャルの

高いエリア(堆菰量2000ｍ以上の唯積Ｚ



「 国内石油天然ガス基礎調査事業Ｉ

基礎物理探査について

>本邦周辺海域における石油･天然ガスの賦存状況の把握を目的とし

て､平成20年２月より、斑源エネルギー庁が導入した､三次元物理探
査船｢資源｣を活用した基礎物理探査を実施。

溺
母

朋

繊■
ﾄﾚlr1lIIH1獣．

｢梵涜]の主な仕様
全長８６２ｍ･槙;３９．６ｍ､総トン数:１０．３９５卜
定員.桑細貝､研究院含め約100名(職大）
曳航ｹｰﾌﾞﾙ数.避大12本､ｹｰﾌﾞﾙ長:賎饗6000ｍ
諌助可能海域水藻50ｍ～3000ｍ

探変能力.海底面下o～SOCO、

基礎試錐について１

＝

Ｌ三次元物理探査のイメージノ 訊癒iii鰯B1iiji5g擬Ｍ１鶏があるエ

>石油･天然ガスの賦存可能性が高くさらに詳細な調査が必要と判断された海域があれば､基礎試錐を実施する予定。

国内未探鉱地域について国が
物理探査､基礎試錐を実施 露i篭＞

民間開発会社に〒－
ることによって企業探

’ I海底熱水鉱床とは

風海底熱水鉱床は､海底から重金属に富む熱水が噴出し､銅､鉛､亜鉛､金.銀
等の重金属が沈殿して生成された多金属硫化物鉱床。

図我が国周辺海域では～沖縄トラフ及び伊豆｡小笠原海域において､科学､資源
調査等によって、多くの鉱床が発見。これらは-世界的にも分布水深が700ｍ－
1,600ｍと浅く、開発に有利と期待。

（出典:jAMSTEC）

蔭(船木)がでているのがチムニー(那水噸出口)で,噸出
物が沈殿し熱水ｎk座が形成される企

日本周辺の海底熱水鉱床の分布(オレンジ色〕

－８５－



■ミマー一一－－－＝￣二一￣－－￣￣

海底熱水鉱床とは(－－－
ﾛ熱水鉱床周辺は､特異な熱水性生物群集が存在し将来の遺伝子資源ソー
ス等として期待。

｡回収が期待される元素バースメタル(銅.鉛､亜鉛)､貴金属(金､銀)の他、
レアメタル(ガリウム､ゲルマニウム､カドミウム、セレン､テルル）

liIillIlilIlij1ILl1liIllllliliillIlIlIillliliii
（出典EjAMSTEC）

マウンド(熱水噛出ロなどがある小揃い山)上に生凶するシロウリ
貝(砿化水素やﾒﾀﾝ､炭化水紫を含む熱水や遡水が湧き上がる
場所に特別に多く生息している二枚貝)｡新穂のバクテリア等も多
い．

ユノハナガニは､lW1水唄出孔周辺に商密皮で生息し､他の多く
の生物とともに化学合成生態系を形成し､肉食性で生息域に同
居するチュ･-プワーム等を捕食している｡光の届かない深海に
適応して＿目は退化し休色も白い旬

１フ

|｢￣ 〕メタンハイドレートにかかる開発計画

欝窯鈴翻鍵jljiiX/ご櫛bf磨捜
塗塵溌徽蕊の！jZj1i鰯蕊認了ｱ鱈職ij嬢慶ソ

瀞鯵鑿瀞慰蕊勘蜜麓，

Ｉ 鋼､鰄議|iii`|蟻i1W露鱗鱸繍i蕊1蕊蟻磐ハ
ｑＴＪ￣塁ﾛ

ｾﾞ蕊
；￣

|′劇

蕊

』
鰄
鱸
Ｉ
蝋
総
議
伽
ｊ
…
ｉ
ｉ
－

漣上産出試験 海洋産出賦験
(24～27年度）

!i技術課纏経済性評価
;蝿境影響評価等の総合

ｌ的検証巻実施し商業
；化の実現に向け技術を

Ｉ整備

○減圧法での長期生産賦験
を行う

iii

騨
識
評
繊
溌 :蕊；

海洋産出試験に向け
た準備(21～23年度）

大
当
に
立

○

圧相

安全
計函 鑿識１

我が国周辺の賦存海域,賦存震の把握

生産'性と回収率を向上させるための掘削･開発システムの検討

－８６－

メタンハイドレートにかかる開発計画



）『￣ 石.油･天然ガスにかかる開発計-画
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民間石油天然ガス開発企業による探鉱･開発を促進

'’ 海底熱水鉱床にかかる開発計画

第２期(～平成30年度）第１ｌＭ(～平成24年度）

、
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／ 】 撲半4年前半3年 後半2年 前半2年

nHX藤6二需調

） 〉>|||騨縄…畷〉
新舷床の発見と概
略fMjHI〔趾の把握詳細jII源趾の把掴旺知鉱医の概略質源適の旧１ｍ 詳細iRjUI蝿の把握

鋪
第
２
期
最
終
評
価
ヨ
ス
ト
肝
算
と
経
済
性
評
価
（
Ｆ
〆
ｓ
）
）

商
染
化
検
討
（
平
成
ｓ
ｏ
年
度
）

第
１
期
中
伽
評
価
（
賦
験
候
補
海
域
遮
定
一

～
、
ｊ
ノ
ノ
、
、
／
／

０，境影欝評価

第
１
期
最
終
評
価
（
プ
レ
Ｆ
／
且

１
１
１

〉

Ａ
１
ノ
「
ノ
爪
〃

･事後モニタリング

･予測モデル検証
･保全繁の有効性B】E2E

試験候補海域に即L

･清洋環境謹礎鋼登

･予潟モデル開発
･IKEI保全簸換肘

0海洋麗境基礎鯛遜(環境特性把掴

'環境影響予露モデル設計･肌晁
･ｉｉｉ辰子学的研究による遍遮保全策検討

･予測モデル完成
,IHllf彫糧実謹式酸 第

二
期
中
問
評
価O資源開発技術

〉採鉱､楊蝕､採砿母船(操船･洋上処理
システムの基盤的憧討

実験職の概念設

計･灘細設I＋

奥醗搬製作,海
洋誕旺駄駿

商繋UMZMt細設計

O鯉錬枝栴

～
ノ

瞳パイロットプラント設計

･スケールァッブ試験
（RjkHオーダー〕

パイロットプラント

迦設,賊駿

実証プラント建股･試験
(数トン～唖10トン／日】

_」ｃ
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民間石油天然ガス開発企業[こよる探鉱･開発を促進



|Ｉ|’ 今後のスケジュール

､／
平成２１年１月２９日：石油分科会

「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画（案）」のうち
メタンハイドレート及び石油。天然ガスに係る

開発計画について

１月３０日：鉱業分科会

「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画(案）」のうち
海底熱水鉱床等海底鉱物資源に係る開発計画について

２月上旬～３月上旬：パブリック・コメント

３月中：「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」（答申）

・経済産業大臣が総合海洋政策本部会合へ報告
※総合海洋政策本部本部長：篭理、部員：各国務大臣一

ifllifilノＬ
竃

－８８－



国士交通省の取り組み：外洋上プラットフォーム技術

～排他的経済水域の利活用に向けて～

今出秀則

国士交通省海事局参事官

国土交通省が進めている外洋上プラットフォーム゜プロジェクトは、造船技術を核とし

て、海洋に賦存する膨大な未活用の資源及び海洋空間を有効に利用するための基盤となる

浮・体技術を開発するプロジェクトである。本講演では、当該分野の開発動向をレビューす

るとともに、外洋上プラットフォーム技術の確立が、我が国の排他的経済水域の利活用、

さらには、新たな海洋産業の創出に果たすべき役割を明らかにしたい。

－８９－



第３８回海洋エ学パネル

日囚26鱗蝿窒iii8目■し

我が国における海洋開発の取り組みと
外洋上プラットフォーム技術について
～排他的経済水域の利活用に向けて～

2009年１月３０日

国土交通省海事局

参事官今出秀則

独立行政法人海上技術安全研

１櫻｜全体の内容
一一一一一一一△－－－＿＿－－□－_L－－

■国土交通省海事局のご紹介

■海洋開発の歴史を振り返る

泊海洋技術政策の方向性

■外洋上プラットフォームPii．

一言王受適爾 海事馬

－９０－



１海事局のﾐｯｼｮﾝ鑑２
～=㎡戸p－－ｆ正■

蕊
安；きした海_と轍瑳の

全

￣

１
－霊藝鍛

震f1鱒MIj鑿
ﾉｾﾞｾﾞX上輸fii;の墓ｉｉｉ夢IとI:rﾙﾎﾞﾗ；

溌露Ｉ

苫丙角さ 1号7ｓざ口

M1Ｉ

ﾉliZL言のj言城"jf;i：震
Ｐ１エム

海事に関してユーザーからメーカーまで一貫して所管し、
一体的に行政を展開

王菱遡省海寵衞~－－鞠

３鰯
一＝…

'海洋開発の流れ
L■■ロロ

海洋法に関する国醗連合譲約(国連海洋法条約)の動き

1９５０
■1958年第１次国連海洋法会霞

・国連海洋法蕊鋤の基本原理→領海､公海､漁鐵保護及び大陸棚

1９６０
■1960年第２次国運海洋法会議

燗

1９７０

､
■１９７３

第３次国連海洋法会麹：領海輻員１２海里で決猶衝懇ｾﾛ鰯難１蝿ルＸ承唖蝿

1９８０ 国運海洋法条約の探択

(緋他的艘済水域､澱海底鐵糠の取り決め樫海洋礒畷
の保漣｡爆全）

饅■１９８２

1９９０

■1994年国連海洋法条約発効
■L

2０００

年

一一富士.蕊適漕~禧耐高
－９１－

■1958年第１次国連海洋法会罰

｡国連海洋法条鞠の基本原理→領海､公海､漁鐵保護及び大陸棚

■1960年第２次国運海洋法会議

■１９７３年

！ 第３次国連海洋法会麹：領海鴇員１２海里で決猶

■1982年」 国運海洋法条約の採択

(緋他的繼済水域､深海底鐵彌の取り決め樫海洋礒境
の保瞳｡爆全）

■1994年国連海洋法条約発効
ｗ１ＱｑＲ企彊ロ豆kEhl園】;塵$#i講坐;委三夢，ｉｆ1審*H2鐸



１４鰹「…－－，造船産業における海洋開発分野の停滞ｉ
ｌ③環境と資源の時代

■海洋構造物､海洋機器等のサプライヤーとして､造船業は
海洋開発関連の技術開溌を実施。

■我が国造船業は､第２次オイルショック以後､深刻な不況を

克服するため、２度にわたる設備処理を実施｡工場｡人員を
縮小。

■研究開発投資も減少し､技術開発が停滞。

■海洋構造物の専用工場を持つほどの安定需要は見込み簿。

船舶の生産効Ⅶ率が大幅にアップした中、同じ造船所で海洋
構造物を建造することは難しい。

園土交通省海軍局

－１＠噸蝋纈艤代iMlMl

(５盤上日本の韮及び取り巻く状況

■１９９６年国連海洋法条約の批准

■2009年５月に迫った大陸棚限界延長申請

■資源争奪戦への懸念

①BRICS経済の台頭

②資源外交戦略

一一一一凸凸一一一一■甲一一面■￣■

国士空iiI省海皐屑

－９２－



ｌ－ｓ－鰯
＝＝￣
￣

'海洋技術の方向性

■海洋権益､経済安全保障への貢献の視点

し「未来型産業｣という抽象的な夢物語から脱却し､いかに我が国のi毎i美
､エネルギー安全保障に貢献できるか。

民間企業での取り組みの限界

少欧米同様、 国策としての海洋開発の視点

・第３期科学技術基本計画における海洋分野へのj］12｣iii

・海洋基本計画等の策定による戦略的取組肉．

四技術の方向性…沿岸域から沖合いへ

し海洋調査

・点から線に､線から面に(｢排他的経済水域を迦通｣）

〉排他的経済水域の利活用のための基盤技術

し大水深域の海底資源の開発．生産

院コスト削減による経済合理性の追求

~iZi王葵jiji｢薔~藩霞寳~－－－

７鰯海洋開発の推進に向けた提言
ご日向嘩一

■相次ぐ提言
し海洋立国に向けた第３期科学技術基本計画(2006-2010)に対する提言

・海洋技術フォーラム2005年８月３日

サイエンスからテクノロジー、海洋の研究活動を箒沿岸域から大洋に､線から面に、

さらに海洋産業まで発展させることが重要

海洋産業の創出により、

－我が国の排他的経済水域における国家権益の確保

が可能食料､資源･エ 化我が国の脆弱な の抜本的な印し

第３期科学技術基本計画に対して、 を提案

し海洋開発推進のための重要課題について

。（社)日本経済団体連合会2005年１１月１５日

．①自然災害による被害の軽減、②資源｡エネルギー開発､③わが国の国際的なプ
レゼンス向上といった観点から海洋に注目し､第３期科学技術基本計画において取

り組むべき、

■第３期科学技術基本計画(2006-2010)への反映

国土聾涌撤海事届

－９３－



Ｓ殿；第３期科学技術基本計画
▲仙汪呵蛍4拳か

■海洋の重要性、同技術開発が我が国の安全保障､海洋権

益の確保に結びつくことが明記

■海洋分野における国家基幹技術､戦略重点科学技術､重要
な研究開発課題が提示

｢間 ■■▼Ⅵ
HED

科学技宣壊難暖重」 術

練鉱Ｍ;ｻﾞﾋﾞi學露翻一j－－
Ⅱｈ二

■■■
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鰯
翼テム

用 伊
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術‘■澱海底ライザー掘削鑑衛の關蕊
■次幽代型霞鰯撰豐機の開発

【淳豊

ｉｉ灘l
Fr

8．

ＩＨＩ 国家基幹妓幹{11［ｉｌ

ｉＩｌｉ烈制－
薊側

醒醗
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懲灘地球観測撰寳システム
Eと

砠獺瀧代灘灘議慧システム

■地蹴観測衛星技織
■災害監視衛星劉臓織繍

』;3k洋上プラツ輝オーム擬織iｉ
四騨上プラットフ湫‐ムの卿認鯛蕊，

蟻Ｌ11.李罎雫雲雫jfWiilj苧iiL灘＆
Rtf母

、 i(鑓

出醸轆19,3W13卜窃X吾f円Y刷郡i禮鯲蕊濯dlf蝉詣1噸認【Ｗ刑鰯i'五駐畷詩騨ｆｌ上詞”【鐸！…Ｙ,デ…一霧=

鰯±変通智潅砺烏

１－三L-jl1iiii｣海洋蕊湊｡海洋基補１画の艫
、鷺肚上：！～

勵海'薄蕊欺駿(輔'騨綱噸澗7風;綱調I.●

ｂｅ,‐：（ビ.、

勵海'薄蕊欺駿(鰔繊綱噸澗7風;綱調I.●

海洋誌本法の成立(平成１９年4周２，日)、施行(周７月２０日）

|｜
|｜
Ⅱ

①海洋の開発及び利用と海洋環境の保全と調和 ②海洋の安全の確保

基
本
理
念

③科学的知見の充実 ④海洋産業の健全な発展

⑤海洋の総合的管理 ⑥国際的協訴

鐵驫墓議雛蝋駐蝋耀蝋艫繊）糠織議謙繭溌鰯蟻涜鱸鰄)］
鋳、ど謝三鐵箏藍業のj編輿ＩＤ愛Z/【i塵１１鴬競争〃の強仏
②新た/l＃〔7海/掌産業の倉il(辻／

舅i漣｡煙イウ鐸I湾ごiiiとに鱈;i'`zた〃ﾉ塗_とrフ1ﾗｯﾉＬｊﾌ【ヨノーーh△の徴jiiiiiZa擢Ijpr轍篤々な産業:あA野X二

おける /ﾌﾑた賜孤74/’611ｉみ差捻塵するＩ。（!』錠:鐸lノ同

－国:1重Hf這うHf諏露薦一一
－９４－



'１０鰯I外洋上ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵｰﾑ研究開発位置付け
－－

海洋基本計画(糊２０鏑月騨鰄定)｜

j;i韮?瓢ａ海雲産美葭のjlilFi異Z及び逗iill蕊競争力の強仏
②瀞たな/ii猟塵業の息ｉｈｈＨ

受全姓ｲつｸ鯵ﾘﾆﾉｉｉｌ７ごj憂/Zた外ﾉ掌上ブラッノしうzワトームの,l笠ｊｌｉｉｉｉｎｌ篭Ltｧ等藤々ﾉ酉p産美ﾄﾞﾌﾂ野〉ご
お/朽海)学i望澗;(iﾙﾗｦ/ご/E7/ﾌﾟた鮫以組み差強産する。（ｊｌｉｊｌＺｊｌ１ｉ２ソ

第３鰯科学技術基本計麺(平成18年調閣議決定)’
・フロンティア分野の戦略重点科学技術に位置付けられる。

●海洋に賦在している膨大な未活用の空間及び自然エネルギーの利活用を推進するため、
基盤となる浮体技術の確立を目指す。

外騨上プラットフォーム識究轤発の目穰｜

多様な利用形態に柔軟に対応する大水深海域にお[ﾅる浮体構造物について､安全性。

経済性･環境影響の適切なバランスを図る調和設計法を開発する。

【外洋上プラットフォームのイメージ】
91羽写ﾜﾜWローEご出竃座占～・

廟発露
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．⑥１ｉ舌IＵＥＬＥ ＵＢＩ
腱：

概要十繊鶴霧:Ｔ１１鰯１外洋上ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開
一一

発

Ｈ１ｇ～Ｈ２２４カ年

｢外洋上プラットフォーム研究開発連絡会｣を設置し､雷係省庁と連携して実施
実施期間

実施体制

＜瀬'…悸〆(入辮蝋露憐､糊鯏遡,
鰯鷺搬”；目的

戸

鋤：iKi鶴．利用目的
|Ⅶ'ij膿:ﾄﾞ|・設置海域

、

鐵灘利溌鰯の鮒鰯蕊艤繊繍
〆～鯛和溌鮒鱗～ぜ:～

襲件 Wk岸距雛.ヤシ
海気欽ｅｔｃ．蕊灘醐簡域。

｣ＩＩＬ基本計画の立案
:う゛ランＡプラン巳獣フランＣフランｐ、

鰯,ii1i藝録鶴．、試凸一一二二戸Ｆ｣￣。

二〔熟轤
國鯛《
総合評価

、j爾藷グー
i1UMI霧
定量化

〔蔓
’
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その目的に応じて最適なシステムを計画することが必要

●本研究では､浮体構造物(外洋上プラットフォーム)を利用した場合を想定し､その計画段階で
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計法)を開発する
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討論午後の部２

司会一午後の部２の司会を務めます、資源。素材学会所属の大阪府立大学の山崎です。よ

ろしくお願いします。

前田一日本大学の前田です。海洋基本計画に必要なことが全部網羅されていると思います

が、これをどんどん実行して頂ければ大いに結構だと思います。しかし、タックスペイヤ

ーの立場から資金を有効に使って頂けるかどうかが心配です。私はエンジニアのサイドか

ら大学で学生を教育する者として就職先がちゃんと確保できればいいのです。その場合、

海洋産業が本当に育ってくれればいいのですが、実態は大変な状態です。海洋産業の振興

と謡ってあるのですが、本気になって考えているのか心配しています。海洋開発が沖縄海

洋博でワシと広がって、それからぽしやったという歴史があります。そのときから振り返

って、何故海洋開発が伸びなかったか。では海外はどうであったか。海外は海洋石油の分

野など、いろいろなところで伸びているものがあります。その問題要因を一度リストアッ

プして､それを一つ一つ潰していこうという観点で政策が考えられているのかが心配です。

私は大学人ですから、海洋産業の世界は外から見て想像するだけですが、ものが売れなけ

れば困るはずです。海洋の技術の観点からは、日本以外の国では海軍が殆ど半分以上関係

しています。軍事研究に結びつくといえばそれはその通りかもしれません。しかし、日本

の場合はそういうものを作って売ろうとすると、武器輸出三原則やいろいろな規制があり

ます。そういう中で手足を縛っておいて海洋産業を振興しなさいというのでは果たして海

洋産業が振興できるのか心配です。その辺りをどう考えておられ、どうすればいいかをお

伺いしたいと思います。

もう一つは漁業権についてです。漁業権の話は触らないことにしているのか、タブー視し

ているのかという印象を非常に強く受けます。実際に漁業組.合の方や漁船の所有者と話を

してみると、今は不良⑬債権で大変なことになっているというのです。ですから、もしお金

が２兆円用意されるのであれば、その－部でも不良債権を買い上げるなどの方策をしても

らうと随分助かると思います｡役に立つ税金の使い方にはいろいろな考え方がありますが、

今の法律での対応が難しいのであれば、法律を変えてもらえばいいのです。今のままでは

じり貧になると思えます。また、海洋技術は殆ど民間会社が支えていると理解しています。

大学や独立行政法人に研究者はいますが、海洋観測船の設計図面を書いてくれといっても

書けない人ばかりです。基本的な技術は民間会社にあり、それを育てるにはどうしたらい

いか。国の大プロをやるのであれば、会社も参加するのなら２割負担しろなど言わずに

100％国が補填するなど、国が本気になってみんなでやろうという形にしないといけないと

思います。外から見ている限りでは、ある大プロでは、を一生懸命やっている会社もある

が、お付き合いで参加している会社が少なからずあるということも聞いています。その辺

りを心配しています。

岩本一確かに学生の就職先がないとか、海洋産業が大変貧弱だということはいろいろな方

がおっしゃっておられます。ですが産業は短期間に作り上げられるわけではなく、長い地

道な努力が必要だと思います。いま私どもは、「海洋産業」というとき、日本標準産業の
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分類のなかに海洋産業という分類はないのでぃ何をもって「海洋産業」というのか、とい

う議論から始めたいと思っています。そして、今の海洋産業の状態はどうなっているか、

何故産業として立ち上がらないのか、その現状把握から始めなければいけないというのが

私たちの考えです。今年、まず現状認識から開始し、分析を行い、ではどうしたらいいか、

という次のステップに繋げていきます。私たちは、現状認識からスタートしているという

ことです。産業の振興で大切なことは、モノが売れ、人々が買う、ということです。そう

した状況にならなければ、一つの産業の形とはならないということです。それは一朝一夕

にはできません。熱水鉱床やメタンハイドレートのようなビッグプロジェクトは、ハイリ

スクの部分が多いので、国が国の予算を使って開発に資金投入し、一つの産業を作り上げ

ることで、エネルギー鉱物資源分野で１０年先の商業化を達成し、着実に産業化を行ってい

こうとしています。もしそれ以外のやり方やこういった産業分野に進出したらいいという

アイディアがあれば是非提案して頂ければと思います。

前田－ありがとうございます’０年間は海洋の学生に辛抱しろという話かと受け取らせて

頂きますが、それとは別に教育関係で縦割り行政を何とかしてほしいと思います。海の記

念日が７月２０日にありますが、今年は月曜日です。ところが一つの学期に１５回授業をや

らなければならないと文部省が強制していて、大学によっては祝日でも授業日にしている

学校が出てきています。何の為の海の記念日なのか。みんなで日本を挙げて海をお祝いし

ようということと裏腹なことが現実には行われているのです。月曜日は他にも祝日と重な

るので、授業日数がものすごく少なくなります。それをごまかしてやっている大学もある

し、まじめに対応して、文部省から文句を言われたから７月２０日を授業１１にしている大学

も少なからずあります。それが実態です。

織田一三井物産戦略研究所の織田です。資源開発の観点でどなたも大変重要な問題と意識

している問題で、環境基準評価があると思います。環境評価に関するルールづくり、或い

は法制化といったことについて教えて頂きたいと思います。一つは海洋資源開発の評価ル

ールづくりについてです。国として今後どのような体制、計画、スケジュールで進めて行

かれるのかお伺いします。二つ目に日本だけのルールを作るのでは必ずしも意味がないの

ではないかと思います。．例えば日本だけが厳しいとか世界標準と異なるということでは、

資源開発の国際競争力を失うという観点からも問題が残るので、国際共通のルール策定に

向け、できれば日本が先導して世界のルールづくりに出てもらいたいと思います。このよ

うなグローバス・スタンダードに向けての環境評価に関する法制化、ルールづくりという

観点からどのような動き、計画をされているか教えて頂ければと思います。熱水鉱床やメ

タンハイドレートを将来民間が商業化することを考えると、環境基準が明確化されない限

りリスクタークが出来ない即ち商業開発が進まない、といったこともあり得るので、全般

的にということです。熱水鉱床採鉱の商業化についても興味がありますので、それを含め

た質問です。

岩本一海洋法条約の中に､沿岸凶に対して環境保全の義務が課せられています｡日本もＥＥＺ

などで開発を行う場合は、その義務を遵守しなければなりません。海底資源を開発する場
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合、当然そういった義務を守らなければ、外国から条約違反と訴えられかねません。ただ

し、現時点では日本の法制化に反映されていません。なぜなら、環境規制を行うには、具

体的なデータが必要です。ある現象が発生し、環境に関するデータが揃って、初めて環境

規制を行うことができます。ＥＥＺにおいて、まだ何も環境問題が顕在化していない段階

では、規制のために必要なデータも存在していません。何か、問題が発生した地点で、直

ちに必要なデータを集め、環境保護の法制化を考えることになるものと思います。そのた

めに、海洋環境について、常に感度高く注意していかなければならないと思います。

織田_その意識をお持ちであれば是非しっかりと進めて頂きたいと思います。ありがとう

ございました。

佐藤一日本大学の佐藤です。小泉様にお尋ねします。探査船の「資源」でデータを解析す

るノウハウをノルウェーからもらい、日本が学習するプロセスは非常に重要なことだと思

います。それはノルウェー側が商行為で行っていると思います。これに関しノルウェー政

府と日本政府でノルウェーが持っているノウハウを日本に与えてもいいという、国同士の

取り決めといったものはあるのでしょうか。

小泉_結論として､ありません｡三次元物理探査船｢資源｣は国の船で､運行管理はJOGMEC

に委託しており、ＪＯＧＭＥＣとご紹介したＰＧＳ社の関係の中で契約をしています。私どもが

行っている探査は正確には商行為ではありません。彼らも商売なので日本に技術を教える

と敵を作る、商売敵を作るようなもので、商行為は契約違反とし、あくまで探査に対して

技術供与するとしています。いろいろとコンフイデンシヤリテイーはかかっていて制約が

あり、実際の探査はいろいろと難しい面があると聞いています。

佐藤_ありがとうございます。資源の埋蔵量に関するいろいろな情報は軍事情報より大切

で、世界にはシュランベルジャーという闇の大会社があります。そういう意味で日本の情

報コンフイデンシヤリティーという単なる契約条項でしょうが、日本政府として今度はそ

ういう情報が来たときに、コンフイデンシヤリテイーを守りながらどう情報を活用するか

のスキームはありますか。

小泉一データは日本に帰属するので、彼らはデータを持ち出しできないことになっていま

す。データ自体はJOGMECにデータベースがあり、個別に日本企業に見せることは可能で
す。これは現に行っています。

佐藤一そうするとJOGMECでデータファイルが来たときに、コンフィデンシヤルをキープ

できるというシステムがあるのでしょうか｡防衛庁でも中国へ技術情報が流れているので、

何か対策を打っているのでしょうか。

小泉一JOGMECの中でもクローズドの中で行い、外に出ないシステムになっています。最

近はハッカー等による情報漏洩がいろいろと報道されているので、我々もこれ以外でも、
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一生懸命考えてプロテクトは行っていますが、いたちごっこの面はあると思います。

佐藤一逆に政府側としてこれは単なる海洋産業ではなく、目に見えない敵と戦いながらや

らなければいけないものだと思います。そういう意味で危機意識を持って進めて欲しいと
思います。

脇山一川崎造船の脇山です。小泉様にお伺いします。熱水鉱床を３年でパイロットシステ

ムを行い、JAPICも同じように３～４年でパイロットシステムを組んでサンプルを１０本掘

削するという話でした。JAPICとの関係を教えて頂きたいと思います。

小泉一JAPICとの直接の連携関係はありません。おそらく彼ら独自で事業検討を進めてい

るものと思います。

脇山一同じことをやるのに別々にやっているのは何となくもったいないと思います。話し

合ってもう少し効率的なやり方はないのかと思います。

小泉一そうかもしれません。先ほど言い忘れましたが、計画の中では各省が連携するとい

う１章があり、例えばJAMSTECの海洋観測船やＲＯＶやＡＵＶを活用し、文部科学省と連

携してやっていくというシステムを考えています｡メタンハイドレートにしてもJAMSTEC

が持っている「ちきゅう」という大深度掘削船を活用していこうと、各省が連携して極力

無駄のないように横割りでやろうとしています｡JAPICについては今日初めて聞いたので、

またこれから勉強させて頂きます。

脇山一今出様にお伺いします。洋上プラットホームを沿岸から沖合に移行を計画している

という話がありましたが。基本的には沿岸の方がコストが安いし、また、陸上との連携も

組みやすいと思いますがいかがでしょうか。

今出一洋上プラットホームを設置し得る海域の想定範囲を広げたということです。

脇山一１番問題になるのが他産業の土木などとの住み分けの土壌を作っておく必要がある

と思いますがいかがでしょうか。そういった計画を行っておかないと、結局は造船業界単

独ではできないこととなり、なかなか前に進まないと思いますが。

今出－うまく話せるかどうか分かりませんが、基盤技術として、深海域でのプラットホー

ム技術を開発することはやり続けたいと思います。実際にユーザーの方々がどういうもの

を求めるかによって、設置海域などは全く違う状況になりますので、役所としては贋く宣

螂伝し、洋上プラットホームのユーザーとなりそうな人から情報を取り、実プロジェクトを

働きかけて行く活動をするのだろうと思います。土木系との整理の質問をされましたが、

少なくとも国土交通省の中ではある程度の対話は始めている段階です。ただ、まだ皆さん

にお話できるようなプログラムとか榊想にはなっていません。

－１００－



佐藤一いま海洋産業や海事産業という抽象的な大きな言葉がたくさん出ていますが、根本

は技術だと思います。いま手っ取り早くやろうとしたら、全部欧米から持ってくればある

程度のことは必ずできると思います。これを２０年、３０年のスパンでやる時に、基本にな

る技術があると思います。人の技術、解析の技術、設計の問題、係留であれば繊維素を使

うか等、どういう技術は将来苦しくとも国産の技術でいくのだということを、防衛技術に

も通じる話だと思いますが、経済産業省的にはどうか、国土交通省的にはどうかといった

観点で教えて頂ければと思います。国として長いスパンで軸の曲がらない計画を立てない

と育っていかないので、今後両省でやっておいてほしいと思います。

小泉一今のお話は今日の審議会の委員からも出ていて、正に全く同じ意見でした。私たち

は資源開発は海洋産業を興すために行っている訳ではなく、私たちの省庁はあくまでもエ

ネルギーのセキュリティーの観点から、中東などに左右されないような自前の資源を持つ

ということで、虎の子の資源なので、これを技術開発していくということです。メタンハ

イドレートにしる熱水鉱床にしる世界初のプロジェクトであり、特にメタンハイドレート

を陸上で掘って産出するというのは日本が一番進んでいます。但し、日本でも遅れている

技術もいくつかあります。石油を深く掘る技術はあまり得意ではなくて、欧米にはかない

ません。そういったものを活用しながら、そういった意味で先ほどＤＯＥと連携してという

話をしましたが、相手の技術も取り込みながらやっていきたいと思います。しかしあまり

取り込みすぎると相手に技術情報が流れてしまうので、そこが難しいと思います。いずれ

にしろ、虎の子なので極力自分たちでやっていきたいと思いますが、利)Wできるものは利

用したいということです。

今出一縦割り行政の非効率性やこれを超えることの難しさをずっと感じているのですが、

なかなか中にいる役人にそれを突破しろというのは難しいことだと思います。今の話にあ

ったように語り合うことはどんどんやっていくべきだと思います。技術については私ども

の所管でいうと、海洋環境の中に桝造物を設櫛して当該,|:il1ii造物に求められる機能をちゃん

と果たすための技術を開発し、磨いていくことはやらなければならないと思っています。

木下一経済産業省はエネルギーセキュリティーが目的の官庁なので目的はこれだといわれ

ましたが、それはそこまではいいのです。でも、と続かないと海洋基本法の新時代の中の

役所としてはいけないのではないかと思います。でも、例えば文部科･学省は真実を追究す

ることがよいことだといえばそれはそれでいいと思います。でも、それ以外の部分で関連

して産業を興してきた方がいいと思うし、集中と選択をどう考えればいいかという話が始

まり、ＪＡＰＩＣの話もそこだと思います。

山本_私は土木学会所属で昨年までは海洋開発委員会の顧問を務めていました。今日の話

を聞いて、２５～３０年前の１９７０年代、８０年代の海洋開発ブームがあったときに、正に渦中

におりましたので、その時の事情をいろいろとお話したと思います。この当時は北海にお

ける海底石力||開発でコンクリートプラットホームを作り出したのが非常に大きな動機にな
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っていると思います。その当時ゼネコン、マリコンは海洋で仕事にありつける下地が出て

きたことから、各社が競って技術提携に向かいました。その時は技術を提供する側の言い

なりで、非常に悪い条件で技術提携をしていました。私が関与していた鹿島建設であれば

フランスのドリスという会社と提携しました。そこでも条約にはかなりひどいことが書い

てありました。鹿島・ドリスの名前で海洋開発の仕事をやれば、その名前を使っただけで

4％を出せということでした。そういうことを平気でやっている時代でした。それでも何と

か将来の仕事にありつこうということで、大変な熱気がありました。造船会社と一緒にコ

ンクリートプラットホームの開発をやりました。そのくらい産業全体が相当のエネルギー

を持って開発に向かっていました。当時と現状は何が違うかというと、当時は民間が勝手

にやっていて、役所はほとんど関与していませんでした。現状では海洋基本法、海洋基本

計画がきちんとしていて、後ろ盾があります。しかし、民間はゼネコン、マリコン、造船

を見ても、技術者はたぶんいないと思います。昔の本当の技術は６０歳以上の人がみんな持

っていると思います。こういう状況の中で、本当の意味で今日話があったような構想がど

んどん打ち上がり、これを設計し推進できるかが私の危棋です。その点についてお考えが

あればお聞きしたいと思います。

司会－ぽちぽちしていると苦労した.世代の人たちはみんな亡くなってしまうのではないか

というような話でした。私自身もマンガン団塊のプロジェクトに関わってきて、その後、

技術が途絶えているという状況を見ていると、今やろうと思った時にできることが、実は

５年先、１０年先になると日本はできなくなるのではないか。技術者の層が今よりもっと薄

くなり、チャレンジができる人たちがどんどん老いてしまうということから、技術開発を

加速する必要があると痛切に思います｡産業が育たないと次の後継者も生まれてきません。

だから今なのではないかと思うのです｡省庁を代表してのコメントは難しいと思いますが、

個人的な立場でも結構ですので感想を聞かせて頂ければと思います。

小泉一時間が経てば技術者が少なくなるのはおっしゃる通りです。一方で、資金を投入す

れば来年から熱水鉱床がすぐにl)M発できるかというと､そういうふうにも思っていません。

そのバランスが非常に難しいと思います。地に足をつけた技術開発を行わないと、どこか

で失敗すると「そらみたことか。」となってしまいます。ただ、一方で急いでやらないと

技術者がいなくなり、産業も育たなくなるということで、そのバランスが難しいと個人的

には思います。

今出一このまま行くと、海洋開発の技術者が居なくなってしまうのではないかという悩み

をある人に申し上げたところ、海洋のプロジェクトは構想から４～５年かかり、若い技術者

に実際にプロジェクトを担当させればその問に育っていくという話を聞きました。それで

少し光が見えたような気がしました。

福島一東京大学。海洋アライアンスの福島です。今出様にお伺いします。外洋プラットホ

ームについて、「これから経済性と安全性と環;境を定|,上的に評価し進めて行く」という話

がありましたが、’性質の違う３つの課題を定量的に評価するために、どのような方法を考
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えているのか、教えて頂ければと思います。私たち海洋アライアンスでは、壇上にいらっ

しゃる小泉様にも入って頂き、海底熱水鉱床の開発に関する勉強会を行っています。海底

熱水鉱床をどのように開発するかと考えるとき、技術だけの問題であれば物事は進みやす

いのですが、実際にはそれ以外のいろいろな課題が存在し、それぞれが別の方向性を持っ

ていることが開発の障害になっています。そういうことを考え、外洋プラットホームの進

め方に興味を持ちました。

今出一個人的な判断ですが、私たちのプロジェクトは各評,価項目の定量値を出すことまで

でよいと思っています。それらに対してどれにどう重みを置いて決定するかは、基本的に

はプラットホームの主体者が決めればよいと考えます。技術的にここまで定量化できると

いうところを示すことに意味があると思っています。なお、一番難しいのは環境の評価だ

と思います。安全性は最終的には人が死ぬ確率でやればいいですし、－人の価値を例えば

３．億円とすればそれを経済的価値に置き換えるという手法があります。しかし、環境をど

ういうやり方で評価するか、今まで事例がありませんし悩むところだと思います。船の世

界では、FormalSafetyAssessmentという安全性については確立した手法がありますが、環

境についてはありません。現在、海上技術安全研究所でその研究を行っていますが、その

成果を見ながら利川を図りたいと考えています。

前田一海洋産業という言葉が使われますが、本当に儲かるものは何があるのだろうかと常

々心配しています。ナショナルプロジェクトでも民間の会社が入ってそこに設計を頼むこ

とになっていますが、民間の方が１時間いくらの労,働単価で計算されているかは知りませ

んが、例えば２万円とすると、ペイしない世界では経営者は行くなと言うと思います。し

かし、国の権力で出てくるように言われると、つき合い上でてきます。そういう形の進め

方は昔からやられてきています。その延長で果たしてうまくいくのか。ですからこれは儲

からないのですと割り切ってもらったうえで､国が責任を持ってお金をつけるなどすれば、

民間の人も安心して働けると思います。何かちぐはぐな感じがします。それとお話を聞い

て、全部この通りに行けばすばらしいと思いますが、ある意味ではこれは錯覚工学の世界

ではないかと感じています。先ほど岩本先生への質問では、逆の立場のウィークネスの立

場の意見をわざと言いました。それに対して、今までにそういう意見はたくさん聞いてい

るというだけで、それに対するレスポンスがないのです。本当は錯覚工学ではなく納得工

学に持っていきたいのであれば説得してくれないと困るのです。反対意見に対してはこう

やればいいといった積極的な意見を言ってくださればよかったのですが、結局は逃げられ

て非常に穏やかな形で納めてしまうことになりました。税金をそのような使い方をしてい

いのかと思います。過去のマンガン団塊開発の時も、長期間で行うと、最初にプロジェク

トを立ち上げた人は責任を持って一生懸命考えますが、それが１０年も１５年にもなると責

任が非常に暖昧になってしまうのです。やり方としても昔のやり方を踏襲しているような

印象が強いのです。この辺りで思い切って方式を変えて、私の午前中に話した意見では、

国策会社を作ってくれと話しました。戦後の造船技術は戦前の海軍の艦政本部があって、

海軍工廠があって、現在のいい方で言えばデベロッパーがあって、マニュファクチャラー

があって、エンドユーザーとして海軍というグループがあるというサイクルでした。私は
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別の世界なのでこんなことを言うと失礼かもしれませんが、港湾技術が戦後すごく伸びて

世界のトップに躍り出たのは、直営部隊を持っていて、設計もできて施工もできて、それ

で使ってみて結果をフィードバックするという、プラン・ドウー・チェック・アクション

のループができているのです。しかし、今や定員が足りなくなり漉湾のグループでも人が

足りなくなり、そこここに委託するということでだんだん技術が落ちてきていると思いま

す。全体的に日本の海洋技術はかってのピークの時から見ると下がってきています。そん

な観点で見ると、もう一度直営部隊でやっていく必要があると思います。儲からないから

それをやるのです。儲ける世界は海外で儲けてくればいいのです。儲ける世界はいろいろ

とあります。日本では儲からないが海外で儲かっているところはたくさんあります。両方

を仕分けてやらないと、今のごちゃごちゃのままでやると、結局今までと同じことになる

のではないかと思います。本当にできるのかと疑いながら、メタンハイドレート、資源、

海洋エネルギー、外洋に皆さんは参加していると思います。日本の海洋技術を育てるのは、

民間会社が中心になって今までやって来ましたが、その方式がダメなのであれば国が積極

的にサポートしないとこのまま海洋技術はへたってしまうと思います。民間だけに責任を

押しつけているような感じがしないでもないということを危慎します。

小泉一今の世の中で国策会社を作るのはなかなか難しい面があると思います。一方で私た

ちが進めているメタンハイドレートにしる熱水鉱床にしろ、技術開発リスクが高いため、

国が旗振り役で一生懸命やっています。その傘下には民間の企業の方々にもたくさん入っ

て頂いてプロジェクトを進めています。その民間の技術を結集し、極力低コストで開発し

やすいものに仕上げて、どこかの段階でバトンタッチしたいと思っています。いずれにし

ても民間と連携してやっているので、どこかで、遅くとも１０年後にバトンタッチできると

いうようにやっていきたいと思います。ただ、先ほど山崎先生もおっしゃったように、ゆ

っくりしていると技術者がいなくなってしまうのではないかということもあるので、そこ

は難しい面があると思います。

高島―私はJAjPICのメンバーということで午前中にパイロットプロジェクトの話をいたし

ました。小泉さんとはまだお会いしたことがなく、先ほどの討議では競合しているのでは

ないかという話がありましたのでひと言申し上げます。

JAPICは全く純然たる民間の団体です｡JAPICの中に海底資源事業化研究会を２００８年６月

から立ち上げて、盛んに勉強をしながら実現に向けて知恵を出そうと相談しています。研

究会はこれまで７回行い、次は２月に行います。まだ勉強段階でありますが､私たちは「海

洋エネルギー。鉱物資源開発計画」（案）も拝見しています。計iMji自体は読めば分かりま

すが、山崎先生が言われたようにいかにも時間が長く、１０年経てばボンと渡すので後はそ

のまま走ってくれでは、商業化といってもちょっと難しいのです。いまＪＡＭＳTECは独自

にいろいろやっていることもあるでしょうし、それぞれの団体、組織が縦割りでやってい

ます。日本中で見ればかなりの技術や知識が蓄祇してきていると思います。海洋工学、海

洋産業は極めてスケールの大きいものなので、ナショナルプロジェクトとしてしっかり国

が国家横断的チームを作って取り上げるべきものではないかと思います。その時に考えな

ければいけないのが、主なガバナンスが国営会社であっても悪くはないのです。国営であ
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れば技術の継承を永久にできます。漏洩もたまにはありますが、民間企業であると外国資

本に買われるということもあり、市場主義経済の欠陥みたいなところにつけ込まれるおそ

れもあります。昔の官営八'播製鉄所のようなものができて、未来永劫国がある限りは資源

がいるので、しっかり守っていくというのが一つの考え方だろうと思います。

民間は営利企業であるので、基本的に利益が上がらないものをやるということは経営陣が

決心できません。民間が主体ということになってもこれもちょっと困ることになります。

JAPICの中でもいくつかのグループで、非鉄資源会社、マリンコントラクター、商社など、

業界の数でも相当な会社が集まって勉強を行っています。我々が考えているのはこれだけ

のプロジェクトなので、やはり早期に実現しないと国の損失とまでは言いませんが、やっ

た方がいいと思います｡パイロットプロジェクト提案がそういうことから出てきています｡

もう一つは民だけでは絶対にできません。探査技術や環境アセスメント、環境保全技術、

対外的にグリーンパーティー対応は民間の仕事ではありません。ここは是非、官や政で行

って頂きたいと思います。しかし、採鉱技術や要素技術、精錬技術等は民間にあるので、

大いに動員すべきであります。

もう一つは官と民のリスク分担、業務分担をしっかり話し合うことが必要です。その上で

重要性の検討を行い、民がやれるのであればやるし、やれないものはやらないので国策会

社にやってもらうのです。国としてはやらなければいけないことだと思います。研究会と

しては、そのような議論をしながら研究しているという段階なので、いつでも私どもはオ

ープンで意見交換を行います。本件は国家戦略としてできなければいけない案件だと思っ

ています。山崎先生も研究会にはほぼ毎回出席頂いております。研究会|当|身オープンなの

で、ご興味のある方がおられましたらいつでも歓迎いたします。今は縦割り同士が競合し

ている段階でもいずれにしても一本化するのは当たり前の話だと思います。

司会－みんながみんな１０年先にはこうなるという絵を描いて１０年先を目指しているので

はなく、やはり－つパイオニア的なものがもうすぐに動き出して、５年先にこういうこと

を目指しますということが一っ走り11}さないと続くものが出てこないのではないか。そう

いうつもりでいろいろなことをこれからもやっていけたらと考えているし、皆さんもパブ

リックコメントのチャンスがあるので、是非意見を出して頂けたらと思います。今日は官

庁からもお忙しい中ご講演にご出席頂き、午前中も含めて非常にいい討論ができ、かつ非

常にいいキックオフで、だいぶ議論が深まった部分もあったと思います。お二人の講師の

方々ありがとうございました。
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会 挨拶

日本海洋工学会副鑑長増鬮光一

本日は天候の悪い中、第３８回海洋工学パネルにご参集頂き、また非常に熱

心にご聴講頂きかつ講師の方々との討論を頂きありがとうございます。閉会

に際してひと言ご挨拶させて頂きます。

日本海洋工学会は９学協会が参加した、学協会が会員の学会です。こういう

中で学際的な今回のようなエネルギー資源問題、資源開発計画について積極的

に熱心に議論できるテーマを取り上げて海洋工学パネルをやっていきたいと思

いますので、是非ご意見その他ございましたら、事務局にご連絡頂きご指導頂

ければと思います。

本日、貴重なご講演を頂きました講演者の皆様方に、それからフロアから熱

心に討論を頂きました皆様に、感謝を込めて拍手を持って終わりにしたいと恩

います。ありがとうございました。
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